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日仏経済学会会長西川滴
正誤表

94ページ『入門制度経済学』の出版社り、日本、フランス双方で、これまでの日仏関係
昭和堂（娯）→ナカニシ屋出版（正）れている。

同『コンウアンシオン理愉の射程』の出版社 りを覚まされ、6月に日米修好通商条約を、それ
ナカニシ屋出版（膜）今昭和堂（正） 等条約を結んだ（結ばされた）年である。フラン

修好通商条約を幕府に結ばせた。だが、これら列109ページ会計報告

誤(平成18年4月1日～平成20年3月31日）で大きな革命が起こり、日本も近代化の道へと進
正（平成’7年4月’日～平成］9年3月31日）は日本にとってやはり大きな意味を持った。
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住所録訂正。と同一で「友情｣、「友人同士の感情」を意味す
113ページ瀬膝澄彦

｜と言わないのだろうか？これはやはり、この条
現住所JE7,ROq'on,20PlRcGLo1liSPl･adel

係には思い至っていなかったからかもしれない。
69001T"on,Francef1℃I(334)7298-0707

子関係について言う」（『大辞泉』）とある。また、
住所録追加

という言葉を選んだのには、封建鎖国時代から
113ページ大門毅

争い方を学ばなければならない、という意味合い
〒169･0051東京都新宿区西早稲田1-G-1

早稲岡大学国際教燕学術院TIIL03･3203･4141(内71･8352)

にも見られるように「友好」という言葉が条約

日本語での国際関係を指す言葉には大きな変化
ノ､ノー〔xノーノハー.己髭勺／L’bJ－こ〃』L.aOo

こうして見ると、日本にとっては百五十年前の「修好条約」を名実共に「友好条約」として
いくためには、民間レベルの企業や学会や市民社会の積極的な参加が必要であることが判る。
日仏経済学会は1960年に創立され、それ以後48年に渡ってフランスと日本の間の経済

学分野での交流に努めてきた。この間、機関誌の本『BULLETIN』は25号を数え、フラン
ス学界との間で8回の日仏経済学会議を、あるいは日本で、またあるいはフランスで開催して
きた。このような「修好」を相互理解に基く「友好」に変えていく努力を今後とも続けていき
たい。

本号では、諏訪貞夫理事による日仏修好150周年記念の論文を得ることができた。
また、2006年10月に早稲田大学で開催したレンヌ第1大学との学術交流セミナーに提

出された3本の論文を収録した。レンヌ第1大学はフランスにおける新しい政治経済学、倫理
経済学を進めるPEKEA(PohticalandEthicalKnowledgeonEcono皿cActivities経済活
動に関する政治的倫理的知識協会）の拠点で、アンベール教授はその事務局長である。この3
編の報告で、現在フランスに再び息吹いている倫理経済学、モラル経済学の骨子がどのようなL F~-－－－－-一一一一一一一一 -－．－．．－－－－－－‐＝－－－－－－



ものかを知って頂けると思う。また、2007年11月にはパリ第10大学ナンテール校で

「東アジアの経済統合」についての第8回日仏経済学会議を開催したが、そこに提出された日
本側の3報告をここに収めた。

本年は9月末に、日仏会館傘下の24学会がそれぞれ、150周年記念のイヴェントを繰り
広げる。本学会もこれに参加して、9月27，28日の両日、フランスの経済学者、またアジ
アの学者をも招へいして、「危機から希望へ」①escrisesal'espoir)と題して、第9回の日仏
経済学シンポジウムを開催する。世界「同時不況」が憂慮されている今日、かねて世界資本主
義の閉塞状況を鋭く告発してきたレギュラシオン学派の人びとや、今日ヨーロッパで強まって
いる連帯経済理論の代表者たちを招くこのシンポジウムは、必ずや日本やアジアでの関心に応
えるものと確信している。それは同時に今、ヨーロッパで芽吹いている制度経済学の新しい流
れを日本に紹介する機会でもある。

会員の皆様にもふるって参加して頂きたい。

本号の編集に当たっては、早稲田大学大単院教育牽研奔科憧十謹鐸の十公本安ノ，'、ロム÷…回早稲田大学大学院教育学研究科博士課程の大谷杏さんの助力を得
た。記して感謝の意を表したい。

2008年2月
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日仏修好150年と日本経済の近代化

1．日仏修好通商条約（1858）

1853年7月のペリール開隊の捌潰沖への来航は､外国貿

易に対する日本の開港をもたらした。しかし､公式の日

仏|對係は、日仏脚子通商条約（1858）により開始された。

この条約は、アメリカ、イギリス、ロシヤ、オランダとも

締結さ札安政の5カ国修好通商条約とII!繩§れる°(18

58、安政5年）1859年7月から開始された自由貿易

は､横浜の特定因或がﾀ個人居留地に指定され､其の居留

地内で商館を樅えた外国人が日本人と商販引をする率と

成った。この取引は､片糊勺領事鞭ll雁､関税自封権の喪
失、片務111勺最恵国待遇条項を持つ不平等条ず雨によるもので

あり、|引本の伝統産業に対して非常に大きな影響を与えた。
I）

紺業

生糸輸出の開始は､先ず､綱熊吻部門に大きなｲ､鯛灼影

響を与えた｡次いで､原料糸不足･価糊驚貴を通じて画填

桐生などの代表的絹織物業地方で休業する機屋が続出し、

j職人の暴動が起こったり、生糸貿易停止の駕寵訴力垳われ

るほどであった。博多･丹後･八王子･秩父などの他の機

業地も生糸輸出から大きな打盤を受けた。これとは逆に、

養蚕・生糸業は急速な発展の好機を掴んだろ群馬・山梨・

長野の諸県では､一部に製糸マニュファクチュアーも出現

し始めた。とはいえ､領主のj鮎I、資金供給システムの不

十分さ、幕孵の流通規制等により、生糸輸出は数量的には

開港数年後には頭打ちになって来る。2）

I櫟

綿製品輸入はアメリカ潮上戦争の糊吉前後頃から大量

に流入し始めた｡先淵離鋤生産地に打撃を与えた。し、

しながら、大阪･愛知･埼玉の様な先進機業地では､原糸

は輸入綿糸に転換し新し↓溌展の方向を求める動きが盛

んになった。こうして､原糸輸入が急増し､I閥卿門の梢

I

フランス政府給費留学生会・会長

早稲田大学名誉教授

諏訪貞夫

造変化が開始される。：1）

2．開港による日本の外国貿易の比較優位の実証的
評価（1850-1875年）

外国貿易の開始は､絹や日本茶の様な輸出生産物の価格

の急激な騰貴を惹き起こし、他方､綿布、綿糸、羊毛布、
毛糸、剰監､糊白､金属等､の輸入製品価格の大きな低落

を惹き起こした。この期間の統言行ミータによると、1859
年以後の10年間零絹の生産量はZ情にWjilし、前橋産

の最上品質の絹の価棚〈準は､5カ国への開港直循に3倍
に上昇し、以後安定し、1850-1855年期間の50％高の水

準に止まり続けた｡反対に､1780.1840年の期間の産業革
命は､綿糸･総能吻の実質澗各を産業革命以前の1/4の水
準に急落せしめた。同様に､妙釧川各は､産業革命によっ
て40％もI雛した。

200年のﾀ掴に対する完全な鎖国の後の､相対冊絡の

差異に対する日本経済の適応速度は極めて明白である。
1859-1875年の期間の日本の一人当たり輸入は､200倍に
鋤nし、日本の輸出・入は同一期間に20倍も鋤nしたの
である。4）

外国貿易の上嗽優位のこの現象は図（1）生産可能性曲
線と日本のﾀ掴貿易の比較優位(1859-1875年）によって
説明せられる。

自給自足経済は､一定の労働力、所与の土地と資本､所
与の技術を持っている。2種類の生麗吻､例えば絹側．
1=X1)と国内総生産の財。サービス、例え醐肖以外の

総て，即ち、側.2=X2)、または、綿=X2).

兎に角､絹と綿の各種の組み合わせとしての生産可能性

曲綱湾えられ、この曲線は右下がりであり、原点に対し
て凹の性質を持つ。

－

－ －
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所与の労働力､所与の士地､所与の資本所与の技術を

仮定すると、

（1）綿の生産を減らして､より多くの絹を生産する場

合、より多くの1単位の絹を生産する為には、

益々多くの綿の生産を犠牲にしなければならな

し＄即ち、綿と絹の生産費逓増が存在している。

（2）この生産可能性曲線の所与の点に於ける､この曲

線の接点の践線は､絹=X1と綿=X2との間の限

界変形率を示すろ

（3）若し､絹と綿とを生産するための労働､土地､資

本の組み合わせを示す生産要素をYで示すと仮

定する。このケースでは、

生産可飼生曲線（図（1））は、通常、ミクロ経済学的

な個別企業の分析用具だが、ここでは、日本経済全体につ

いてのマクロ経済学的分析として考察されている。このケ

ースに於いては、生産可能性曲線の接点、即ち、図（1）

の海点、を持っている直線Pa)は､最大生産量を表示

している。（換言するならば絹と綿との一定所与の価格

に対する最大販売高である｡）（直線=Paは､等収入線､等

売上高線と呼ばれるものである｡）その理由は、生産可能

曲線は右下がりであり、かつ､原点に対して凹の形状を持

っているからである。

日本の開港が始まり、1859年に自由貿易が開始される

と、絹の輸出侭,f)は急速に増加し、生糸佃各は急激に

騰貴した｡反対に、木綿は､其の輸入が急増し、木綿価格

は急速に大きく低落した｡生糸価格と木綿価格の相対価格

の急激な大きな変化の結果として､同一生産可能性曲線上

に、前とは異なる新接点を持つ新しい等収入直線、又は、

等売上高直綱§得られる。図（1）の、直線=PIと、其

の生産可能|生曲線との接点=Xり。既述の説明によると、

図（1）が意味している内容は、以下のように示される。

(1)Xaの接点を持つ直線(Pa)は、自給自足経済に

於ける最大収入(又は､最大売上高）を示してい

る。

(2)Xfを接点として持つ饒線を示す直線㈲は､(1)

と同一条件の生産可能性曲線に対する、自由貿易

経済に於ける、最大収入(又は､最大売上高）を
示している。

3Y73X1S(1(絹）の限界生産費

3YJ3X2=X2㈱の限界生産費、である。

生函能性曲線上の総ての点は同一の生産費をもユ故
に次の関係が得られる：

伽の限界生産費)*(X1の減少分ツ=(X2の限界生産
費)*(X2の卿ﾛ効

従って、次の方程式ｳ簿出せられる。
3Y/3X1*dX1=3Y/3X2*dX2

-dX1/dn=3Y/3X2/3Yy3X1

この最後の方程式は、生産可能性曲線の上の任意の1
点のI職唆形率は､X2の限界生産費卿とX1(i5)の
限界生産費との比に等しい､事を意味している。

しているが､絹と棉の2つの生産物の2つの異なった組み

合わせである。最後の2本の方程式、（1）と（2）の右

辺において、Pa2は、産業革命以前の木綿の伝統的価格あ

り、睦は、産業革命以後の自由貿易の下での木綿価格で

あって、伝統的木綿価格の約1/4の安さである。その結果

として最後の（2）式の左辺のX§は、（1）式の左辺の

悪ｸよりも、約4倍近く大証％

X!点とXf点の間の絹の生産量の水平距離と同-8鴎陸

持つ､Paとの平行線を引くと、Pf直線とPaと平行な新平
行線との交点、(Cりが得られる。2本の平行線僻とPり
の間の距離が、外国貿易の比較優位の利益を示している
5）

既述の生産可能性曲線による説明に対する、2つの理論
的1絲且み“》、

、

生産可能|生曲線を用いての上じ鮫優位の利益の説明は､以
下の2つの理論的枠組みに基礎づけられている。6）

(1)aW1850s=e(Pal850s,Cfi850s)-er;'1850s,Cal850s)
aW1850s=1850年代に自由貿易の存在を仮定し

た場合、事実に反している経済的厚生の利益の増加先
eC)=P･C,P=価格ベクトル;C=R'1,所得に
よるP価格水準での消謝オ・サービス支出ぅe==支出記
号

Pal850S=自給自足経済制度に一般的であった自給自足経
済価格ベクトル

Ca,850s=自給自足経済制度の中で実際に達成されていた
消費生産物の集合

Cq85"=1850年代に自由貿易が実行されたと仮定した場
合に当該経済（日本経淘が達成し得るとする、事実とは
異なった消費生産物の集合

(2)4W1870s=e(PIi870s,CIi870s)－毛PI1870s,Cal870s)
zJW187"=1870年代に自由貿易の存在しない自給
自足経済仮説を設けた場合のケースと上嗽した､事
実とは反した経榊源生の利益の増加分

PIi87(B=自由貿易の下での世界の価格ベクトル

C587"=自由貿易経済に於いて、現実に達成された均衡消
翻ｲ・・サービスの集合

187"=1870年代に国際貿易が存在しないと仮定した場
合の事実に反する消費財・サービスの集合

直線の方程式(Pa)(1)

Pa'X',+Pa2X'2=Ra

...JF2=-Pa,/PIﾜwkXI1+Ra/Pa2

、

直線の方程式㈲（2）

P5Xi+P砥ら=Rf

．．.Xf=-Pf,/Pf2wXI!+Rj/P@
譜合竺建物（洲と繩鋤扶定卜X画かろXIへ鈴珍丸

いま、恥＝0と、XI=0のケースを仮定すると、次の2
式をうる。

(1)X112=Ra/Pa2

(2)X&=R《/P&

図（’）に表示されている様に、

り、それゆえ、2つの直線､Paと

線との2つの接点､XaとXfとは、

Ra＝泌で、Ⅳ=Xfであ

Pfと同一生産可能性曲

同じ最大生産量を薊k (3)JW1850s=Pal85(B(CI18MNs-Xfl85(xs)+P;'1850s側鴎ns
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一蕊,850S)

X1850s=以下の制度に於ける生産ベクトル

(i=a,自給自足経済制閲、及び、6=f自由貿易

経済制関

自給自足経済に於いては;Pal850sCal850s=Pal850M'1850s

即ち、当調塁済に於ける消費支出は、当該経済の生産所得

に等し峰経済的厚生の同一量の変化は､次の方程式によ

って示される。

/W1850s=Pals5ECfi850s-Pal850sCal850s

それ故、方程式（3）が得られる。

(4)4W1850s=Pal850drl850s-Pal850sOC'1850s一刑850S)

純輸入ベクトル:T185"=Cii850s-別85幅

T1850s=プラス（又は、マイナス)、これは、1850年代

の輸入と輸出とに直接的に関係している。

Pal850drl850同畠力噸:Pal850SCEa1850FXH850S)

これは､最大の国内総生産(PE)であり、この働頤は

ｦ険である。即ち、7）

Pa,8副甑al8"≧Pal85Mi85W

方程式（’）と（4）を使う事によって、自給自足経済

の下での国内総生産P昭）に対する所得変化を示すと次

の方程式（5）が得られる。即ち、

(4)eeal850sCIi85w)-e(Pal850s,Ca1850s)/Pm1850s

≦Pal850dr1850SJPB1850S

そうして､方程式（5）の項は､事実に反する純

輸入ベクトル経済が到達出来るであろう仮説的

消費点(Cfi85os)に支出される所得と直接的に関

係している。

方程式（5）の項､即ち､e(Pal850s,CI1850s)は､偏抽

純輸入ベクトル価850S)によって、経済が到達できるで

あろう、事実に反する消費点(C5850s)へ支出された所得

と直騨勺に関係を持ちうるであろう。

方程式（5）の左辺は、図（1）に於ける事実に反する

消費点(Cfi85os)を定式化している。日本のケースは、こ

の時代の日本の外国貿易に対する確実に使用可能な統計

データを用いる事によって、方程式（5）を推定するため

の、唯一の自然的実験を我々 に提供してくれるのである。
9
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1959年7月以前は､日本の1人当り綱輸入は､0.4セ
トの水準であり、そして、1人当り綱輸出は1.2セントの
水準であった。ところが反対に､タ掴貿易のための開港以
後､たった1年後の1860年6月には、1人当り輸入は7.2

4

セントへと増加し、1人当り輸出は､170セントへと増大

したのである。方程式（1）から（5）までの5本の式が

定式化され､新古典学派の国|際貿易の静学モデルを要約し

た図（].）の定式化が試みられたのはこの様な理由に侭処

しているのである。9）

然しながら、多くの行われた複雑な推定結果は省II各し、

簡単に、1840年代の1人当り国内総生産(PB)の推定

水準は、28金両であったのであり、1860年には、4．76

金両に上昇したとする事を示すに止めるであろう。Ⅱ0)

最終的には､以下の様な結論が得られている。上じ鮫優位

に関する新古典判耐学モデルに基礎づけられた経済的

厚生の利益は､1851年から1853年の最後の自給自足経済

期間の間の自給自足経済に於ける､外国貿易への開淵隷明

に於ける国内生産の約8％から9％がせいぜいであろうと
言う事である。11)

3．噸変圏立の静学モデルについての若干の匿随点

国際貿易の動轍憾側面は､其の静学的言細1面よりもよ

り大きな多くの影響を国民所得に与える｡従って比較優位

に対するこれらの動学的利益の性質と規模についての将

来的実識勺研究力極めて必要である。’2）

しかしながら､比較優位についての新古典学漏祥モデ

ルに基礎づけられた経済的厚生利益に|朔一る結論は､既述

の方程式（1）から（5）式までと図（1）から得られた

ものだが､其れは､主として絹と綿との極めて大きな佃各

変化に起因している。即ち､絹は1.5倍に騰貴し､綿は国

際貿易の開始以前に叱絞して､殆ど1/4の価棚<準に低落

した。この絹価格の大きな騰貴と柵格の非常に大きな低

落は､全く急速なものであったけれども､併し期､剛岡閉

的なものでは全く無いのである｡比較静学ﾓデﾙの比較優

位は､同-H楠に帰属する2つの国の国際貿易現象出ド常
によく説明しうる。併し、国際貿易が開始された時代

（1859)の日本のケースに於いては､絹と綿との相対佃各

の極めて大きな変化は､約20年(1850年代初頭から1870

年代中葉まで)、又は、15年、乃至、10年（1859-1870

年代まで）の期間に起こっているのである。』副

換言するならば､図（1）に於ける自給自足経済の等売

上高直線との接点､Xpの自由貿易経済に於ける新接点、

~~~への移動は､日本に於いて瞬間的に実現され得たもので

は全く無く、むしろ､諺からXfへの移動は少なくも10年

前後の期間かそれ以上の期間の間に実現されたのである。

そ加孜､新古典派静学モデルは、日本経済のみに適用する

場合、明白な論理的矛盾を包含せざるを得なしも例えば、

当局糊間内に国内総生産(Pm)の8%､乃至､9%の上磁

優位の利益の上限を明示するのに役立ったとしてもであ

る。14)

併し､繰り返し何度も説明して来た様に、日本経済の開

港期に適用された静学ｸ断は必然的に動学的要因を多く

含まざるを得ないのである。特に新榔恢革新､新企業形

態､マニュファクチュアー､問屋制家内工業等である。例

えば､ペリーが1853年に卦靴した隊玩具の小さな蒸気

機関車玩具の胃演通信機を江戸に持ってきて、アメリカ

の捌油侭幽|生を誇示した。しかし､たった2年後､1855

年に佐賀藩の道具方がオランダの御|鶴のみから同じ蒸

気機関車を作り、領主や上役の前で線路の上を走らせたの

である｡換言すると卿||附昧期には多くの分野-EI攻米の

近代的失職､経験が蓄積されていたと考えられる。’5）

他方其の代表使節をアメリカ、フランス、イギリス、

オランダ等に派遣していた。従って､欧米の知識･経験の

ある程度の蓄積が存在していたと考えられる｡例えば渋

沢栄一は日本の近代資本主義の創設者として著洛である

が､1867年2月15日、ナポレオン三世のパリ万国博覧会

に出席する為、卿11慶喜の29名の派遣使節団の俗事係と

して横浜港よりパリに向かった。

渋沢は主として2年間フランスに滞在し当時の最先進

国たるフランス文化全体､パリの証券取引市場のシステム、

フランスの銀行システム、フランス商業システム、等、フ

ランス社会の各種の側面を俗事係として実際にフランス

人と榔曲､交渉する事を通じてフランス近代文明の非常に

多くを学び取ったのである。’6）

1868年末､横浜に帰国し静岡の卿l1慶喜の下に行くが、

1869年新明治政府に呼び出され、大蔵省の役人に登用さ

れ､改正催|､りの長として､重要な国の基本政策の提案を行

った｡先ず自分がフランスで乗って不可欠な物として実感

した、鉄道の建設､電信の建設､新ﾌｶd淵替の制定尺度、

度量衡の基準の制定､矛跡蹄艘の改革土峨ﾘ度の改革等

であり、彼の提案の樹致は､フランスを中心にしたヨーロ

ッパ先進国での見聞を派遣使節団の俗事孫という事務一

切を行う事務総長の忽藷II一切を引き受け、フランス人、フ

ランスの社会、ナポレオン三世のフランスを実際の事務・

会計の交渉を通じて学び取った結果から生み出されてい
る点である。’7）

1873年､渋沢は大蔵省の役人を辞任し、国立第一銀行

を設立した。これは、日本で最初に設立された真の意味で

の鋼了であった。この除渋沢栄一は日本資本主義のシス

ー r ロ 一 一 一
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テムを洞各的に創り始めたのである。以後渋沢は、この銀

行を中心にして､500を超える日本の代表的主要企業を創

設して行くが､この日本の資本主義システムは100年以上

も経過した現在の日本に於いても充分に機能し続けてい

るのは驚くべき弓渓である。「日仏脚子150年と日本経済
の近代化」のこのﾉj論を記した－つの理由である。’9

他方､国際貿易の上噸優位の新古典学派静学モデルの観
点からすると、生産可能性曲線が原点から遠く胃勝してゆく

方向へと糸|繩的に移動して行く現象､乃至､次から次へと
新生産可能性曲線が原点から遠く腎臓しる方向に創造され
続けて行く現象を強調する喜勃極めて重要である。
上鰕優位の新古典学#聯学モデルが説明に適用され､且

つ､数量的に推定されている､1859年より1875年の絹と
綿の大きな価格変化の期間は､文字通り外国貿易の為の開
港の結果として惹き起こされた動学的事態であった。した
がって､通常の静学的モデノレでは説明不可能な生産可能性
曲線の原点から高伽るl繩的移動､又は､多様な技術･経
営システム･生産システム等の革新により群起した新生産
可能性曲線の連続的群起のプロセスとして説明されなけ
ればならなし＄

例えば東京一横浜間に謝言が開通したのは、1869年
（明治2年）である。新僑一横浜間の日本最初の針道の開
通､稚馬県富岡製糸工場が渋沢等の努力により完成したの

も同じ1872年である。絹と綿の領域に於いても、小規模
マニュファクチュァ（工場制手江謂問屋制家内工業シス

テム､養蚕業への新しい桑の品種の導入､等､国際貿易開
始直後から、多くの､技術･生産･販売システムの革新が
連続的に群起し全国に波及して行ったのである｡外国貿易
の開始に伴う絹と綿価格の大変動は､極めて多様な革新の
群起を必然的に惹き起し､新生産可能性曲線の趨鋪勺な群
起のプロセスを惹き起したのである。この点が、日本の開
港期への比較優位の新古典学派静学モデルの適用に反対
する理由である。’9）

しかしながら、国際貿易の動学的モデノレを購築し､其の
実証的数量的計測結果を明示する目的をｵ端は持ってい
なし＄本稿の目的は寧ろ、1859年の外国貿易の為の開港
期から明治期全体､そして現在までのフランスの各個支術
と多様なフランス文化が非常に深い多くの影響を日本に
与えてきた其の起源を明示する事である。20）

崗||時代の末期に於いて､幕府内部に極めて強力な親仏
派グループが形成されたのは、1862年9月の生麦事件か
らである。この調牛は公武合体派の職雪藩主､島津久光の
行列が､江戸からの帰路､横浜の郊外､生麦村に通りかか

’
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ったとき、4人のイギリス商人が騎馬のまま行列を横切ろ

うとした｡お供の侍がそれを鱒尉ちにして、1人を殺害、

他に重傷を負わせた事件である。

駐日イギリス公使オルコットのf鯉公使ニールは激

怒し、幕府に激しく抗議して、10万ポンドの賠償金と陳

謝を要求した。また、薩摩藩には､2万5千ポンドの賠償

金と犯人の逮捕を強く要求した。其の上12隻の英国艦

隊を横浜に集結させ幕府を威嚇した。

英国艦隊の旗艦に於ける会議で､ニールf漣公使､初代

フランス駐日公使ベルクール､熱守代表､各国外交官等の

中で、フランス・べﾉﾚｸｰﾙ公使は､英国公使オルコット

のイギリス帰国の留守を充分以上に利用して､会議の主導

権を完全に掌握し､幕府に味方した多くの提案をしてくれ

た｡其の提案の主なものは､懐夷派グループの強力な雄藩、

昂1傭を抑王する為に、4カ国があらゆる軍事援助を与え

ると言うものである。この様な国際会議は継続的に何度も

何度も開催されたが､ベルクール・フランス公使は､幕府

に味方した類似の提案を何度も行ったのである。

この生麦事件後の国際会議から、熱守f鞍団､ベルクー

ル・フランス公使、フランス外交代表団との間に急速に親

密感情力蝶まり、ベルクール・フランス公使は､蒲ﾖ側と

何度力秘密会合を持つようになった｡熱守はｲZ漢の軍事力

を当てにして､反対大名を一掃したいのは山々 だが、其れ

により起こる内舌{爵植民地化を一層恐れた。フランスは自

国のみの東洋の軍事力では不充分なのでイギリス､アメリ

カ、オランダの参加による熱ﾖ権力樹上を図つたのである。

ところが､生麦事件により日英関係は殆ど決裂状態に陥っ

た。

幕府とベルクール・フランス公使の秘密会談によって、

老中格の小笠原尉了の独断専行によって､秘密裡に生麦

賠償金、44万両（44万ドル）を一度に支払う事に合意さ

せる事に成功する。この秘密交渉に於いて､幕府権力樹こ

のため4カ国の軍事援助を強く提案し続けたフランスに

強い近親感を感じて､幕府内部に強力な親仏派ｸｼﾚー ブが

形成された。その筆頭は第15州乎軍、卿||慶喜で、ナポ

レオン三世が開催するパリ万国博覧会へ弟の御ll昭武他、

29名の使節団を派遣した。又､ナポレオン三世から贈ら

れたフランス式軍装の写真力戦っている程である。ほｶｲこ、

老中､′l粟圖|頂､勘定奉行､'1栗忠|頂､目付け､栗本恕雲、

外国奉行、山口正剛等である。1864年4月、第2代フー

ンス駐日公使、レオン・ロシュが着任する。彼は直ぐに長

州征伐を強く勧告し、17隻の4カ国連合艦隊を下関に派

遣し、副|‘|の砲台を占領させた。フランスはイギリスの軍

6

艦･兵員の約1/3を派遣し、幕府を強力に援助した。これ

は、幕府とフランスの同盟的関係の樹上に役立った

幕府は､1865年5月､外国奉行､柴田武中を長とする、

軍事調査使節をフランスに派遣する。又、12ポンド砲1

6門をフランスから輸入した。そして､横浜製多婦fが完成

し、1865年､幕府の軍事朔剣このため、ロッシュは横須

賀製繍の建設を請負､フランスから軍事顧問団を招請し

た。明治政府は、1870年の普仏戦争のフランスの敗戦に

も拘らず、陸軍の軍制をフランス式とし、1871年再び、

軍事顧問団を招く事になる。一方、1966年9月、勘定奉

行､小栗恩i頂は､600万ドルの借款契約をフランスと締結

するが､1867年末の幕府の崩壊で借款は実現しなかった。

1868年の明治新政府の総税収入が350万両（ドル）であ

った事を考えると､税収の2倍のフランスからの借款を戦

費に充て軍艦を数隻フランスから借り、薩長を打倒して各

藩の権力を弱め、封建制から郡県制への移行を考えたが、

結局、慶喜に容れられなかった。21）

4．渋沢栄一の経歴と日本経済の近代化

明治維新後においてさえも､幕府の親伽辰グループの

メンバーは､依然として、明治新政府の中に尚も留まって

いた。そうして､新政府は政府の役人として雇い入れよう

と努めたのであり、フランスから帰国(1868年12月)後、

大蔵省の役人となった渋沢栄一はその一例である｡彼は第

一国立銀行の頭取に就任して後､多くの民間企業を日本に

官職しようと努力した。特に、1883年には、日本最初の

近代的紡績工場を山辺丈夫と共同で設立し､1888年には、

多くの日本の鉄道会社の設立への参加を開始する｡その幾

つかの例証を以下に列挙する。

1888年山陽鉄道、大j臓鑓、九j,ﾄ|鉄道、甲武鉄道、

1889年総武鉄道､甲信鉄道､北梅道炭鉱鉄道､を設立。

1890年筑豐鉄道、劃､|､|鉄道、参宮鉄道、日光&髄、を

建没

1894年梁山鉄道、京都鉄道、鋪|段

1895年北越鉄道､磐城鉄道、近畿．京北鉄道、南浦鉄

道、を建設

1896年館樽鉄道、面識失道、を建設

1897年岩越鉄道、を設置

.~99年京阪鉄道、伊予鉄道、を設立

渋沢栄一は、1867年建設途上にあったスエズ運河沿い

の鉄道に生まれて始めて乗り､その建設技術､物理的資本、

金融資本等の観点から見て､本当に大きなスエズ運河の建

1
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設事業の偉大さに極めて深↓憾銘を受けたのである。フラ

ンスに上陸した後には、フランス、オランダ、ベルギー、

スイス、イタリア、イギリス、等を鉄道で旅をする機会に

恵まれた。そうして、ヨーロッノ諸国における産業革命の

源泉は､蒸気闇對の発明に由来するのであり、従って、ヨ

ーロッパ先進諸国に追い付く為には､鉄道の建設を何より

も第一に、出来るだけ速やかに行わなければならないと、

渋沢は非常に強固な確信を持ったのである。渋沢栄一が、

日本望ﾖの鉄道建設に強く携わったのは､このフランスを

中心にしたヨーロッパでの鉄道利用の経験に由来してい

るのである。1885年ごろより離陸し始めた彼の鱗佳産業

と彼により多く建設された鉄道とは、日本の産業革命を惹

起したのであり、日椛済の近代化に極めて強固な基礎を

与えたのである。22）

建設された鉄道は、各種鉄鋼生産物、各種機械等の輸送

に充分に利用された。そこで､鉄道によって惹き起こされ

た流通形態の非常に大きな変化は､港湾施設の維持.建設、

工場の建設へと直接に結びついていったのである。

渋沢栄一は､営利会社システムの日本への導入を極めて

強力に勧告した。即ち、株式会社､合資会社､合名会社、

郁艮会社､等である。彼は、中、小、の資金を集めて日本

最初の民営鋼ﾃ鶴ﾘ立したのであり、この集めた資金を基

にして､極めて大規模な民間企業を多数設立した。これ等

の企業は､民間会社システムを日本経済に発展させたので

あり、多くの鉄道会社が設立され､彼自身、中．小．資金

を集める事により、これ等鉄道会社の設立に参加して行っ

たのである。23）

外国貿易の開港の動判勺モデルを定式化し、且つ､その

実意曲循俶llを行う代わりに､我々は、日本経済それ自身の

動判勺近代化のプロセスの現実の分析を代置する｡それは、

日仏関係に分析を集中する事によって､渋沢栄一が日本の

産業革命に貢献した点と、この説明力極めて必要であり有

意義である事を特に実誰勺に分析するであろう。

1881年、渋沢は、大…繊社と峨封しる真に競

争力の有る近代的工場を大阪に建設する。併し実際には、

1870年代中葉には、大量の外国輸入綿製品のために日本

の在来綿製品生産者は殆ど総て倒産の瀬戸際に在ると言

うほどの重大な危機に直面していた。それ故､渋沢は､貴

族と大j坂商人との資金を集め､外国に対して競争力を持つ

近代的纐責工場の設立を意図したが、日本国内では､充”

な知識と能力を持つ近代的工場経営者を見出す事が出来

なかった。その結果､彼自身の主にフランスとヨーロッパ

諸国英国における経験に照らしてみて、ロンドン大學に

7

保険の勉強に留学している日本人留学生を選ぶ事を決定

する。渋沢は、その留学生に手紙を書き、日本に近代的紡

績工場鋪ﾘ設するために､ランカシャーの紡績産業を直接

学び取って来る様にと依頼した｡その留学生､山辺丈夫は、

ロンドン大學の保険の勉強を止めて､ランカシャーのブラ

ックバーンに引っ越して、工場労働者となり、紡績工場の

技術､経営管理の手法､紡績産業工場の技術･軒弓用語の

日本語訳を一年間学ぶ謡こなる｡工場で各種作業を学習し

た後､彼は、各種紡績機械を持って日本に帰国する。彼は

一年間過ごしたブラックバーンの工場を模した工場を作

ったのであり、ブラックバーンにおける、建築物､紡績技

術各種磯械の設置等、ランカシャーで学んだのと全く同

一の方法で工場を作った。しかしながら、イギリスの工場

設備の日本での生産コストが余りに高すぎたため､充分の

荊胴を得る事が出来なかった｡そこで自家発電による電燈

を使用して、1日2交代システムを取り入れた。この2交

代システムのお蔭で、労働者と女子労働者を1日24時間

働力せる事が可能になり、紡績産業は以後急速な発展のチ

ャンスつかん危19世紀の日本の紡績業の成長率は30％

に達するのであり、それ以後の期間でも4％を示すのであ

る｡渋沢と山辺の協力関係が日本の紡績産業の成功をもた

らしたのである。24）

かくして､渋沢栄一は日本資本主義の帥台者としての評

価を得るのであり、株式会社システムと日本最初の民間銀

行の創設者と呼ばれるのである｡経済分野での彼の偉大な

活動の結果として､日本における約500の主要企業の倉I殿、

経営の主動賭となったのである。それ故、これ等主要企

業の名前の若干を以下のように示す6すなわち、

東京海上

日本郵船

東京ガス

王子製紙

東洋紡績

みずほ銀行悌一勧鋤

清水建設

日本セメント

川崎重工業

朝日ビール

サッポロ・ビール

帝国ホテル

日本経済新聞

東調映画

日本興業銀行（みずほ鋼了）
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1

様々な改革を立案し提案する。

1872年、群馬県に最も近代的な官営富岡製糸工場を

設立。

1873年、渋沢栄一による第一国立銀行の倉1段

の将来を心配して彼が職業的学者になることを恐れた｡そ

の結果として､彼が余り読曹まかりに熱中しな↓様に､家

業に励んで働くように勧めたほどであった｡偶まかくして、

各種物財の生産と取引の充分な知識と経験､極めて高度な

教育を既にマスターしていたので、その友人間や近隣の

人々、近接地域の人達の間で､頭のよい優れた若人として

ｼ蛸に高い評価を得ていたのである。これこそが、将軍、

慶喜に仕え、2年間のパリへの使節に於ける彼の将来の活

動の基礎となる、極めて動学的な重要要素なのである。

渋沢は24歳になると、非常な微禄ながら一ツ橋公に仕

えるチャンスを掴むもその知識と物財取引の才能を示して、

極めて早く昇進を勝ち取る事になる。例証を挙げると、彼

は一ツ橋公の守護隊を強化するために､公の領地の農民の

埼玉孤児院

滝瑚ll小斡交（I轄児樹

癩予防会の設立と経営

一橋大学

日本女子大学

同志社大学

早稲田大学

慶応大学

国士館大学

明治大學26）

刺‘|､|製紙､等々。25）

5．渋沢栄一による慈善事業と慈善団体

渋沢栄一は､主要企業500社以上鋪職しその経営の任

に当たったのみではなく､多くの慈善事業を行い600以上

の慈善団体を設立した。しかしながら、慈善団体活動の起

源は、1867年のパリ万博への使節団の一員としてのフラ

ンス留学時代に存在しているのである。

渋沢の著作によると、ヨーロッパ人は多くの剰青らしい

慈善への努力を行おうと一般的にしており、沢山の人々が

その総ての遺産を慈善団体に寄付する遺言を行っている。

そうして、上流の貴婦人たちは彼女らの努力の総てを慈善

事業に対して行う習慣があるとの印象を持ったと述べて

いる。彼によると、パリ万博使節団の1員としてパリ滞在

中、1通の手紙を受け取った。その手紙は､陸軍中将の貴

婦人らしい方が､慈善バザーに来て､何ｶ斗品物をお買い上

げ願いたいとの依頼状で､パリの街の貧しい人々 に暖を取

らせたい為であると記されていた。渋沢は､未だ慈善バザ

ーを知らなかったので､貴婦人からの手紙の意味について

フランス人に訊ねたところ､其れ』ま慈善バザーの知らせの

手紙である故､慈雪ミザーに行く代わりに､若干の寄付を

すｵIばよいとの答えであった。そこで渋沢は、団長、卿ll

昭武の名で100フランその慈善団体に寄付をした｡その後、

幾日かしてその貴婦人から或る物品が送られてきて､その

品物は慈善バザーで購入された物であると記されていた。
それで渋沢は慈善バザーの意味が良く理解できたとして
いる。彼は儒教思想と儒教道徳を保持していたが､パリ留
学でョ－ロッパ風の新しい演出方法を学び取ったのであ
る。

併しながら、渋沢は全生涯において､600の慈善団体を
創立したり、又は積極的にその活動に鋤pしたりしたので
あった｡渋沢栄一と関係ある慈善団体の幾つか名称を次の
ように示す事が出来る。すなわち、

商工協会会頭

日仏会館理事長
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日本経済の近代化のプロセスは非常に複雑であり､かつ

極めて複合的である故､本稿では、日仏関係という観点に

限定しながらこれを説明するであろう。

国際貿易の静学モデルに基礎ずけられた'二職

優位の実誰勺計測の分析は非常に評価せられる説明であ

るが、その最後の部分で外国貿易の3M"<]諸

側面力極めて強調せられ､行われるべきであるとしている。

併しながら､国際貿易への開港の決定は､非常に明確な各

種の動学的プロセスの開始をまさに明確に示している｡輸

出生糸の価格の急上昇､輸出量の加識勺増加､そして他方、

輸入綿価各の極めて急激な下落､綿製品輸入の文字どうり

急速な増大等はまさに諸々の動学的現象その物であると

言う、ヲ隙に重大な矛盾そのものを示している。従って、

開国後の動学的プロセス､或いは、日本と5カ国間の修好

通商条約後の諸動韓勺事実､及び《明治期の多くの動学的

近代化を直接的に分析する必要があるのである｡動学的モ

デルに基ずく各種動学的プロセスとは､図（1）に即して

説明すると、”)各種生可能曲線の剰防向への－益々

原勵＼ら遠くヘヨ偲肘る方向への－移動､乃至､新生産

可能曲線の群起創出のプロセスとして説明せられる。

遡削勺モデルは、日本の諸々の近代化のプロセスに対し

て適用する詞ま不可能である｡それ故､工業､商業､金融、

等の各種民間部門の近代化のプロセスを可能な限り明確

に説明するために､各種近代化､諸動学的要素の1つのみ

を直接に取り上げ､渋沢栄一という1人の人物にのみ分析

を集中するであろう。

渋沢栄一は､埼玉県の4都市､深谷の近在の豪農の家に、

1840年に生まれた。父の家業を継ぐために非常に良く働

き、幼・少・青年期儒教教育を充分に受け、農業､養蚕、

繭の取引、染料の藍栽培と取引、日用品の雑貨の売買、金

融業等を父を助けて、24歳まで働きながら学び取ってい

った。これ等の家業は極めて多様な作業のため､その高度

の儒教教育と共に彼の将来の諸経済分野での活動の貴重

で充分な知識と経験を彼にもたらした｡その教育について

は､儒教中国の歴史、日本の歴史、中国の′｣説、日本一

'｣説等の各種書物の読書が非常に好きであり、しかも、極

めて熱中してこれ等書物を読む習|節§あった｡歩きながら

も読書したため道端の溝に落ちたほどである｡彼の父はそ

6.1858年から1931年期間の日仏関係が日本

近代化に対して演じた役割

主要な日仏関係暦年表示は、以下の様に示される。

1859年、第1代仏駐日ベルクール公使着Hも

1862年、卿ll幕府内部での親仏派の刑戎、日本の政

治に対して非常に大きなフランスの影

響をもたらす6

1864年、英・仏・米・蘭4カ国連合艦隊の17隻の

タ掴軍艦による長州藩攻蝋

1866年、フランスよりの600万ドルの借瀞喫約、併

し卿ll幕府崩壊のため契約は実現しな

し％

1867年、卿ll慶喜、15御子軍に就任、最後の将軍で

あるが非常な親仏派であった。

募集を提案し､農民の守護隊への募集を試み､結局、関西

の公の所領より600人以上の農民の募集に成功し､関東か

ら100人以上の農民の募集にも成功した｡一ﾂ橋公は､農

民の守護隊への募集と言う全く斬新な彼のアイディアと

そのアイディア実現の能力を高く評価して特別の賞を与

えた。この成功は恐らく、彼の家卿寺代の各種作物生産と

商･金融取引の諸経験と各種知識その秀でた人間力、そ

の動態的性格､儒教的教義､儒教的教養､儒教的道徳等が、

一ツ橋公に仕えた折の成功の源泉であった｡そして彼は又、

チャンスにも恵まれた。其れは彼の主君､一ツ橋公が14

代将軍家茂公の若い突然の死により、最後の15代将軍に

成った事である。この翻乎軍､關ll慶喜がナポレオン三世

より招待されたパリ万国博覧会派遣団の一員として､渋沢

栄一を指名推挙したのである。甥）

彼は使節団に､最も位の低い一般俗事役として参加した

のであるが､その各種の仕事を極めて忠実に行ったのみな

らず、48日間のフランスへの船旅の中でさえ極めて巧に

行ったので､総ての使節団員にとって､最も重要で不可欠

な人物と成ったのである｡渋沢は、「蒜吾と算盤(誰耕勘」

の原理に基礎ずけられた人間であると呼出1,ていた･使節

団における彼の役割は､日常の会計俗事係と言う基も低い

役柄であったので､総勢29人に中に4人のフランス人・

イギリス人が混ざっていたから、フランス行きのフランス

船の中でさえ、この4人の外国人､他のフランス人､外国

人の旅行者達と織虫し、その上、両（日本円）とフラン、

両とドノ曙の為替レートを常に伴う、受領証の受け渡し、

~~収証明書の受け渡し、日本語一フランス語通訳を介した、

フランス人､外国人との直接商取引交渉等は彼の仕事の始

まりであった。だが、この取引は、フランス文化の多くの

側面に対する貴重なレッスンを彼にもたらした。日常の会

■ 日本のシステムに対するフランスの影響について6

1861年､御||幕府内にフランス学の部局の設置

1865年、横兵フランス調云習所の設立。

1865年、樹兵鉄工所完丸

1865年、イ鰯賀鉄工所と椎須賀i劃台所の着工の開

始

1867年、フランス軍事顧問団の横浜到嵩

1867年、パリ万国博覧会への日本の派箇吏節団(渋

沢を含む）出発

1868年、第2代仏レオン．ロッシュ駐日公使、徳

川慶喜に長州藩､薩摩藩を再び耐戈する事

を勧告b

1868年、レオン・ロッシュ辞任

1869年、明治新政府の役人として、偲11幕府内の

旧親仏派が再雇用される(渋沢栄一､その

他。

1870年、渋沢、改正掛の長として明滴醐守に入り、

中央慈善団伽f表

馴易基金団体

済生会

聖路加国|鯛河院

東京慈恵病院

日本結核予防会

9
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計俗事係の役柄の仕調ま見事に行われたが､其れは主とし

て、彼の家業の絹､藍､各種日用雑貨､金融等の取引、加

えて､主君の守護隊の700人以上の募集の成功､乃至､将

軍の側近としての他の行政職の成功の知識と経験を伴う

極めて動禰勺な彼の人間力､彼獅寺の例外的才能能力等

に拠るものである。フランス人との直接接触の始まった時

から、フランス人の間に一般的に存在し、フランス的独特

の計算機と彼に思わせた、フランスの効率性､合理性､正

当性､適切性､等々を学U始め、フランス人との接触や商

取引が､単なるフランス人の計算機鱈軽3であるのみな

らず､キリスト教とフランス革命以来の非常に長い(諭に

根ざした「論語（フランスの)」でもある事を彼に教えた

のであった。

渋沢は、卿ll末期の24歳までは、懐夷派に属していた

が、一ツ橋公に仕えると、主人が開国派だった故､彼も一

ツ橋公と同じ主義に変えた。それに加えて、フランス派遣

使節団の一員となると、フランスの極めて大きな各種影響

を受け始める｡第一には科学技術であり、其れは彼らをフ

ランスに運びつつある非常に巨大な鉄の客船であり、その

船中でのフランス人旅行者と船員達との接触であった。

マノレセイユに到着すると、将軍任命の名誉領事､Eヘラ

ルド（フランスの鋼了調が29名の使節団を迎える。こ

のヘラルドは、日舗勺会計俗事係の渋沢と必獅勺に直接交

渉を持つ事になる。Eヘラルドは、使節団を銀行、鉄道、

株式取引市場､各種有価証券取引所等に案内し､各種株式

各種公債､諸社債､各種有価証券取引、商業手形等々を説

明したが、特に渋沢にその説明をした。と言うのは、渋沢

が、フランスに於ける金融問題総てに対して非常に深い興

味と極めて大きな理解を示したからである。これこそ､家

業の繭､藍・日用雑貨金融等の取引、将軍に仕えてからの

各種活動の貴重な経験と識見の結果に因るものであった。

使節団は､将軍､即ち、日本政府の代表で､各種の工場、

諸々の会社､諸造船所、各繊虹所､諸蒸気機関､諸々の

設備､各種施設､色々な建物､極めて特殊な諸建造物､等々

の見学のチャンスをもった。主としてフランスを中心に、

スイス、イタリア、ベルギー、オランダ､イギリス、等に

おいてである。渋沢も、勿論、これ等同じ機会を持ったの

て､フランス陸軍のシステムの採用を決定し､1871年、

フランス軍事顧問団を再度日本に招聰したのであった。

フランス語教育に関しては、村上英俊は「フランス

学の袖と呼出'1,,1868年3月、淵ll猿江町に「達理

堂」と呼ぶ私塾でフランス語のルッソンを教え始めた。

1873年パリ大学教授、グスタブ･エミール・ボアソ

ナードが東京に来て、法典編纂と近代法学教育に尽力

した。そして、唯一人のﾀ個人外交顧問として斗陳に

赴き、日本全権代表、大久保利通と清国代表との間の

台湾征討戦争の外交間鋤駛についての外交交渉にお

いて国際公法理論を極めて巧みに用いて、1874年に非

常によい外交的結果をうる｡35)彼は､1873年から1895

年までの22年間日本に滞在し、日本の法鯛育への

非常に大きな貢献、日本国憲法法案の起草刑法の編

纂､刑事訴訟法の編纂、死刑廃止の言上書の発表、民

法の起草等々、日本近代法の形成に極めて大きな足跡

を残している。”1854年から1889年(明治憲法の

発布）までに「お雇い外国人」として、ボアソナード

教授のように招力れた者は､2299人を数え、イギリス

人、928人、アメリカ人、374人、フランス人、2

59人であり、明治初期には、これ等「お雇い外国人」

達の影響力は、非常に大きく重要であった。

明治時代の日本に対してもたらされた極めて重要な

影響の内、その他のフランスの要因は、日本人の間で

は東洋における、ジャン・ジャック・ルッソウと評価

された、自由民権論者、「中江兆民」が存在している。

彼は、長崎と横浜の修適院神父からフランス語を学ん

だ後、平井十郎の「成封官」と中*模俊によってフラ

ンス語教育を受けた後､1871年から1874年までの間、

フランス語の勉強の為にフランスに行った。帰国後に

は外国語学校の校長に任命されたが、暫らくして、彼

は「仏学塾」を倉ll立する。ここにおいて、彼は自由民

権論のフランス思想の普及に努め、且つ、フランス語

を教えるのみならず、この時期の他の諸々の私塾より

も、最も高い水潅のフランス語のテキストを使ってフ

ランス法やフランス文学も又、教えたのであった。フ

ランス学の椥捕藤義の掲示によると、ジヤン・バチス

ト・セイの著作、「単純なる報告書」旧impleE]q]osC

（1803））「現実的政治経済学完全講義」(Cours

mmmpletd'6mnomiepolitiqUepralique,1828-183[、

この中で、非常に有名な販路法則が多くの学生により

学習された。この法則が理論的観点からも、又、経済

思想の観点からも、明榔佳新政府により実施された、

自由主義貿易の経済政策の基礎を与えているのである。

この法則は、明治期と大正期のような非常に長い期間

にわたって､極めて大きな影響力をあたえた｡例えば、

1871年の通商司の廃止以後は､新明治維新政府は商品

流通の統制政策を決して採用しようとせず、而して、

米.麦の輸出禁止を廃止し、且つ、金、銀､銅の国内

販売を自由にしたのであった。明治維新政府の基本的

経済政策が自由主義経済思想に基礎ずけられたのは、

この販路法則に拠るのである。

最後に、「フランス学の私蛎織｣の掲示に、相当数

のフランス語のテキストカ認められる。その中に、非

常に著名なフランス語のテキスト、ジヤン･ジャック・

ルッソウ（1712-1778）箸｢祖全契約論」があり、彼は

フランスの作家・啓蒙思想家で「人間不平等起源論」

（1755）により、政治思想に対して極めて大きな影響

を与えたのである。彼は、その教育的諸概念と結びつ

いた彼の政治理想を正確に記述する事を強く希求し、

そうして｢糸陰契約諭と平行的に｢エミール」（1762）

を出版したが、その教育的著作の各種宗教思想が非難

断罪され、紡裡の年月を余儀なくされたのである。中

江兆民は、フランス文学とフランス啓蒙思想のレッス

ンを与えようとしたのであるが、後者は、法学、政治

経済学、自由主義経済思想等の教育と一緒になって、

文化と社会を批判する事を目的としていたのである。

既述のように、1874年の板垣退助の「民選議院設立建

白謝、及吸「1881年の国会開設予告の勅諭の発布」

と「1889年の明治憲法の制定」等に対して彼は間接的

な各種の影響をもたらし、且つ、明治の初めから大正

時代に至るまで日本文化の諸側面に漸次的にではある

が非常に大きな影響を与えたのであった。認）
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株式会社システムと株式取引システム

軍人、銀行家、商人、ホテルのギャルソン、

即ち、一般市民との間に存在する、完全に平

等な人間関係それ故、幕末の日本とナポレ

オン三世下のフランスには極めて大きな差異

が存在する裏

"ll昭武、派遣使節団がベルギーの鉄工所を

見学した際、ベルギー国王自身がベルギーの

鉄鋼製品の優秀さを強く宣伝し、日本に帰っ

たら是非ベルギーの鉄鋼製品を買うようにと、

国王自ら積賦勺宣伝活動を行った蕊
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(3)

従って､渋沢栄一の凡そ2年間のフランス留学、ヨーロ
ッパ留学は、多くの改革計画を明治政府にもたらし、後
1873年野に下り国立第一銀行頭取として、500以上の日
本の主要代表企業を創り、日本の資本主義システム鮪りり
出した。このシステムは現在においても若干の修正を伴い
ながら充分良く機能し続けている。他方､渋沢栄一は600
を超える日本の慈善団体を創設し社会福祉の増進に大き
く貢献し、1931年91歳で没したのである。

7．渋沢栄一以外の明瀞佳新以後の日仏関係

（1868-1912）31）

明瀞惟新の改革に対するフランスの影響はかなり急速

に減少してゆく。其れは、フランスからの600万ドルの

借款契約の崩壊､御ll慶割乎軍の1868年の敗北とその

政府を強力に援助してきた第2代レオン6ロッシュ駐日フ

ランス公使の罷免に起因している。併しながら、日仏関係

は､その後も尚､依然として相当長期に継続されるのであ

る。例証としては、1865年11月の横須賀製鉄.造船所
着工は､エコール･ポリテクニックの卒業生､フランソワ・

ペルー．i鯉i割j櫛而により指導監督され1871年に完成

し､横須賀製鉄所とは異なる横須賀造船所と呼ばれた。そ
うして、この造船所の建設のプロセスにおいて、150人以

上のフランス人土木榔而､造船撫而､圀而､職人等が横須

賀造船所の完成に従事したのであって、この造船所によっ

て､フランスの各種技術と各種文化が横須賀地域に著しく

大量に導入され､日本の造職錨而や職人達を教育する目的

一､榔胸教育の為の各種施設が倉'殿されたのであった｡錘）

1867年における､15名のフランス軍事顧問団の横浜

至膳の後でも、明治政府は、1870年の普仏戦争でのフ

ランスの敗戦にも拘らず、陸軍の日本のシステムとし

文部省派遣日本政府留学生として、外国先進諸国に滞
在した日本人学生の数

明治維新の新政府は、「文明開化｣、又は、「脱亜、入

欧｣を目標としていたから､先進国に滞在する日本人学

生を送り出す事を緊急の職責であり､故に其れが政府の

緊要な任務であるとしていた｡従って、日本政府留学生

としての学生のコストは、明治初期の10年間では、文

部省全予算の20.6％を占めるに至っていたのである。

1875年以来、日本政府留学生制度は活動を開始した

が、明治末年までに683人の留学生が文部省より#随

されたが、209人はドイツに行き、38人はイギリスに

で、フランスとヨーロッパにおける、科学技術､各種文化

に益々大きく鯛響したので、故に日本はこれ等を模倣し、

出来るだけ速くこれ等諸国に追いつく必要があるとめ~′

烈な印象を持ったのである。

最後に､渋沢栄一が2年間のフランス留学で学び取った

総てを要約すると、以下のように簡潔に示しうる。即ち、

ll
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明楜惟新の初期には､日本社会内部における英語圏文明

と侭調文明の影響力には大きな差異は存在しなかった。

フランスの法的基盤や政治思想の基礎が日本の多くの分

野に導入せられた。併しながら、1870年の普仏戦争に於

けるフランスの敗北は、日本人の間に存在したフランスの

権威の喪失を惹き起こしたが､特に其れは軍事関係の領域

において惹起され､この分野では日本はドイツの方向へ向

かったのであった。併し、その他の科学の甫訓価では､す

なわち、法学､数学､椥江学､物理学､化学等では、フ

ランスの権威と尊崇の念が尚も依然として保持され続け

られ､是が立憲政府の倉職を力唯させ得さしめたのである。

其れにも拘らず、日本の国内情勢が、1887年頃より大き

く変わり、「世界情勢に対する知識が増大し、同時に、ヨ

ーロッパ万朧間の政治的関係､外交関係､経済的関係等が

良く剛¥されて、特に、ヒューマニズムは既に弱体化し始

めていて､結局の処､軍事的競争と経済的競争とが重要な

点となった。そうして､新明治政府も日本人も共に「自分

の国の防衛､自勧へと自らを向かわしめ始め､その結果、

彼等は目先の金銭的利潤を追求する事によって物質向く係り

益を獲得しようと努め、そうして、「ナショナリズム」と

昭封しる旧し珊寺代の様々な原理や割貫理想を強調する事

を正当と考え、かくして､政治､宗教教育等の復古思想

が公衆の中に誘発せられたのである。

兎に角、1889年の立憲吻荷の倉職から日露戦争の終

結までの約20年間に於いて、儲々の科学の応用の諸

側面が大きく強調され、そうして、目先の物質的利益

の無く、現実世界とは直接的関係を持たない抽象理論

を無視し、かつ、政治思想を形成しない、文学に対し

ては重要性を与えなし慣習が一般的になったのであっ

た｡」

復活したナショナリズムのために、鉄血宰相、O.

B.ビスマルクがその祖国、プロシャの勢力を極めて急

速に増大せしめ、国際舞台にその祖国を登場せしめた、

プロシャ憲法を鏡として創られた明治憲法が発布され

たのである。その結果として、明治政府と日本国民は

ドイツに対する偏愛を抱く非常に強し傾向を持ったの

であり、而して諸ドイツ科学は、日本の医学界や軍隊

の領域に於いて、極めて急速にその勢力を増大し始め

たのであった。そうして、これ等科学は、復古主義者

達の熱烈な歓迎によって、そのビジネス量を急速に．竺

加させたのであった。科学・技術工学の分野に於いて

は、ドイツ人達はフランス文化の領域を獲得し、或い

は、英国圏の分野を少しずつ侵食して彼等の勢力を拡

大していったのである。

要約すると、明治中葉から末期にかけては

（1887-1912年）英国とアメリカの影響は、全体的各

種思想の分野では尚も依然として残存し続けていたが、

併し特別の諸科学や特定の諸々の科学の領域において

は、ドイツ人は、イギリス人、アメリカ人よりもより

大きな影響力を獲得したのであり、而してフランス文

化は日本社会に対して殆ど何も影響力を与え得ないよ

うに変化したのである。

明治政府の基本的経済政策は、「画却勺利益｣得よう

とした事に当てられて来たのはほとんどつれであった。

この目先の利益は、卿ll幕府内部に形成された親仏派

によっても採られた政策であった。卿ll幕府の親仏派

の遺産にも拘らず、1870年の普仏戦争の敗北は、日本

社会に於ける各種の情況を大きく変化せしめた。即ち、

フランス人と取引して日本で得られる「目先の禾I鯛」

が敗戦後には減少するのを余儀なくされ、又、現実に

は､フランスの科学技術進歩がｦ常に鋤上し､その上、

日本に於けるフランスの威信や尊敬の念が減少し始め

たのであった｡そこへ1889年の明治憲法の発布は親独

派の過激分子に支酉帥噛勢を与え、22年間も滞日した

日本政府のお雇い法律顧問、ボアソナード・パリ大学

教授の法典編纂の挫折は、フランス・モデルからドイ

ツ・モデルへの変換を良く示すものであった。“）

日本が「目先の物質師ﾐlli由を獲得出来なくなった国

にフランスがなってしまった事を示すもう一つの例証

は、フランスからの日本の輸入が、明治初期の10％

から明治末葉の僅か1％へと言う極めて急激な減少で

ある。掴ll時代末にフランスに対して形成された尊崇

や威信のそれは､600万ドルのフランスとの借款協定、

横浜製鉄所の建設、横須賀造船所の完成、2度にわた

るフランス軍事顧問団の招聰、中江兆民により教授さ

れたフランス政治思想、フランス啓蒙思想等は、フラ

ンスからの「目先の具体的利抽の証拠として考えら

れて来た。しかし、明治中葉以後の30年の経過の中

で、フランスは「目先の物質的利益」の伴わない国と

して疎外され､排斥された国となったのである。「富国

強兵・殖産興業・政策」の国是の下、文学者や美術・

芸術家達は「目先の物質的利益を得ることの出来ない

者趨として、明治政府によって同じく疎外され､排

斥された。故に彼らは、フランスを彼等自らの鏡とし

て写す理想の国、すなわち、文学者達や美術・著述家

達の鏡となる理想の国と考えたのであった,綿）

行き、24人はアメリカに滞在し、16人の学生がフラン

スに行った。しかしながら、1890年代以後は、同時に

（39%)､イギリス32人(27％)、フランス25人(21％）

を占めていた｡この弱ま､明治の全期間の総固における、

フランスの各種の影響の逓減的傾向を示している。2カ国に滞在する留学生の数が急激に増加し､その結果、

日本政府留学生の80％以上の者が、他の外国とともに

ドイツに滞在したのであった｡このような親ドイツ的傾

向は、1890年代頃から現ｵ1始めたが、それ｣ま明治政府

が､類似のプロシャの国家主義を使う自らの国家主義シ

ステムを樹こしょうと意図したからであった｡プロシャ

はドイツの強い絶対主義を持っていた｡そして他方､自

由党グループはフランスの投票方法による市民権思想

に基礎ずけられており、そして改進党グループは､イギ

リスの傾向を持ち勝ちであった。

これとは反対に、1869年から1870年の期間での諸

藩による派遣日本人留学生の数は、アメリカの40人

8．日仏外国貿易：日本の輸出と輸入。

1853年の開港以来アメリカとヨーロッパの新しい

文明が、タ個語による情報伝達の手段によって結局は

導入せられてきた。横浜の国際貿易に関係した各種商

人や貿易商社の国籍を観察すると、1865年から1866

年の期間で、イギリス人がﾀ掴貿易の約63％を行い、

アメリカ人は日本人との取引の15％を扱い、フランス

人は日本人との取引の14％を行っていた｡1868年の明

治維新以後にあっては、主要取引国別の日本の輸出・

入は、次の表（1）と表（2）の様に示される。
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各主要国別の日本輸出・入のパーセンテージの変化

（日本の主要国月輸出/日本の総輸出=拙）

（日本の主要E弱I瞼入/日本の総輸入=％｡）
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年狄

1873-75

1876-80

1881-85

1886-卯

1891-95

各主要国別の日本輸出・入のパー･センテージの変化（2）

輸出

米独

29.41．9

輸入

仏英

11.15.7

英

17.7

米

16.3

独

9.6

仏
恥1901-3

3年平均

1910-12

3年平均

8.85．330．22．4 1.019．816．29．9

42）

明獅佳新から1912年までの期間の英・米の嬬吾圏から 20%から8.8％へと減少している。他方、ドイツからの日

‘の輸入は4％から10％へと鋤Ⅱし、そして、ドイツへ

の日本の輸出は0％から2．4％へと微増している。

9．日本の著名な詩人で､京都大学教授である、上田敏

による明治初期より末期の期間の日仏関係の＃鍬。

の日本の輸入は､50-60%から36%へと推移しているが

フランスからの輸入は約10％から{鋤31％へ減少してい

る。殆ど類似して、端綱への|ﾖ本の輸出は、51％から

35％へと変化し、そして、フランスへの日本の輸出は約

13
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編著『日本経済の進歩と将来l成文堂m6年6月の第

11章及び捕勤の和訳である。この『日本経済の進歩と将

剰は､私の演習出身者の全国4年制蜘専任教員にな

った諸君の研究論文集である｡本稿､第3節までは、この

論文集､第1章「日仏間系と日本経済の近代化｣が其の

まま職されている。本稿の第4節以下が､第11章･補
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経済のグローバル化を制御する手段としての開かれた民主主義

’
レンヌ第一大学教授

PEKEA(PoliticalandEthicalKnowledgeonEconomicActivities

経済活動に関する政治的倫理的知識協会）事務局長
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石井寛治「日本縄斉史｣第2版東大出版会2000

NHK「明治(1)、(2)、(3)」日本放送出版会

2005

大久保泰甫「ボアソナーード」岩波新書1977

亀井高孝･林健太郎W煽栖蝿史」下巻吉

川弘並官1952

河野健二「中江兆民」中央公論社197o

渋沢秀雄「父渋沢栄一」上巻下巻実業之日

本社1959

渋沢華子「渋沢栄一、パリ万博へ」図書刊禄会

1995

日本史籍協会編「渋沢栄一滞仏日記」東大出版会

1977

士屋喬雄股沢栄一同劃ll弘文館1989

千種義人腱済学J同文館1984

中村隆英「日本経間第3版東大出版会1993

鳴岩宗三「幕末日本とフランス外交」創之社

1997

永川幸樹「渋沢栄一、人間足るを知れ」KK'､<

ストセラーズ1999

日本経済史（3）「開港と維親岩波曹吉1989

福井競到扁「フランス史」山川出仮社2003

南亮進「日本の経済発展」第3版東大出仮会
加02

’

存在していなかった｡人々 は王ないし皇帝の郊己下に置か

れ､宗教と、そして議論を経ることなく行使される社会的

権力との間の強い繋がりに､ほぼ絶えず付きまとわれてい

た｡問題は､権力者の組織である社会を統治することであ

る。つまり、誰がどの権力を握り、権力者問のやりとりを

どのようにまとめるか､そして、この状態を変えてよいも

のかどうか、ということである。

1688年の名誉革命と共に、イングランドでは具体的な

方法で､新たなる民主主義の時代が幕を開力伽た｡ついに、

人々は統治の方法について議論や選択を行う可能性を得

たのである。1789年のフランス人権宣言は、市民の権利

を守るために作られた1898年のフランス祖国同盟､1948

年に国連で採択された世界人権宣言の基礎となった｡民主

主義の誕生は､本質的には､機会平等のもとに皆平等な個

人のための自由の誕生である。人々 は､規則や統治､人民

の名のもとに人民のために権力を行使する方法を議論す

る自由を得た｡人々 は､私生活で自由に振る舞う自由を得

たが、これには経済活動や、個人資産も含まれる。

これは絶対君主制の終焉であるが､その一方で､農奴制

や(同業組合の結成により、自由競争が妨げられることか

ら、1971年に制定されたル･シヤプリエ法で禁じられた）

ギルド､またあらゆる経済活動への制限の終焉でもあった。

新たな信条は、「レッセフェール、レッセパッセ（自由放

任主義)」である。各人が制約を受けることなく自己の利

益に従って行動する自由を与えることこそが､国富をもた

らす最善の方法である。これは、アダム・スミス（1776）

の言う、いわゆる見えざる手力勅くためである｡選挙権を

与えられた特定の市民による自由選挙の時代の始まりで

ある。この市民（選挙権が全ての男性に、そして1945年

に全ての女性に与えられた)が､議会の代表を選挙によっ

て選出する｡議会とは､その代表が法案を準備し可決する

場所である。また政府は議会に対して詞壬を負う。これが

本稿では、民主主義の進展閏階が第3の段階、つまり

「開力れた民主主義｣の時代に入っていることについて述

べた↓も開力伽た民主主義とは､経済のグローバル化によ

って活気付いている経済の力、経済の一元支配に対して、

世界の住民たちから提起されている回答の仕方である｡開

力mた民主主義は､経済グローバル化が人々 に及ぼす好ま

しくない影響を制御するために必要となった考え方であ

る。

この新しい段階を鋤革するために､歴史的な流れを補足

しておきたい第1段階は17慨醗半に始まった。第2

関浩は1929年の世界恐慌の余波で生じた。そして1970

年代後半には第3段階つまり、開力れた民主主義の時

代に突入した｡この開力れた民主主義の主な特徴の一つに

は､代表民主主義､制度的民主主義という民主主義の形態

を更に進めて､人々 に新しい役割を与えるものがある。民

主主義の本質は社会の中で弱い立場の人々 をエンパワー

することにある。これは､経済のグローバル化を制御する

目的を持って､平和な世界を維持するための､唯一の手段

である｡鋤哩民主主義､連帯経済が開かれた民主主義の

主な糊致とされているが､いわゆる市民社会が果す役害llに

注目が集まることで､開力れた民主主義にも光が当たって

いる。

|'6condniejaponaisdと蒜逼を付けた。

’

経済のグローバル化を制御する手段としての開か

れた民キキ義

三浦信孝「現代フランスを読む」大修館2002

宮永孝「日本史の中のフランス調白水社1998

三和良一噸説日本経済史近現代」第2版東

大出版会2004

渡辺一民「フランスの誘惑」岩波書店1995

I.形式的代表制民主主義から閉鎖的な制度的民主

主義への進展小史’
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1．民主主義はギリシヤで誕生したが、しかしすぐに消え

てしまった｡市民としての地位を持つ者は､世界には誰も付記

<<Larelationfranco-japonaiseetla既発表の本稿は、
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第1段階である、形式的ないし代表的民主主義の時代で

ある。

長年の間、この新しい体制は満足のいくものであった。

しかしその一方、困難にも直面し、また第2段階の民主

主義に通じる変化からもプレッシャーも受けていた｡満足

は､いわゆる産業革命や､食料や単純なハードウェアをは

るかに超えた有形財の生産の鋤ﾛや多様化で得られた｡囲

い込みや自由賃金所得者､活動的な起業家は､全て経済合

理性の一部分である。自由によって､規制のない市場にお

いて各人が競争する余地が開力汎たが､政治の場合はこれ

とは状況が異なる。いかなる選挙の過程を経たとしても、

多かれ少なかれ不効率となる。選挙の場合は、「1人1票」

という最低限のルールが必ず存在する。市場では、1個人

でも､他者よりも高い実力をつけ､そして多くの票(＝金）

を得ることもできる｡機会が平等でも､不平等な結果に終

わることもある｡多くのイノベーション輪#鰯『が体系

化され､そして富が生み出されるようになった時に､機会

が平等になるよう試される。しかし､生産の水準が高まる

に従って、分配が更に不平等になっていく。更に､不平等

や相対的貧困は､より裕福な生活を求める人々が熱心に活

動するインセンティヴを維持するために必要である｡各人

は闘争､ないし｢容赦のない競争｣に巻き込まれる。この

競争は調和や安定成長とはかけ離れたものであり､そして

不均衡や､多力珈少なかれ､回帰的ないし循環的な危機を、

深刻な結果を迎えることとなる｡工業化を経験した国々 や

アメリカでは、19世紀にはこのような不安定な状況に置

かれていた｡その一方で、これ以外の国々 では､成長も工

業化も経験していないが､同様に民主主義時代にも入って
いなかった。これ以外の国々 は、ヨーロッパに支配されて

いた｡多くのアフリカやアジアの国々は植民地時代にあり、
人民は力を持っていなかった｡ただ状況は､ごく一部の例
外を除いて、新たに独立したラテンアメリカの国々とは、
大差はなかった。

呼ばれている｡制度的民主主義では､選挙で選ばれた代表

によって運営される政府だけでなく､労働組合や多くの機

関､社会的経済の担い手である機関が社会の統治に加わる。

各人は、労働者組織の代表を通じて、社会基金の運営や、

金､基本的サービス体､衛生､住居､教育､保健)への

アクセス､苦境に喘いでいる経済セクターへの援助や助成

は、繁栄するOECD諸国の異なった側面である。中央計

画経済でもある程度の経済成長がみられるが､個人消費や

技術進歩の水準を比べればOECD諸国よりも計画経済

の方が低い水準にある。

制度的民主主義は、OECD諸国以外では採用されてい

なかった｡一部の国家元首は自由な選挙以外の手段によっ

て､権力を長期にわたって維持していた。しかし､世界の

ほとんど全ての場所で､人民が政治的自由を手に入れ､代

表的民主主義の時代へと突入し､そして多くの新しい国家
が誕生した。

制度的民主主義は国家の中で組織された体制の一種で

ある。またこれは､外国からの経済的な攻撃(軍事的では

ない)から国民を守ろうとするものである｡国家の独立性

や国家主権は決まりきったことであることは確かだが､国

家間での経済協力は、例えばOECDの開発援助委員会

のAC)での政府開発援助(ODA)や､60年代に国連で

打ち上げられた低開発国家の経済状況を改善するための

計画、またODAをGDPの0.7%とする目標の設定とい

った形で現れた。しかし､我々 が使っている意味での民主

主義は、制度的な水準においては存在しない。国家間の

形式的代表民主主義の一種､つまり、1国1票が原則の国

家間民主主義が存在している。これは､国際機関の全てに

みられる訳ではなし＄国連の新たな国際政治システムは、

安全保障理事会によって運営されている｡この安全保障理

事会は、一部の国々 が代表となっており、この中の5大

国による常任理事国が拒否権を有している｡経済に関して

は、IMFでは、投票権は分担金の支払い比率に応じて与

えられ､多かれ少なかれGDP水準と相関性がある。この

点では､政治的な民主主義ではなく、市場原理の「民主主

義」に則っているといえる。世界銀行では､他の多くの機

関のように､アメリカなどの一握りの裕福な国によって運

営されている。表向きは､世界の人々 のために活動してい

る。世界の経済問題を監視するためにG5が形成された

（のちにG7となる）が、この集まりは、自国の利益を

守るために奮闘している。

実際に、制度的民主主義では70年代に発生した問題に

対処できなくなっている｡多くの特徴が非難され､その間、

を世界中に広めようとした｡代表的民主主義の特徴は、こ

の新たな制度によって全て払拭された訳ではない｡議会の

代表は定期的な選挙を通じて､人民によって選ばれる｡経

済のグローバル化の強い影響を受け､そして私が｢開かれ

た民主主義」と名付けた、グローバル化への代替的防衛手

段を組織化しようと試みているにもかかわらず､制度的民

主主義はその最盛期が過ぎても､全ての要素が完全に消え

てしまった訳ではなかった。

ここで、制度的民主主義について、少々 触れておきた

し＄約30年の間、制度的民主主義では、代表的民聿聿義

が直面していた困難が、うまく処理されていた。これは、

前の時代の間に生まれた特徴の一部を制度化することに

よって行われたが､様々 な理由から、当時ではマイナーな

役割に関して実行されていた。これは、この新しい体制の

一部である､労働組合にみられる｡イングランドでは1824

年には、労働組合がつくられていた。しかし、1795年に

始まり1834年に廃止されたスピーナムランド制度[訳者

注:基本生活費に収入が満たない家庭に差額を支給するも

の]により、地方の労働者だけでなく、工業地域の多くの

労働者も保護されていたことを見逃してはならなしも労働

組合は､労働市場が競争的にならないように､割り当てシ

ステムを取り入れた。フランスでは、1884年にヴァルデ

ック･ルソー法によって初めて労働組合の結成が認められ

た｡例えばフランスでは､ルイ･プランらの試みによって、

1898年に共済組合の負1殿法が採択され､1901年にはアソ

シエーションの自由を許可する法律が採択された｡これが

社会的経済の始まりとされている。フランスでは、1947

年に協同組合の地位を定める法律が採択された｡協同組合

の始まりは､イギリスでは1843年に創立されたロツチデ

ール先駆者協同組合もドイツではフリードリッヒ・ウイル

ヘルム・ライフアイゼンが1864年に設立し

た"HeddesdolfrDallehnskassenvereinP'(ヘンデルスド

ルフ信用組合）が始まりとされる。アメリカでは、1900

年代初頭になると、協同組合が創設されるようになった。

しかし1929年には､協同組合は世界恐慌の荒波に飲み

込まれてしまった｡恐慌に対処するために、よりよい手段

が模索されるようになった。

ゆえに、1929年の世界恐慌の後に、制度的民主主義

という形態が現れた。この体制の一部は、「福祉国家」と

増えた財の再分配､賃金やそれぞれの利益分配への集団交

渉へと参加する｡国内でつくられた富への課税が高水準に

達した結果、OECD諸国に関しては、公共支出は今日で

もなお、平均してGDPの1/3以上となっている。国営企

業は議会によって管理（ないし経営）されることはなく、

本来は人民のために活動しなければならないものである。

国営企業の中には民間企業と競争を行っている所もある

が、多くの国々では､エネルギーや鉄道､通信､保健､教

育､調査部門において､国営企業が専売の公益事業を行っ

ている。よって、通貨や防衛､社会的分配､警察といった

事業は､人民の管理が届かない所にある。また多くの､巨

大な協同組合や共済組合もある｡民間企業に対して市場の

自由規制が設けられる場合があるが、これは競争や集中、

また一部では農業や食糧､保健､銀行､保険サービス、映

画などの文化を取り締まる面である程度の効果的をもっ

たマクロ経済のレベルでは､いわゆるケインズ政策と呼ば

れる多くの政策がとられ､失業やインフレを避けるための

「微調整｣を行おうとする一方で､成長への展望も示され

た。「フランス計画経済」のように、系統立てられた計画

を伴い､民間企業への補助金の交付が行われるものもある。

これは､東欧の中央集権計画経済体制と比べればソフトな

計画であり､また連邦国家やアメリカの州政府機関のガイ

ドライン的政策と比べれば明確な産業保護政策である。

それゆえに民主主義は､もはや定期的な選挙を経ただけ

の､単に形式的なものである｡また､社会のあらゆる側面、

具体的に言えば経済的な側面において､民主主義は社会生

活の中で制闘上されたものでもある。全ての社会生活の

中にこのような民主主義を盛り込むことは､国家の中の数

多くの制度を通じて行われた、保護色の強いものである。

1945年から1975年までの30年間は､この制度的民主

主義の黄金時代だと考えられる。これは､人民の名のもと

に行使される制度的な権力が強まったためではなし＄これ

は､この制度的民主主義を享受している国家の富が勵pし、

その国家の人民の生活水準が向上した結果である｡大量消

費､貧困層の保護､低賃金層へのセーフティーネット、年

■

2．第2の時代である、制度的民主主義の時代が始まっ

たのは、世界恐慌が起きた1929年と、ケインズの雇用、
利子および貨幣の一般理論が出版された1936年の間であ
る。この制度は1945年から1975年の間に、多くの欧米
諸国と日本でよく見られた｡欧米は例のごとく、この制度１

１
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じ時期に起ったことで正当化された｡中央集権経済の崩壊

は、市場の最後の聯1で飾られ、これを｢歴史の終わり」

と見る者もいた（フクヤマ)。実際に、フランスもまた、

社会主義者のミッテラン大統領のもと､計画制度を廃止し、

国有企業の民営化を行った。そして、西側諸国の全ては、

工業化を経験していない国家に対し､過去に自分たちが行

った政策を真似せずに､新たな信条に従うよう勧めている。

社会的経済ですら､変革と市場化への圧力にR西されてい

る。フランスでは､政府(1980)や政府機関のelegation

al'economiesocialel981)から公認されているにも

かかわらず､協同組合が株式の一般投資家に公開を始めた。

そして一部の共済保険組合では収益を改善するために一

部会員の選別など､様々な対策を講じることになった。E

U協定の中でも､共済保険組合への民営化圧力が提示され

ている。実際に、すべての社会的企業は多洲1少な力れ、

どこでも市場での競争圧力に晒されている｡力れらは市場

で競争するために､民間企業のやり方を取り入れるように

なった。

ホルムで国連環境会議が行われた。"thinkglobanyand

actlocany''のスローガンを掲げたこの会議では、環境問

題や地球制圏上､オゾン層破壊､生物多様性､石油などの

枯渇性資源などに､初めて注目が集った｡成長は不可能に

直面している｡そして、この限界は技術によって刺Rする

ことができない。

1．閉ざされた制度的民主主義の終焉

まずは、制度的民主主義体制が直面した困難について

少々 説明したい。ポイントを二つ挙げると、(i)政権が国

家主義的で競争的な場合、国際経済関係は不安定である、

(1)基本財の大量消費が既に行われ､現在成長の最中にあ

る場合に､経済の格差不平等が現れていると、国内は不安

定になる。

(i)国際秩序は1945年に、ドル、軍隊、テクノロジー、

大企業といった､アメリカの支配の上に成り立った。ヨー

ロッパの復興と日本のキヤッチアップ､そして新興市場の

経済発展によって、この秩序は崩壊した。1971年のドル

の切り下げ､キングストン合意での金の廃貨決定､変鯲目

場制の採用は､確固たる米国経済の翅己によって支えられ

ていた､国際秩序の相対的安定を印象付ける到鞆であった。

これ以来､今日まで続く、逆説的で受け入れ難い状況があ

る｡つまり、世界の貯蓄が地球上で最も裕福なアメリカ国

民消費の財源となっているため､アメリカが対外赤字にな

っている。OECDが1978年のリポートでNICSと名付

けた国々の台頭によって､欧米諸国の富が脅かされるよう

になったため､アメリカだけでなく、他の西側諸国も難し

い問題に直面している｡その一方で､地球上の人口の多く

は貧しい者達で､今もその数が増えている｡そして最貧に

ある者達は､死に絶えるか､飢えに苦しむという状況にあ

る。プラント報告（1980）によると、地球上で飢えに苦

しむ人々 の数は8億人である（2005年の調査においても

8億人)。そして、「第三世界」（1955年のバンドン会議以

来、こう呼ばれた）は新しい国際秩序を求め、1974年の

国連資源特別総会で、「新国際経済秩序0，uEO)樹立に

関する宣言｣及び｢行動計画」が採択された。これは、イ

スラエルとアラブ諸国との間で行われた第四次中東戦争

との関連で、OPECが原油価格を3倍に上昇させた事件

の後に起ったことである。

(n)限界のない成長が続くかどうかは、はっきりとはして

いなかった。しかし、事実は明確なものである。つまり、

ケインズの緊縮財政と財政出動を繰り返す､いわゆるスト

ップ･アンド・ゴー政策燭勵率であり、そしてインフレ

と景気後退が同時に発生する「スタグフレーション｣を招

くことが証明された｡そして､成長には限界があり（1972

年のメドウズらの報告倣長の限界lによる)、ストック

このような非難やその他内部の問題のために､その効率性

が急速に無くなった。

制度的民主主義体制は､形式的な代表民主主義とは全く

異なるものである｡ただ､古典的な選挙では権力をまとめ

ることはできず､また投票への不動ﾛがかなり多く、また

鋤ﾛが一部のグループに限られることから、残念ながら、

我々 はそれが閉ざされた民主主義であると考えている｡こ

の全ては国家の領域で起っている｡また､政治的ないし経

済的に独立した地域単位で､この領域が更に分力れている

こともある。

1970年代の初頭、世界的レベルで少なくとも経済に関

して、自由を求める強い風が吹き起った。政治権力や､多

国籍企業や大企業といった経済権力との闘いというより

も､主に経済に関する政治権力との闘いについてのやりと

りが中心となった｡隠された目的は､世界的レベルで､経

済的な問題に縛られることなく一言し換えると､障壁や規

制､また国家の介入を受けることなく一個人を自由にする

ことである。その結果､個々 人同士でのやりとりは、グロ

ーバルな空間では完全に自由になる｡これは経済のグロー

バル化の精神である。このようなやりとりを行う理由は、

制度的民主主義が直面した深刻な困難によって裏付けら

れる。数多くの変化が起ったが、これにより、人々 の経済

環境が改善する可能性が低くなるばかりか､場合によって

は悪くなることさえある｡この傾向に対抗するための試み

として､多くのイノベーションが生まれ､そして私が｢開

力珈た民主主義」と名付けるものが現れることになる。

’
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|’ 2．選獺の市場の回復

こうして､制度的民主主義の2つの柱は力が弱まった。

そして､政府や大物政治家､政策決定者によって櫛寸され

た救済策は､従来の制度的民主主義の構成要素を退けるも

のであった。

実際に､制度的民主主義{輔ﾘが抱えた問題に取り組む方

向へ､政府の政策が転換されたが、どういう訳か、さらに

閉鎖的な形式的民主主義に戻ってしまった。ミルトン･フ

リードマンはケインズ政策をやめることを提唱し､イギリ

スのマーガレット・サッチャー政権（1979）に規制緩和

と民営化政策を進めるよう説いた。これは､アメリカのレ

ーガン政権（1981）でも取り入れられたが、遂には西側

諸国だけでなく、他の国々 にも広まった。皿価､による構

造調整政策､また規制緩和と民営化政策を中心とした、ウ

イリアムソンが提唱したワシントン・コンセンサス

（1990）とのちに呼ばれた原則を守っている世界銀行に

よる融資に従う形で､途上国の政策が決定された｡多くの

機関や国家は制度的民主主義を望んでいる訳ではなく､国

家また国際レベルにおいて自由な市場を求めた。1986年

に行われたウルグアイラウンドでは､非関税障壁の撤廃や、

多国間鯛惟協定仇旺独）の廃止、農業やサービス分野に

おける貿易の自由化が議論された｡8年間にも渡る交渉の

のちに、これらの議題が実行されることと、WTOの設立

（1995）が決定された。西側諸国はどの国でも、例えば

鋤了や他の経済セクターなどの国営企業だけでなく､エネ

ルギーや郵便､養老年金制度などの社会保障事業などの公

共サービスに関しても民営化を行った｡国陶上と共に､金

融市場においても規制緩和が行われた｡また全ての物事は、

自由主義市場への移行によってとらえることができる｡例

えば､伝統的ノウハウから生物学的事象､財産権や企業そ

れ自体が､国際金融市場で商品として売買されている。こ

のような動きは、ベルリンの壁の崩壊（1989）と丁度同

’

’

3．社会的目的を伴った、個人イニシアティブの復

活

このような状況を目の当たりにして､個々人は自分たち

の望むように生活を組み立てるための力を､これまでとは

違った方法で掴もうとしている｡つまり、社会的目的を伴

った個人イニシアティブである。

経済と結びつく面もあるが､1971年のドルの切り下げ、

キングストン合意での金の廃貨決定､変動相場制の採用と

いった経済のシフトは､文化的な変化と関連している。西

側諸国では､大量消費社会が到来したが､同時にある種の

社会的不安感がもたらされた。もはや､期間労働で､親方

と絶えず衝突し､厳しい労個環境に置かれている､貧しい

労働者が沢山いる時代ではなかった｡ブルーカラー労働者

は多く存在するが､彼らは皆､テレビや洗濯機､冷勵壷や

車を持っている。また彼らは伽段を自宅の外で過ごし､銀

行には少ないながらも預金があり、子供を少なくとも16

歳までは学校に通わせ､また学力の高い子供は大学にさえ

通わせている｡労働組合は､なお一層その重要性を失った。

アメリカでは、ラルフ・ネーダーらの消費者運動は､労働

組合に代わるものと考えられた｡西|側儲国では､増加箸し

I.現代の課題への反応：開かれた民主主義をつく

り上げるために
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現代の主な課題は､経済のグローバル化を制御する手段

をつくり上げることである。この経済のグローバル化は、

多くの人々 の犠牲の上に成り立つ､経済の力である経済至
k主義(エコクラシー）を形成している。グローバル化の

恩恵を受けた者の中には､巨額の利益のごく一部を､一部

の好みの人に分け与えるビル･ゲイツのように､慈善事業

を行う者もいるが､経済のグローバル化の恩恵を受けるの

は、大きな力を持った一握りの幸運な者にすぎなし％
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ﾝマ」を議論し、2002年には「人間らしい仕事とインフ

オーマル経済」と題した報告書を発表し、懸念を示した。

別に､彼らはパートナーに対して見返りは期待をせず､多

くのもの、例えば知識や資金、「開発」のための援助を喜

んで与えている｡緩やかな連帯は､多くの過程を経て最貧

層のエンパワメントを手助けする｡また市場で売却するよ

りも良い収入を得てもらうために､彼らの作った穀物や協

同組合での｢人間らしい仕事｣で製作された手工業品を購

入することを目的としたものでもある

これと同様の事は､例えば、アムネステイ・インターナ

ショナルのように人権の尊重を訴え奮闘するNGOや､経

済・社会的権利の尊重を訴える先進国ないし途上国の

NGOでもみられる。自由でかつ権利を享受している人々

が注目し、かつ守る対象は、この場合､逮捕また脅迫され

ている個人ないし集団となる｡代表民主主義のルーノレのも

とで自由な選挙を行う場合は､国連から派遣される国際公

務員と協力して選挙の運営が行われる。また､ある国の政

府が、他国政府ないしその創箇に対して、人権や経済権、

社会権を尊重し､民主主義をもっと尊重するよう求めるケ

ースもみられる。ただこのような場合は、どの国の政府で

も他国に対して内政干渉してはならず､その国の主権を尊

重しなければならないという制度的､政府間の民主主義の

ルールを遵守しているとはいえなし％

この国際的連帯は､災害の現場においても現在よくみら

れる｡地震や津波が起ると､国際的に大きな連帯がおこり、
多くの募金が集る。

また､最大限の連帯には幾つかの例外もみられる｡豊か

な国の人々 と貧しい国の人々 が力を合わせて共通の敵か

ら何かを得ようとする場合である。2001年1月にブラジ

ルのボルト・アレグレで第1回世界社会フォーラムが開

かれてから､毎年定期的に会議が開催されている。また今

では､NGOの参加を許している政府間での国際会議もみ

られる。多くの団体同士で連携し、2000年にシアトルで

行われたWTOの会議に対する揃瀕了動を成功させたこ

とにおいても、NGOは大きな役割を果たした。2003年

のカンクンでの会議でも、ベナン、ブルキナファソ、チャ

ド、マリの綿花を輸出するアフリカ4ヶ国が、アメリカ

政府が綿花農家への補助金を交付したことで､綿花価格が

暴落し､大きな損失を被ったことを告発したが、ここでも

NGOは大きな役割を果たした。ただ、このような最大限

の連帯は強さを失っている。

い中産階級は仕事よりも余暇に関心を持つようになった

（日本では当てはまらないかもしれないが)。特に若者の

間では､仕事以外で社会貢献を行うことを好み､そして自

らの知識を生かして､恵まれない人々 へのボランティアを

行った。彼らは、「通勤し、働き、眠る」だけの生活をも

はや良しとはしなb,｡彼らはまた、途上国の恵まれない

人々 への援助を行うことにも関心をもった｡多くの団体が

立ち上げられ､その一部は教会と連携した｡既に1954年

にNPOセルフ・ヘルプがアメリカで発足したにせよ、オ

ランダでマックス・ハーフェラール・ショップ（フェァト

レードのコーヒー）が始まった1969年が､重要な輯奥点
である。

一言でいえば､個人の連帯が社会をまとめるための新し

い方法として現れた｡ある特定の問題における政府や制度

の失敗が認知され始める前に､それは始まっていた｡通弊

の、もしくは海外の困窮者と連帯の活動が､ある種の市民

自治によって自然発生的に始まった。

1980年代にこの新たな行動が始まったのは、規制緩和

や民営化､経済のグローバル化によって起った変化から締

め出された人々が増加していることに対処する必要があ

るためである。この傾向は､高鯏上が進んだ西側諸国の多

くで見られるようになった｡つまり、高齢者はケアサービ

スを求め､共働きをする都市部の若い夫婦は子供の世話を

行うサービスを求めている｡過去においては､数世代の家

族が同じ屋根の下で同居することで､このような問題は解

決されていた。

こうして､連帯経済を組織する自主的組合ないし社会的

企業が数多く生まれた。

’ の「連淵の活動は、「市場の法則」に対処出来ない人々

のために組織化されている。１
４
１

(i)民衆経済

ラテン・アメリカでは､貧しい労働者たちはある種の連

帯､つまり農民組合を結成している｡土地なし農民が組合

を結成し､国有ないし私有の休耕地を占拠する場合もある。

他のケースでは､鉱山の小さな部分を開発しようとしてい

る鉱夫など、ほぼ全ての職業で同様のケースが見られる。

それら全てでは､労働者たちは自らの力で小さな｢協同組

合｣ないしワークショップ､企業を立ち上げようとしてい

る。また、マイクロ・ファイナンスやmTS(Ipcal

ExhangenpadmgSystems、地域通貨）などの組合を組

織するケースもみられる。このIETSは実際の貨幣を使

わないシステムで、1998.2002年の恐慌下にあったアル

ゼンチンの貧しいコミュニティで発展し､有毛になったも

のである。ニカラグアでは、GDPの半分に相当する額が

民衆経済部門で生産されていると言われている。また､ベ

ネズエラのチャベス政権では､民衆経済省が設けられてい

る。またブラジルでは連帯省が､フランスでは社会的経済

連帯経済庁が2000-2002年の間に設けられている

インフォーマル･セクターや民衆経済では､多くの小さ

な企業が市場で奮闘している｡出資者への利益分配当は必

ずしも行われないにせよ､利他的な動機や､家族とは違う

集団による連帯感に突き動かされ、利益を追求している。

いっさい､西側諸国以外の場所で､真の意味での連帯の事

例がより多くみられる。これは､同じ苦境に喘ぐ者､同じ

「敵｣を持つ者同士がグループを作り、共に戦うことが問

題を解決する唯一の手段だからである。具体例としては、

ブラジルの土地なし農民MST)ないし、アルゼンチン

での地域通貨組織が挙げられる。

d)最後に、国際的な連帯のケースを挙げる

(i)国際的な緩やかな連帯

国際的な場面においても､主に緩やかな連帯がみられる。

裕福な国々 の人々 と､貧しい国の受益者から成る連帯であ

る｡指示する側と活動する側は､国際的連帯という名のも

とに同じ活動に従事するが､両者が慈善という枠組みで行

動することを避けたとしても､パートナーとはお互い非対

称の立場に置いている｡情報や知識､同じ文化的価値とは

b)連帯が広い意味で解釈されるのは、ある一部のケー

スに限られる

例えば､完全な連帯の例として､保護者によって運営さ

れる託児所をみてみたし＄この場合では､共通の問題､つ

まり、仕事に行っている間に､子供の世話をどうすればい

いのかという問題に直面する－この場合は保護者だが一

仲間がいる｡保護者達には､子供を預ける良い場所を作る

という共通の関心を持っている。その結果､彼らは共同責

任で活動に従事し､誰もがフリーライダーにならない｡つ

まり、誰もが自分の分担を引き受けなければならない。こ

の連帯は､経営者の決定に反発し続ける労働者集団の連帯

と似ている｡このような連帯活動に鋤Ⅱする個々 人はブロ

ックの壁のようなもので､一人でも欠力xす‐ことは出来なし＄

個々 人の結束は固く､岩のように強固な集団を形成して

いる。ラグビーのチームが、連帯の良い例と言えよう。

しかし､混乱も少なからず見られる｡緩やかな連帯に参

加する人やオブザーバーは､それは真の､あるいは完全な

連帯なのかと主張して､時には連帯をこわすような行き過

ぎをもたらす場合もある。

↓

I

I

c)第三世界

(i)インフォーマル・セクターは、アフリカで見られる

現象を説明した言葉であり､のちに連帯経済の分野に属す

るものに含まれた｡第三世界､特にアフリカや多くのアジ

アの途上国では、1970年代に、大企業や国営企業ないし

多国籍企業の子会社によって､インフラ(鉄道網や港湾よ

りも、ダムや道路)整備が行われたが、これによって、ロ

ストウのいう鮒堕が､永続的な成長や発展を促進すること

においては非効率であることが証明された。それゆえに、

多くのアナリストらは、「インフォーマル・セクター」と

呼ばれるものに関心を示すようになった｡この言葉はケニ

アでの研究ののちに、1972年にILOて紹介されている。

貧しい者たちの労側喋約的な家族労働で､財やサービスを

市場で提供し､家族のメンバーを雇用し､時には賃金も支

払われる。ただ､登録や規制、法の保護下に置かれていな

し$ILOは1991年に「インフォーマル･セクターのジレ

4．連帯の種類

a)連帯はよく自由な意味で理解されている

組合は受益者への支援を中心に行っている。ここでは、

「市場｣から恩恵を受けることが出来ない人々 のために資

金を集めることや､職を得るための訓練､法律や経営に関

する知識修得､老人へのサービス供給､零細コーヒー農家

の収入改善､労働市場での求職においてハンディキャップ

を抱えている人の雇用､自身でアパートを借りることが出

来ない若者への住まいの提供､児童支援のための補荊勺学

校､起業のための補助金供与を行っている。これらすべて
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在する。今までの所は､十分な結果は出ていないが、ここ

で一つ例を挙げてみた唯XIvlAC(Associationpourla

TaxationdesTifanSactionspourIAideauxd期7enS市

民救援のために通貨取引を推進する協会)は国際的な金融

取引への課税を求めるキャンペーンを世界レベルで行っ

たが、これが実現することはなかった。しかし2006年6

月、フランス政府とガボン共和国では､航空券に課税を行

い､エイズ撲滅キャンペーンなどの資金を集めることを決

定した。これまでに、ブラジル、キプロス、コンゴ、コー

トジボワール､ヨルダン､ルクセンブルグ､マダガスカル、

モーリシャス、ニカラグア、ノルウェー、イギリスが、こ

のフランス主導の航空券税を導入する予定である｡アメリ

カはこの税に賛成していなb$

この開力蜘た駐主義体制の登場は､経済のグローバリ

ゼーションを制御することを意味する。これは､代表制の

形式的な民主主義に替わるものではなしもだが､これは国

家主義的な民主主義体制や､民主的でない制度をなくして

いくものであろう。政府鼎制度は､国内および国際的なレ

ベルで、個人に対して開かれていくべきである。それは、

選挙で選ばれた者達だけでなく、自発的に組織された団体

も通じて行われるべきである。これは､社会の営みへの自

治と参加に対する人々 の誓いであり、これが民主主義の本

質である。この開ｶｵ1ﾉた民主主義は､代表制民主主義と参

加型民主主義のハイブリッドである。世界の政治体制が、

市場のグローバル化に反して､国ごとに明確に分力れてい

る現代において､開力れた民主主義は､世界レベルで民主

主義のしずくとして染み込んでいこうとしている｡確かに、

世界の人々 の支持を集めて世界共和国の建国を宣言し､世

界市民権を確立する状況にはまだ程遠しもしかし､前に進

んでいることは確かであり､またこれまでの状況はそう捨

てたものではないのである。

ても､野菜や肉あるいは享畷品を､組合ないし小さな集団

農場の店を通じて販売する､多品種栽培と酪農を行う小さ

な農家が蠕平価されている。

この開かれた民主主義では､どんなコミュニティの中で

も個人が、そしてその個人それぞれの橘l1が重要である。

しかし､個人のエンパワメントには限界があるに違いない

という暗黙の意識がある｡最低限の賃金を守ることは一般

的な考えだが､賃金レベルを最大化したいという考えは比

較的新しb,｡しかし、2006年9月にフランスでは、巨額

の報酬やストックオプションから利益を得ている経営ト

ップの収入を制限しようという議論も出た。

第2には、市民社会について言及する際、経済という

観点から論じるのを避けるべきだ、ということである。

人々 は､経済のための経済を好まず､愛想がよく、礼儀正

しく、市民による社会を好むも市民社会では､人々 鮴I他

的で、寛大で､優しし％愛は確かに大事なものである。

そして少なくとも、以上をみて分かるように、多くの

人々 は経済的な条件に基づいて行動しているわけではな

い彼らは､社会に根付くような財やサービスの生産を通

じた経済活動にかかわりたいと考えている｡それは､自由

市場での競争や力の法則によってなされる経済活動とは

別のやり方である｡彼らは､活動の場やゲームのやり方を

変えたいのである｡彼らは安定した活動の場を求めてはい

なしも彼らは他の場所に移りたいのである。

彼らは協力することや贈り物を交換することを好んで

いる｡彼らはまた、自然と諦pした生活をしたいと考えて

おり､それゆえに､地球資源の利用を制限し､次世代の人々

のために必要な酉聴を行っている｡彼らは経済学の力を制

限したいと考えており、また経済主義､すなわち経済権力

を嫌っている｡政治においても､人々 は同様の異議を申し
立てていることが明らかになっている｡彼らは戦争を欲し

ていな↓＄2003年2月、イラク戦争に反対するデモ行進
が世界中で行われた｡人々 は世界中での個人の自由を求め、
また世界レベルでの自由な空彫り出に取り組んでいる。

この意味では､特にインターネットを通じたグローバリ
ゼーションによって､国境や国家による妨害を超えて､コ

ミュニケーションや情報､透明性がもたらされるようにな

った｡国家や国際機関に対して、こういう方向でこれこれ

の問題に対処して欲しいと求める国際世論がある程度存

(1)弱まる国際的な最大限の連帯

多くの点から､豊かな国々 の貧困層や中流階級と、貧し

い国々の貧困層および全ての人々との間の最大限の連帯

感は減っている。豊かな国々 では､中流階級や貧しい労働

者は､国際市場での新興経済諸国との競争の犠牲者となり

そうだと、恐れている。貧しい国の地域社会では､豊かな

国々 で補助金を受けて作られた製品との競争を余儀無く

されており､豊かな国々 の貧しい農民への補助を止めるよ

う求めている。一方で､貧しい国で作られた製品は､豊か

な国々 で作られた製品の代わりに､多くの国々 で購入され

ている｡その結果､豊かな国々 の貧困層および中流階級は、

貧しい国々から移民労働者が押し寄せて低賃金で働くこ

とを危倶している｡彼らはまた､企業家たちが賃金の低い

外国で投資を進んで行うため､職を失ってしまうのではな

いか、とも,L配している。他方､連帯を口にする人々 の中

には､フランスで時々 見られるように､遠くの他人の事を

考える前に､まず最初に地元の近隣社会で連帯を求める者

もいる。

最後に、今のこの惑星は、国際的連帯に関して言えば、

うになる｡こういった事業では経済効率性が優先されるこ

とが多し％連帯による組織ではボランタリー労働がよく投

入されるが、コストが安いものの、専門性が低く、また設

備も不十分なために生産性も低くなる可能性もある｡一言

でいえば、これらの睦帯｣の活動は市場で高い収益を上

げることも可能である｡マイクロファイナンスがよい例で
ある。

それゆえに、経済というカテゴリーで考えることは意

卿§なし％また、「社会的・連帯経済」ないし第3セクタ

ーという言葉で、民間セクターや国家（あるいは再分配）

セクター経済ときっちり分けることにも意味がなし％

私の別¥を述べると、考えるべき大事な事は､経済生産

活動でもな↓％また､経済の分野で､他の「セクター」と

競争することではなし％考えるべきことは､多元的なもの

となる経済である｡確かに､公認や助成金を与えるように、

もっぱら経済的観点で物を考える権力者と交渉するため

には､経済活動以上の活動がこのセクターでは藺聴されて

いるということを、自分の言葉で証明した方がよ↓も

以上すべての試みは､様々 な方法で社会を組織するため

1

｜
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雪了きが怪しい状態にある。毎日10万人の人々が国際的

連帯の力が届かないために死んでいる。この原因は､2万

人は飢餓で、2万人は清潔な水を得る割§出来ないため、

残り6万人は栄養失調などによる病気､衛生状態の悪さ、

農耕地がないことである。飢えで苦しむ8億人のうち

80％が地方に住んでおり、主に小作農である。

のものとして考えられ､また市民社会の台頭として説明さ

もする現象の一部である｡私の考えでは､この考え方には
2つの特徴がある。

最初に､個々 人が生活を改善する力を得て、これを行使

することが可能である場所に移るため､制度的枠組みを解

放することである。

事実として人々は､国家ないし他の機関から､必要なも

のや力､また民主主義を得ることに専念しているわけでは

ない人々は､その間にもインフォーマルなやり方で自ら

の生活の一部を整えている。経済に関してだけではなく、

他の問題に関してもこれは当てはまる｡例えば､ほぼ全て

の豊かな国々では､既婚の若者の大半は､インフォーマル

な方法で纈昏式を挙げている。

この傾向は､小企業でもみられる。大企業では､組織が

優先して人的な関係が見えにくいし､またそのように人々

は振舞っている。ところが、フランスでの調査では､小企

業の労働者は､大企業と比較して､賃金が低く、労働組合

もないが､その職を離れたがらないとの結果が出た｡その

主な理由としては、人間関係の緊密さがある（必ずしも、

いつも仲良しという訳ではない)。多くの西側諸国におい
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5．結論：経済ではなく、社会を考える

もし問題が経済的なものであり､経済的行動に焦点が集

れぱ、「連帯経済」に関して考えることは無意味になる。

経済的行動はそもそも連帯に基づくものではなく、ヒエラ

ルキーや不平等に基づくものであり､協調よりも競争によ

って促進される。「社会的・連帯経済」の旗印のもとに行

われている活動の大半は､この旗印のない民間企業による
活動とほぼ同じように見える。

ここで、「連帯」行動について概観しておきたい職業

計I鰊､フェアトレードによる製品の売買､マイクロファイ

ナンスの運営､老人への在宅サービスなどがあるが、これ

らは市場を通じて組鮒上され､徐々 に民間セクターによっ

て､場合によっては国からの補助金を得て､運営されるよ
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Fisherは、交換のシステムを水の入った容器同士

のやり取りのシステムとしてモデル化した。ここで

は水は貨幣や財として見なされている。彼のモデル

は、経済取引についての新古典派アプローチに根ざ

した推論の形態をあらわしている。この絵の便利さ

は、次の点に現れている。つまり、この絵の中では

全てが個人の選好、財の量や貨幣の量などとして与

えられており、交換は物質的交換の側面にのみ限定

されていることが明らかなことである。

るのみにとどまらず、各アクターの置かれている状

況を明確化する働きがある。つまり、普遍的に適用

したり解釈したりすることができ、コミュニケーシ

ョンを通して新たな意味づけを得て変化していく性

質が交換の中には存在しているのである｡価値とは、

各アクターが自動的に駆り立てられたりするような

重要性が前もって存在しているのではなく、価値付

けのされていく過程で生み出されるものである。経

済取引の場における、定義、再定義、そして、状況・

財やサービス・自身についての相互理解の過程がそ

れである。こうした考え方は、かつての制度派経済

学の中にも見ることができる。とりわけ､JohnDewey

とGeorgHerbertAleadらプラグラマテイズム哲学で

示されたコミュニケーションや関係性の枠組みから

触発されたコモンズの業績に見出される(Albert

andRamstadl997,1999andRenaultl999)。こう

した観点から、我々 は経済取引の費用だけでなく、

その利益についても考えることができるようになる。

コモンズは、経済取引が単に「引き渡し」というレ

ベルでの商品の交換を意味するのではなく、ある程

度の社会的な枠組みの内部で起る、より複雑な社会

関係の表現であることを強調する(Kemp2006:46)｡

経済取引を理解するために重要なこととして、コモ

ンズは、合意あるいは相互理解によって引き出され

た強制と説得という2つの異なったタイプの動機を

区別した(Ramstad,1996:419)。説得やコミュニケ

ーション行為によって、経済取引において商品だけ

でなく、言葉（視覚的なシンボルやジェスチャーな

ども同様の働きをもつ）も同時に交換されるのであ

る。

パートナーシップ経済の本質

レンヌ第一大学准教授ミシェル・ルノー

八尾祥平訳

本報告では、経済取引というものが、相互の知識

のやり取りを通して社会性や社会的な価値を伝達す

る手段であるべきであるということを論じる。この

ことは、コミュニケーションの側面からみた経済取

引の結果として信頼が形成されるという社会的な過

程が存在すること、また、正統派の経済理論で用い

られる一般的な評価のメカニズムを超えた働きがあ

ることを含意する。交換という社会関係によって、

な経済概念の転換を示している。本報告では、こう

した問題を扱う独自の理論的な枠組みについて論じ

る。

1．コミュニケーションの過程としての経済取

引

伝達装置としての交換

経済活動の中心は財やサービスの交換である。主

流派の経済学における一般的な交換の概念では、よ

コミュニケーションとしての交換

交換を単に財のやり取りとしてみなすことは、ア

ダム．スミスに始まるもうひとつの伝統を忘れるこ

とになる。それは、交換をコミュニケーションと見

なす思潮である。我々の議論をより一層深めるため

の導き役として、この観点について手短かに触れる

ことにする。スミスの『国富論』（1965[1776]）によ

れば、人間がお互いに言葉を交わすという性質は、

交易、物々 交換、売買における交渉、そして、交換

といった性質の根底にある。スミス自身の言葉を引

用すれば、「全ての人間は、生涯を通じて他者への説

得術を磨き続ける」(AdainSmith,asquotedin

McCloskeyandKlamer,1995:193)。スミスによれ

ば、これは経済活動と労働分業の核心部に当たると

いう。このようにして、交換の過程において、コミ

ュニケーションが起ることで個人の中に道徳があら

われる。すなわち、特定の制度的な枠組みから個人

が他者を慮る行為があらわれ、そこに集団が形成さ

れる。『道徳感情論』において、スミスは人間の本性

や自我の形態についての彼自身の見解を議論し、コ

ミュニケーションが社会化や社会的な評価を生み出

す契機となっていると述べている。交換や経済取引

は、説得や議論の応酎||に基づいた交渉へと移り変わ

る。このように、経済取引はこれを単なる財のやり

取りとして扱うことは不可能であり、言語に基づい

た言葉のやり取りを必然的に含むことになる。たと

えば、スミスは市場の場において交わされる言葉に

ついて論じている(Brownl994)。したがって、経済

取引というものは個人の所有する財や貨幣を交換す

全ての集団は他の集団の状況、関心、需要をよりよ

く把握して、更に統合されたコミュニティを築き上

げる。このような社会関係は、現在主流となってい

る市場経済とは根本的に異なる、パートナーシツプ
ーー･ 一 一

経済を新たに生み出す。結果として、コミユニケー

ーションを伴う経済取引、相互主義、信頼といった社
＝／

一

男 騨
の自立やアイデンティティの探求が適切なものとみ

なされ、かつ、根付くこと、がそこに含意されてい

る。このような社会は、人びとがより有機的な結び

付きを深めた世界であるにちがいない｡このことは、

人間の活動はコミュニケーション、社会の共同的な

行動、そして、人間同士の和解の行動の観点からも

っともよく表現されるということを意味する。それ

は同時に、社会の意思決定は、人間相互をいたわる

ケアの関係に根ざした、連帯、道徳的行為、コミュ

ニケーションを通じて分かち合われる共通の理解に

基いて行われるべきだという考え方を意味している。

従来は交換を「市場」社会関係に基かせる考え方が

支配的だったが、今述べたような考え方はそのよう

り洗練された枠組みが次々と新たに導入されている

それは今も経済活動を記述するために用いられが、

ている機械論的な仮定に根ざしている。こうした観

点に立つと、交換は、ある個人から他の個人への財

やサービスの単なる伝達 移動に過ぎなくなる。

IrvingFisher(1965[1892])の論文から取

下の絵はこの世界観をうまく表現している。

ら取られた以一
一ヂ

一
一
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雄

経済取引からのアプローチ

アメリカ学派の経済学、特にコモンズは、John

DeweyとGeorgHerbertMead-この2人はかれに影響

を与えた学者の中でも主立った人びとなのだが一の

プラグマティズム哲学の論考から触発されたことは

今では明らかとされている｡現代においても同様に、

JurgenHerbermasのコミュニケーション行為の理論

は明らかにDeweyとMeadを参照している｡MusUtafa
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者のふるまいや人間にのみ見られる特徴について考

えることにつながる。すなわち、他者の役割を想像

することができる能力や、他者の立場にたって、そ

の観点からある状況をながめることがそれにあたる。

アイデンティティと経済取引の過程

個人間の関係について考察することは、特定の状

況であらわれるコミュニケーションの過程について

考察の焦点を絞るということを意味する。そこで、

我々 は経済取引の過程を通して変化は見られないと

いう、固定化された実存という考え方を棄却するこ

とにする。経済取引をコミュニケーションの過程と

して考察することは、個々 人が共通の言語を持ち、

共通の方法で状況の定義ができ、所与の前提として

ものごとが定められていないということを含意して

いる。個人そのものも、もともと存在している実体

として考察すべきではなく、個人のアイデンティテ

ィを自ら定義（かつ再定義）する過程から生み出さ

れるのである。このような枠組みを仮定することは、

経済学をうちたてたアダム・スミスによって議論さ

れた根源的な問いへと回帰することになる。経済学

はこうした当初の直観を忘却したまま、経済取引を

単なるモノのやり取りとしてのみ捉える傾向にある。

しかし、スミスが注意したことは、後世になって、

経済取引を個人間の関係のうち「経済的な考察の究

極的な単位」として定義した際に、蘇らせられるこ

とになった。スミスは、個人をそれぞれ最初から独

立している状態として考えることは無意味なことだ

と考えた。彼はその著作の中で「弧絶して、自分と

同種の存在とのコミュニケーションもなかったとし

たら、自らの個性や、自身の感情や行動に優先順位

付けやデメリット、自身の精神の美しさや歪み、自

身の容貌の美醜について考えることはできない。こ

れらの事物は自分自身では簡単に見ることができず、

自然な状態では見ることができず、自身を映し出す
鏡が与えられなければ見ることができないものであ

る。個人は社会の中に組み込まれてはじめて彼自身
が欲していた鏡を手に入れることができるのであ

る。」と書き遺している(Smith[1759]1966:162、

強調は筆者による）。経済取引の過程は(たとえば、

需要を満たすといった）単に外面的なやり取りを意

味するのではなく、個人が自己を定義するといった

内面的な働きにまで影響を及ぼしている。経済取引
をコミュニケーションの側面から考えることは、他

Emirbayer[1997]、JensBeckart[2002]、そして、

EliasKhalil[2003]は、DeweyやMeadによって発展

されたプラグマティズムの枠組みは経済学と人類学

において行為者と行為についての新しい理論を呼び

起こしたことが、近年指摘されている。じっさい、

ArthurF・BentleyとJohnDeweyはその著書

([1949]1973)の中で行為を3種類に分類している。

これらのうち、2種類のものは以下の通りである。

経済取引についての定義を髻髭とさせる。「個人間

の行為や個人レベルでのふるまいのやり取りといっ

た、個々人の活動がまさに経済取引である。商品、

個人、そして、交換から、経済取引と選好行為の原

則への転換は、経済取引を経済学における制度学派

の思考との交流の結果としてあらわれた。こうした

転換は、商品と個人から個人間の経済取引へと経済

的な分析の究極的な単位の変化を意味する。(1934:

73)transactional理論は、社会における事物は固

定されたものであり、また、単独に独立したもので

あるという仮定にはたたず、それらが埋め込まれて

いる関係性の中で各自の個性や特徴を狸得していく

という議論につながる。(Emirbayerl997:287)た

とえば、Deweyによると、「経済取引」は一方を売

り手、もう一方を買い手に分ける。売り手と買い手

は個々に行われている取引に応じて変化するため、

固定されることはない。更に、全てのモノも同様に

役割が固定されることはない。あるモノが財や商品

として扱われるのは、経済取引の中で決定されるた

めである。経済取引によって、単に財、商品、実用

品となっているモノを抜きにした経済取引は存在し

ない。更に、交換が行なわれることによって、取引

の参加者は変化を遂げ、また、財も、最低でも、そ

れ以前にもっていた社会関係や「能力」を得たり、

失ったりすることによって変化を遂げる。更に付け

加えると、経済取引は所与の前提としては存在して

いない。経済取引というものは、農業、鉱山業、漁

業、工業どれでも、生産に関わる一群の活動によっ

て成立している。そして、この一群の経済取引その

ものは､工業的でも、商業的でも､金融的でもなく、

「無形のもの」と呼ばれることが多い。しかし、他

’

1

埋め込みと経済取引の過程

スミスによれば、「私達は、自分自身の行動を把握

することができ、自分のとった行動がどのような効

果をもたらすのかを想像する努力ができると考えて

いる。これは、人間が何らかの方法で他者の観点に

立ち自分自身のふるまいが妥当かどうかを吟味する

ことができる鏡をのぞきこむだけで達成できる。」

(Smith[1759]1966:164)。かれはこうした能力を

「共感」と呼び、この考えはMeadとシカゴ学派の社

会学者、とりわけ共感があらわれる過程について有

用な定義を行なったCharlesHortonCooleyによっ

て発展させられた。「言葉、外形、そして、その他の

シンボルを通して他者とやり．取りすることは、相手

との共通の地平をつくったり、相手の考えや感情を

知ったりすることで、多かれ少なかれ相手を理解し

たり、コミュニケーションをとったりすることを意

味する。仮に、この関係性の中で共感を用いるとす

ると－そして、おそらく、これはこの状況において

最もふさわしい言葉であろう－共感という言葉はコ

ミュニケーションが可能な範囲で共有できるあらゆ

る心の状態を指し、日常的によく用いられるような

同情や他の『優しい気持ち』を意味するわけではな

いことに意にとどめなければならない」(Cooley,

1922:136)。幾つかの点で、経済取引に関わること

は、コミュニケーションの過程に関わることを意味

する。先述したとおり、経済学ではたいていの場合

この点を無視し、そして、経済取引の過程を単にコ

ストと見なすのみで、潜在的な利益としては考えて

こなかった。しかしながら、こうした経済学の潮流

とは別に、本論文では経済取引のやり取りが行なわ

れた結果としてあらわれる重要な特質として､｢連帯

感」をあげる。Deweyはこの点について以下のよう

に述べている。「…人間の生は、個別的であれ、集団

的なものであれ、他の人間と共にある環境の中に入

inter-actionalアプローチ（合理的選択理論):

個人は制約された状況下で選好に基づき行為を行な

う。経済学において主流となっている考え方。

self-actionアプローチ（規範理論):個人は好ま

しいとされる社会規範によって制約を受けながら行

為を行う。こうした考え方は社会学において主流と

なっている。

これらの理論に共通して見られる特徴は､｢制約｣、

「選好｣、「目標｣、そして、「個人」等が行為の過程

の中で変化することなく、実在する、固定化された

所与のものとして考えられていることである｡Dewey

とBentleyによれば、これらの理論は、デカルト主

義者の確実性についての問いから生まれたとされる。

しかしながら､DeweyとBentleyは｢trans-actional」

と呼ばれる、経済取引とは何かという問いに対して

興味深い洞察を与えてくれる第3の理論を定義した。

彼らは第3の理論を以下のように定義している。

「「要素」や他の分離することが可能か、あるいは

独立したものとして仮定される「実在」、「本質」、

あるいは、「現実」を抜きにして、また、このよう
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な取り外し可能な「要素」から取り外し可能と仮定

される「関係性」を分離することなしに、行為の段

階や側面を取り扱うために記述のシステムが選択さ

れる。」(DeweyandBentley[1949]1973:133)。

この理論において、個人の選好はコンテクストに従

って定義され、また、行為もコンテクストの中で位

置づけられる｡固定化された実存に依るだけでなく、

関係性に対して重点が置かれる。これはコモンズの

るような経済取引に

しているルールや調

無形のもの」はより

きる(Deweyand

これらは、我々が経

の取引が存在し、実行されてい

おける慣習のシステムから進行

整を規定することによって、「

明確な輪郭をあたえることがで

Bentley[1949]1973:185)。

済取引のコミュニケーションの側面について考察す
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る際に、根本となる哲学的な前提である。
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個々人間における調整の問題となる。すなわち、「…

個々人の間で共有された経済取引の構造をつくるの

を発見したり、あるいは､助けたりすることとなる。

会話が、共有された意味の構造抜きでは起りえない

のと同様に、経済取引も制度を寄せ集めただけでは

起りえない｡」(1998:112．強調は筆者による)。企

業間の関係において、もし、契約が知識の相互的な

やり取りとして見なせるなら、取引を通してあらわ

れる相互学習の過程と、部分的にではあっても契約

を通して何がやり取りされたのかを考慮に入れる必

要がある。さらに、MayerとArgyresは以下のよう

に述べている。｢企業はお互いがどのように影響しあ

うかを知らずして、契約することはできない」

（2004：403）コミュニケーションはこの学習の過程

において主要な特徴としてあらわれ、相互のやり取

りを伴う、あるいは契約関係の特徴をつかむために

「コミュニケーションを伴う経済取引」の定義とし

て訴える。

このように、経済取引は社会の集積として研究さ

れるべきではなく、相互の関心・需要・戦略などに

基づいて行為者が相互の期待を形成することを考慮

にいれて状況を把握するべきなのである。(Joasand

Beckert2002:2)JensBeckertは、埋め込みは社

会的、文化的、政治的、認識上の、個人の意思決定

の構造、そして、行為者と行為者をとりまく社会的

環境との連関の表出を土台としていると強調してい

る。「埋め込みは、解釈を土台にした意味世界の社会

的な構造化のことである」(Beckert2003:771)。こ
うして、決定は、行為者と行為者相互の学習過程を
通した見解のすり合わせによって形成された状況の
定義に強く規定されることになる。

いるという意味で、解釈は社会過程のひとつなので

ある」(ibid.:773)。

り込んで相互にやり取りすることから成り立ってい

る。このため、周囲の環境や他者がいなければ、私

達は何事も達成できないばかりでなく、生きていく

ことすら適わない」(DeweyandBentley[1949]1973:

185．強調は筆者による）このようにして、個人とそ

の個人が関わる経済取引は以下の図にあらわされる

2つのマトリックスの中に埋め込まれていると見な

すことができる。

－動機の相互主義とは、経済取引の過程において

全ての個人によって追求される目的が相互依存

的であり、各自の行為は相互に結びついている

ことを意味する。

コミュニケーションを伴う経済取引

以上から、コミュニケーションを伴う経済取引と

は何かについての定義を行なう。

世界観の相互主義は、経済取引の全ての参加者

に、共有されている社会についての知識の枠組

みに基づいて、状況の解釈（あるいは定義）を

調整することができると信じられる根拠をあた

える。

集団として相互に依存している行為者間の経済取

引は、行為者がある状況に対して共通の認識をもつ

ことや、行為者の相互の不確実性を縮減したり、行

為を方向付けたりするために主体間で新たに共有さ

れた意味や予想を生み出すことを可能にする。コミ

ュニケーションを伴う経済取引はシンボルや契約の

ような人間の社会的行為によって調整されたり、支

えられたりしている（図1参照)。コミュニケーショ

ンを伴う経済取引は経済取引の物質的な側面（財や

サービスのやり取り）と共存して、同時並行して行

なわれる。

イメージの相互主義とは、個々人によって認識

されている世界についての定義の類似性、ある

いは、少なくとも互換性を意味する。

このように相互主義は、つまり、社会共通の世界

観を共有し、経済取引の状況でもありながら結果で

もあるようなものと意味づけられる。この理論にお

いて、相互主義は、不完全な契約だけではなく、個

人のものでもある。経済取引の過程から生み出され

る他の主な利益としては、取引の過程において、あ

らゆる個人あるいは実存に影響を及ぼす自己定義の

過程に関連している。たとえば、契約は、主流派経

済学のように、ご都合主義的に問題を解決する制度

こうして、コミュニケーションを伴う経済取引に

ついての理解は重要な方法論として従来の議論をよ

り豊かに発展させるであろう。

■■ 2．経済取引の多面的な性質

相互主義による交換

幾つかの意味で、全ての経済取引におけるコミュ

ニケーションの過程は我々の目の前にスミスの見え

ざる手を描き出す。相互にやり取りしながら共存し

調和をしていく過程はコミュニケーションの過程で

もあり、より注意深く定義する必要がある。

図2にまとめたように、経済取引は特定の相互取

引においてあらわれ、3つの次元にわけて記述され

る。

＝

1

重 的な手段としてのみ見なすべきではなく、経済取引

に関わる参加者が各々 行なう自己定義にも貢献し、

共通の世界観の自己定義にも役立ち、そして､動機・

世界観・イメージの相互主義を生み出すものでもあ

る。したがって、契約は、相互学習の結果として「知

識の相互主義」になるためのコミュニケーションの

方法であるとこれを見なすことができる。

物質的/構造的次元:これは交換の対象がいかなる

もので、また、物質的な観点から、どのように交換

が行なわれるのかを指す。つまり、財やサービス、

統治構造、交換の網の目、交換の網の目の輪郭がは

っきりとすること、また、この議論の枠組みでは、

財やサービス、そして取引の目的は先験的な実態と

しては存在しないということも付け加えたい。

相互に依存しているあるいは共通の目的を認識

するために、全ての経済取引は、相互依存的な

関係にある行為者の行為を調和させることが達
成すべき目標となる。

この目的の達成に着手するために、経済取引は

世界観動機、そして、イメージの三つの相互

主義を土台としたコミュニケーションの過程と

なる。

相互主義とは、アクターの行為は常に他のアク

ターとの特別な過程、互酬性と関わりがある。

「こうした定義は複雑な環境の明瞭さから成り、ま
た、物質的な状態、因果関係、密接な関係を持つ他
者の将来の行動、そして、技術や市場の変化につい

ての予測についての判断をもとにした偶発的な解釈

を通して定義づけがなされる。特定の状況における
妥当な要素についての判断は、少なくとも部分的に
は主体間で共有され、‐一般化された予想に基づいて

制度的な埋め込み

経済取引の制度的な側面は、これまで述べたよう

に、コミュニケーションの過程の中心的な特徴とな

っている。たとえば､CosgelとLangloisによれば、

経済取引には生産者の習慣が消費者の習慣に出会う

ことが含まれるという。したがって、生産の問題は

認識の次元:これは取引に関わる行為者によって、

共通性の認識、世界についての知識の共有、言語

コードの共有を生み出していくことをあらわす。

これには全ての取引における学習過程も含まれる。

１句
。
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交換におけるコミュニケーションの次元はある意味

で物質的な次元よりもより重要となる。交換される

ものは財や貨幣だけではなく、友情、相互の承認、

アイデンティティの定義および再定義も含まれる。

つまり、それは交換の非物質的な次元である。こう

した関係を通して、離散している個人はコミュニテ

ィを形成する。C.C.llinrichsは以下のように主張し

ている。「コミュニティ支援農業(Community

Supl)ortedAgriculture、以下、CSAと記す）は個人

を生み出し、コミュニティを発展させるひとつの方

法として見なされている(DeLindandFerguson,

1999)。したがって、アメリカで発達したCSAモデル

はたいていの場合、季節ごとの農場でのお祭、敬老

の日、就業・教育を目的とした農業体験、そして、

しばしば子供の活動もこれに組み入れられる。こう

した交流を通して、農家と消費者はお互いの状況や

関心、そして、需要をより多く学び、そして、食を

中心におき、コミュニティの構成員が同じモノを食

べる者同士として共通のアイデンティティを持つた

より統合されたコミュニティを創りあげる。CSAは、

主流派の市場経済学とは根本的に異なる新しい連帯

経済の創出が見られると主張している(Grohand

McFaddenl997,p.34)｡｣JohnDeweyのプラグマテ

ィズムの枠組みでは、市民は現存する市場経済シス

テムの問題や不確実性に直面すると、こうした共同

の問題を解決するために社会調査を行うとしている。

このようにして、経済は言説の市民空間の領域とな

る。J.Deweyは以下のように主張する。「社会とはア
ソシエーション、相互に意見を交わす集会と同義で

ある…そして、生産と交換を管理する社会的に設計
された構造は、それ自身は単に社会性、集会、相互
の知識唯一の手段であり、周縁的なものではない…

私が交換の社会関係と呼ぶものは、コミュニティに

おける市民としての個人、生物学的かつ社会的なマ
トリックスへの埋め込み、需要の充足だけでなく会

話を求めること、相互の自己定義、相互主義、そし

て、公正を含んだ複雑な多元的な活動を意味してい

る」[2003ap.168]｡C.C.Hinrichsが主張するよう
に、「市場｣経済のオルタナティブを作りだす試みと

して、人びとはコミュニティを作ったり、関係を共

有させたり、財の脱商品化をしたりしている。産地

と消費者の直接取引、フェア・トレードの分野は世

界各地で広がっている。「この社会的な結びつきのな

かで、埋め込み、相互主義、そして信頼はしばしば

産地直送農業の（比較優位となる）特質と見なされ

ている」[C.C.Hinrichs2000;p.296]。

これは取引に関わる各行為者の（自己）定義・再

定義に関わる次元である。こうした象徴的な概念

の次元においては、経済取引を支える契約や他の

社会的行為は、潜在的なご都合主義から各契約者

を守ることを目的とした技術的な道具とは見なさ

ず、財産のコミュニケーションや認識の次元をあ

らわし、相互学習の結果として生み出される生産

物とみなす。

食料の消費をすることは社会的な行為であり、そ

こでは意味づけや個人あるいは文化のアイデンテ

ィティに関わるものであることが含意される。そ

のため、これは社会的な側面の一部として構成さ

れる。

更に、食料の生産と消費は、いわゆる消費につい

ての諸制度と結びついている[Cosgell997p.154]。

すなわち、社会的に計画された規則のシステムは個

人の食料（あるいは財）の消費において、均衡をも

たらす。J.Gutmanの論考から着想を得た図3は、財

の多元的な性格と食料の消費と生産をDeweyによる

2つのマトリックスのなかにあてはめて描き出した

ものである。

正統性の探求：パートナーシップ経済の必要

現在の経済システムは満足に機能していないこと

はいまやよく論じられている。たとえば、エンロン

やワールドコムの事件は一般的な企業統治のシステ

ムは変わる必要があり、幾つかの意味で企業は株主

の利益を最大化するためにつくられた民間の制度で

あるだけでなく、多面的な社会的責任を負った「半

公的」な存在でもある。主流派の経済学の観点から

は見えてこない、環境の領域や児童労働による搾取

といった企業による影響も同様である。資本主義経

済とその主要なアクター（企業、政府）は重大な正

統性の危機に瀕している。M､C・Suchmanは正統性を

次のように定義する。「実存による行動は、社会的に

構築された規範、価値、利益、そして定義の範囲内

で望ましい、調和の取れたものであるべきという社

会において一般的に共有されている感覚あるいは前

提」[1995p.574]｡G・PalazzoとA.G.Schererは正

統性を三つの形態に明確に分類した。

関係性の次元：これは感情の次元を指し、人間の

実存に関わる社会関係としてみなされるやり取り

も含まれる。このようにして学習過程を経て、行

為者をお互いによりよく知るようになる。また、

学習過程を通じて、行為者は信頼、相互の敬意、

友情、双方向の関わりへと開いていく。これは潜

在的な経済取引におけるもうひとつの重要な利益

となっているといえよう。 生産・消費が別個の領域にあるケースであったた

め、近代の農業一食料システムは、象徴的な次元を

宣伝の需要を満たすために計画・操作されただけの

制度にまで縮減することで、食料の生産・消費の生

物学的な次元と象徴的な次元とを完全に分離してし

まった。

財の多元的な性質

本論文における議論の枠組みにおいて、財ははっ

きりと明確化された所与のものとしての需要を満足

させるための物質であるだけでなく、コミュニケー

ション、関係性、象徴の次元をも司っている。

M.DouglasとB.Isherwoodが指摘するように、我々

は財の物理的な性質を考えただけでは需要を理解す

ることは出来ない。人間は他者とコミュニケーショ

ンしたり、彼を取り巻く世界に意味を与えたりする

ために財を必要とする｡私はG.Simelの交換につい

ての良い理論を持つために我々 は社会性についての

良い理論を必要とするという見解を支持する。この

ように交換は複雑な関係性の行為としてみなされる

べきなのである[Pietrykowski2004]。たとえば、食

料の消費は生物学的な側面と社会的な側面に関連付

けられた特定の次元によって投資されている。

1．交換のための市民空間の再創造：パートナ

ーシップ経済へむけて

言説による市民空間としての経済：交換の社会

関係

認識の次元において交換が単なる社会関係の制度

のひとつにまで地位を低下させたことから、認識の

次元で生産者と消費者の間で新しい種類の交換の形

態を再創造する必要性があらわれてきている。たと

えば、日本における提携制度の発達や、アメリカや

フランスでは交換における相互応答形態

(correspondingforms)は、市民権を賦与された個人

は連帯して､相互に満足がいき､相互主義に根ざし、

公平を規範とし、相互に学びあい、知識を生み出す

新しい交換関係を設計することが可能となっている

ことをあらわしている。このような交換の社会関係

は個人間のコミュニケーションを士台とし、また、

プラグマテイック（制度）な正統性：集団（たと

えば、企業）やシステム（｢市場」経済）に属す利

己的で自己中心的に行動する個人から生まれた。

M.Friedmanは企業の唯一の社会的責任は利益を

上げることであると主張し、彼はこの形態の正統

性について述べていた。

Ｉ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ

認識の正統性とは、現存する経済システムが当然

の前提としているものである。共有されたイデオ

ロギーと精神的な類型から、組織、統治構造、あ

るいは経済'システムの機能が全体として不可欠か

つ不可避であるという考えへと導き出される。た

食料を消費することは、生物学的には生命を維持

する必要からきており、また、そこから生物学的

な側面と人間の生における物質的な側面に関連付
けられる。
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とえば、グローバル化はこうした方向への進展そ

のものに対して疑問もなしに推し進めることに対

して消極的になるという制約を課す。

り、共有されている社会的な状況の幾つかの側面を

変革したりすることをコミュニケーション行為を伴
いながら行なっていくプロセスを意味する。したが
って､｢議論によって明らかとなる価値の認識基づき

かつ、集中的に各自の意見を競わせることから統一
された意見があらわれることを（議論の過程は）呼
び起こす」[Dewey,Tufts;1932]。そして、「個人
は、包括的に満足できる選択を求めるために賢明で
あらねばならない、そのために衝動に駆られて欲求
を満たすということを抑えることになる」[Dewey、
1922;p.285]・コミュニケーションと討議の市民空
間を発展させることを通して、私がこれまでに提起
してきたパートナーシップ経済の領域へと足を踏み
入れることになる。モラルの正統性への道へ進むこ
とは、アウトプットばかりを重視することに支配さ
れている従来まで一般的であった経済活動観から離
れ、政治的なコミュニケーションの下で運用される
インプットを重視した経済への転換を意味する。私

がパートナーシップ経済によって論じていることは
以下の図にまとめられる。

もちろん、この図式的な枠組みの限界や規範的な

偏りは私自身も気づいている。しかし、実践的な枠

組みにすることで単なる現実の記述にとどまらない、

理解と行動のためのガイドなったであろう。近代社

会の複数化（個人化、グローバル化、伝統の地位低

下）は市民たちの、そして私たちの共有する「共生

世界」へと向かう、よりやさしい方向へと経済を再

設計するための呼びかけにつながっている。現在の

交換の社会関係は2つの基準によって区別できる。

モラルの正統性とは、実存と実存間の実際の関係

に対する道徳的な判断から生まれる。モラルの正

統性は社会的なコミュニケーションを通して社会

的に構築され、社会的に保障されるとする説であ

る。モラルの正統性は公的な場での明白な議論の

結果生まれ、実存あるいは実践はこうした議論へ
の参加を通して正統性を得る。

、

個人の活動の制度化の度合い：交換関係の中におけ

る個人は制度への強いはめこみ（戦略的な行為、利

益の最大化、効用、経済的な需要への志向)、あるい

は、弱い度合いの制度へのはめこみ（相互の知識を

志向する活動、会話、個人的な関係、モラルの正統

性）によって特徴付けられている。これもまた、経

済の個人化の度合いを示している。図4は交換関係

の多元的な特徴と、現在も考慮中の交換関係の異な

るタイプを表象したものである。

経済学において、我々の枠組みは、現在主流とな

っている行為理論の再考をせまり、相互行為・コミ

ュニケーションアプローチへの変革をもたらす。

結論として、図5に主流派の経済学と相互行為・

コミュニケーションアプローチとの主な相違点をま

とめた。我々の枠組みは真に民主的な経済活動を実

現するための規範的な枠組みとなる点に注意してほ

しい。

今日において、プラグマテイック（制度）な正統

性と認識の正統性は腐敗し、経済活動に対する啓発

の必要性がひろく認識されるようになっている。こ

うして、我々 は経済システムを設計するにあたって

モラルの正統性を主要な問題として考えなければな

らない。経済は政治的な討議へと開かれた市民空間

として考えられるべきである。政治的にとは、ここ

では人びとが政治的な調整を求めて集団を組織した

市場性の度合い：交換関係は、価格調整ととも

にコミュニケーションによる調整も相対的に重

要であるとする観点から考慮される。そして、

交換関係の連続体の種類は低い市場性をもつも

の（コミュニケーションによる調整が強く、価

格調整の度合いは弱い）から、高い市場性（価

格調整の度合いが強く働き、コミュニケーショ

ンによる調整は弱い）をもつものが存在する。
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図2：取引の構造的、認識の、関係性の次元
図3：財の多元的な性震
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図4：交換関係の多元的性格
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強
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パートナーシップ経済

相互のコミュニケーションの網の
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人間中心
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内発的

市民権

問題がある、または、不確かな状態
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意見を競わせる議論
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ことを配慮に入れた評価の社会過
程
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(主流派経済営

で見る市場）

用

強

の教科書
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契約的アプローチ

競争的「市場」経済

契約による結びつき

所与（市場）
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利得
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私的財産権にもとづく所有によ

る権力の行使

利益、株主価値、効用の
最大化

モラル経済と社会発展

レンヌ第一大学政治経済学部講師

PEKEA(PoliticalandEthicalKnowledgeonEconomicActivities

はじめに

本論の目的は、「社会発展」を実現するための現実的な
方策を示すことである｡モラル経済はこの課題の胤歌に貢
献しているのだろう力も結局のところ､我々の目指すもの
はかなり野心的であるように思われる｡また本論において
噛床な概念がいくつかみられることについて､お詫びをし
ておきたし＄これにかんしては､今後議論が深まっていく
ことを望んでいる｡まず最初に､モラル経済から得られた
Wllは､従来の経済発展のための計画や提言と沿うもので
はないことを示したいこういった教訓は､民俗学的なも
のに依拠したものである。

しかし、モラル経済はオルタナテイヴな目標をまだ定
義できていない。どのような社会を築きたいのだろう力も
マルク・アンベールが言うように､雁済発周の概念は、
実際には、経済専制主義的なものに依然として留まってい
る。これは純忰な経済発展に代わるものの一種であるが、
これを促進する者達から未だ定義付けられていない我々
は､オルタナテイヴな概念である｢社会発展｣を信悪性の
あるものにしたし＄本稿は､大きく分けて､以下の2点か
ら構成される｡第一には､経済発展とモラル経済のアプロ
ーチを比較したし＄これにより､重要なポイントに関して、
多くの矛盾が浮かび上がる｡第二には､この対立を認識し
た後に、「社会発展」のための提言を行いたい

I.モラル経済と経済発展

「経済発展」という表現は1945年以降にみられるように
なった｡これは植民地から新たに独立した国々での問題に
対処するためである｡その意図は正当なものであった｡多
くの有能な経済学者は､これは新たな研究分野であり、新

43

経済活動に関する政治的倫理的知識協会）

ロベール・フルゥヴィル

相 馬 和 仁 訳

たな理論的･実用的なツールを必要とするかどうか困惑し

ていた。この疑問に関して､広く受け入れられる答えはな

く、その結果､伝統的な経済専制主義的アプローチが､経

済発展の研究領域において依然として支配的であった。

経済専制主義の主な前提条件の定義：経済活動は自然

法にのみ従属するものである｡そこでのアクターは自由な

個人だとされており､全ての個人および社会から隔誰され

たものである｡そのアクターは､意思決定において外部か

らの干渉をうけることがない。この「ホモ.エコノミカス

経済人)」は純粋に自己の利益を追求するものとされる

（アダム・スミス)。また、自己の喜びや痛みに関して、

心理的･功利主義的計算にふけっている。満足とは、自由

市場で購入される､財の消費のみから得られるものである。

社会行動は、個々 人の行動の積み重ねによるものとされ、

その結果､社会幸福が生まれる。実際に、この自由な経済

専制主義的パラダイムは、強固な平等主義的原理の上に

成り立っている｡市場でのアクターである個々 人は､均衡

した権力を享受している。ただ､この条件を尊重できない

のは､この理論が論理的に不可能である十分な数理的根拠

があるからである。また､残忍な二度の世界大戦の経験か

らも、この理論は実際的に不可能であるといえる。

1945年以降、JM.ケインズは解決策として、経済専制

主義に道徳的譲歩を持ち込もうとした｡これは､完全雇用、

富の社会への再分配､社会平等を目的とした自由資本主義

の大改革から成るものであった｡信用通貨の拡大を含む国

家支出は､新たな限りない経済成長のための力強い手段と

して考えられた｡潜在的需要の高さから､貧しい国々 は富

める国々 よりも速く成長することが見込まれ､両者の生活

水準も平準化に向かうと見られた。この楽観的な見方は、
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戦後30年の「黄金時代」の間続いた。社会主義的計画経

済は、これに対抗することが出来なかった。

1975年以降、ケインジアンの譲歩案は、その後の生産

の減少や企簿1l益の圧迫､高インフレによる経済の低成長

の影響で姿を消した｡レーガノミクスは企蒋ll益率の回復
策であった｡これを押し進めるために名づけられたグロー

バリゼーションは、19幽己の自由経済への先祖返りのよ

うではないれ我々 は腱済専制主詞という、最高のス

テージへと到達した｡またこれは､完全な金融市場におけ
る最高のステージでもある。

もしれなしも 多様な生活観について言及することはしない。けれども、
4.技術の蓄積長い間、モラル経済では､天然資源の以上の5点は、古くからの社会に関して、ここ2世紀の

管理に関して､オリジナルで効果的な方法を構築すること間に集められた、世界中の民俗学的な資料と相容れるもの
ができた｡例えば､水侶Maghimhi)､土壌のRutatora)、である○

森林(ESdlesshambo)がある。これらは、深く考慮に 贈与社会:AlainCam6は最近､MarcelMaussbage
入れる必要がある事実である｡異なる伝統社会が、必要最60)の重要な功績について記述している。これによると、
低限の生活レベルで､よい天然資源の管理の方法を取引す腋は主に1925年に行った民俗学的観察から､互恵主義
ることは､人類およびその家畜が生き残るために一番欠か（もしくは贈与システム)は古くからの社会での交換の法
せないことである｡キーポイントとしては､ｨ戸や試錐孔、則から構成されるという重要な事実を立証した｡互恵主義
土壌をうまく管理する必要があるだけでなく、これらの資とは贈呈、授与、お返しという3つの義務を表すものであ
源や灌慨へのアクセスの権利を調整する必要もあるといる。しかし、古くからの社会においては、互恵主義は定義
うことである。

付けが難しい｣｡我々はこの議論について焦点を当てた晩
5．近代化（と開発？）への抵抗はモラル経済の直接的贈与システムの根底において､2つの重要な原理がある
な結果と思われる。ggl"molDはJ.C.Sco枕を引用し、こが､これらは市場システムにおいて定められている交換と
う述べている。「モラノ職済は元来､東南アジアの中の、は全く反対のものである。MMaussによると、これは道
最低限の生活およひ近代化への捌充のための農民システ義と信用である｡贈与とは､寛大さを表すものだけでなく、
ムとして議論されている｣。この抵抗の形式は、ゴラン．大半の場合はそれを受け取り､そしてお返しをする義務が
ハイデンの､情の経済の附樅されない農民｣の行動にみ生じるものでもある｡つまり、社会関係を生み出すものなられる。

の起これはまた､力関係をも作り出筑同等のものを贈
モラル経済は､特にアフリカで開発とは相反するものとり返すことは､債務を帳消しにすること、つまり社会関係
して伝纐勺に認識されている。これは､文化が開発を阻害それ自体を嶋肖しにすることである｡信用とは匿名性のあ
しているという議論と重なりあっている(SakaInoto,るものではなく､人から人への明確な関係から成り立つも
pll7)。のである。しかしそれは､社会全体にかかわることでもあ
ゴラン･ハイデンはタンザニアについて「(情の経済のり、経済や宗教､家族､民族､権力といった社会現象全体
結果として生じる)インフォーマルな制度は､正式な制度にかかわるものでもある。また､魔法のようなものなのか
の芳しくないパフォーマンスの結果ではなく､その原因ともしれなし＄それゆえに互恵主義は､古くから社会の再生
なるものである」と論じている。産に必要な条件なのである。

古くからの「贈与社会」と近代的な「市場経済」の間
B."U主義的行動と贈与社会には根源的な対立が存在する。カール.ポランニーは｢人
ハイデンは以下のように述べている－情の経済はモラ類社会の歴史において完全に目新しいものとして､自由市
ル経済のようなものであるが､これはアフリカに限られた場経済システムは現れた」と主張している。
現象ではない｡これは普遍的なもので､世界の地方コミユ功利主義者の行動は､オーソドックスな経済分析の根底
ニテイでよくみられるものである｡これは本論の目的を鑑にある｡本稿の最初のパラグラフで我々はそれを要約した。
みると重要な主張であり､また我々はこれに賛同している。歴史的に功利主義的行動は､互恵主義(もしくは贈与シス
以上で挙げた5点だが、世界の高度な問題に対する経テム）に基づくものへ、ほぼ至る所で受け継がれている。
済学者の見方の一部であることを我々は理解している｡ど功利主義者の哲学は､およそ,400年前にヨーロッパある
のように古くからの伝統社会は組織されたのだろう畑いはイタリアの商業都市で産声をあげた資本主義的市場
我々は宗教､魔術､儀式､家族の絆、罰則、祝祭、生産、経済と共に発展した(EBraudel)。この二つの論理の対ｲ司叩､つまり､i伽荊二会において切り周胴-ことのできない、立は徹底的なものであり､資本主義市場システムを拡張す

活の様式とそこで禁じられていることは､二つの道徳的原

理に基づいていると主張している｡それは相互主義の規範

と､必要最低限の生活への権利である」とTITburutaは述

べている。

また、アフリカ経済は｢一瞬上された相互主義｣の規範

によって強固に支配されていると､KSugm'u'趣は述べて

いる。「富は生産を目的として物質的に蓄積されるのでは

なく、消費を目的として蓄積される」そして、「富は強固

な社会の連帯と調和のとれた市民を生み出すために消費

される。これこそまさにアフリカの農民の富なのである」

とSugimural鮒け加えている。富の多くは社会関係を

維持そして強化するために蓄積されるのである。

Supmuraは、「アフリカの農民のモラル経済は、東南

アジアや日本の農民のそれよりも､狩猟甑喋民のそれに似

ている」と結論付けている(SugimuraandRutatora)。

2.資本の蓄積よりも消費の充実を目指すも充実した消

費は､僻しや儀式ないし葬儀といつ洵渭矛においてみられ

る｡物質の大量破壊は､社会関係や富の生産の手段として、

そしてコミュニティの連帯を再生するためには有益であ

る。こういったことは、効用という観点では、「無駄」と

される。それは資本の蓄積と相容れないからである。

3．社会関係と文化の永続,伝統社会では、その生産機

能を犠牲にして、再生産機能を優先している。「再生産機

能」という言葉は、「祖先がずっと以前から伝細勺に行っ

てきたこと」と定義される､主に儀式や文化に関して言わ

れているものである胚SakammolD)。近代生産社会では

短期的利益にのみ注意が払われるが､伝統社会では､社会

で3世代以上もの長い間にわたって続いている利益に注

意が払われていた。

この著者はnndiという地域において現地調査を行っ

ているが、ここでは､高い年齢層では伝統的文化について

肯定的な意見がみられる一方で､若い年齢層(30代以下）

では侭細勺文化に対して否定的であり､その継承をやめよ

うとしている。また女|生のみが関心をもつこととして､女

性の権利がモラル経済において侵害されていることがあ
る。

この最後の記述のように､伝統社会とは強制的なもので
あり、個人の発展が阻害されているという別もある。そ
の結果､若い世代が｢欧米型の近代化｣に好意を持つのか

’

I
Aモラル纈とは？

まず最初に､モラノ懸済のテキストでみられる懸念を示

したhこれまでに経済学者が定義出来ていない経済発展

は､アフリカで失敗したのだろう力もモラル経済は発展へ

の障害物となっていないだろう力もこのような懸念が示さ

れる一方で､モラル経済を軽視することが経済における失

敗の主な要因であるという、正反対の意見もみられる。た

だ共通点としては､個人の行動に焦点を当てて議論をする

ことがある。

アフリカであれ東南アジアであれ､モラル経済に関する

研究について重要なことは､この両地域の尉寸社会の現地

調査を通じて情報を集めることである｡この研究の成果の

中から興味深いものを取り上げると､この両地域の農民は、

経済学の理論で定義付けられた｢ホモ･エコノミクス」の

ように行動していないことがある｡なぜ彼らはｦ勵利主義

的な行動をとるのだろう力も民俗学によってのみ､歴史的

根拠をみつけだすことができる｡現在､モラル経済が現地

調査で重視し伝統社会からの伝承で､それが絶え間ない変

化を制限しているからである｡経済輔ﾘ主義によって､古
くからの社会は崩壊したに違いないのだが､これは後進国
の｢近代化」という言葉によって正当化されている。伝統
社会を救うためには何が必要なのだろう力もまたなぜ必要
なのだろう力も

以下では、モラル経済の樹敦を数点、2004年と2005

年にダルエスサラームで行われた会議で発表されたもの
の中から挙げた↓＄

1．相互主義と成果の分け合し％「東南アジアの農村の
『モラル経制研究の第一人者として､スコットは尉寸生
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ることで､互恵主義に基づく全ての伝統社会は､過激な方

法で破壊されていった｡ただ､全てが破壊されたわけでは

なし＄人類学的アプローチによって､世界の一部に残って

いる伝統社会への観察も行われている。

経済人(ホモ･エコノミクス）として入類の行動を簡単

に説明するということはフィクションにすぎなしも数千年

もの間､人類は自己中心的な個性を許されておらず､生存

のためには協力することが必要になっている。しかし､今

日の統計から、自己中心的な豊かさは、「少数派の糊掲

であることが明らかになっている｡金融の専門家によると、

世界の株主の数は3億人にも及びその中には主婦や子

供も含まれている｡この株主たちはごく少数の豊かな国の

住民である。この株主価値は、2004年現在で31兆ドル

にも及ぶ世界のGDPの86%)。彼らはまた、世界の富

の約75％を世襲で受け継いでいる(Jean

PeyrdeVade,2005,LeCapitalismetotal,Ed.LeSe皿を
見よ)。

人類の性質を誤って定義することで､自己中心的な富や

富の分配の不平等が正当化されてしまう。しかし、「希少

性」という概念の上に成り立つ、「経済学」を生み出す上

で、これは重要なことでもある。

C.稀少性の絶対的な力

希少|生は近代経済学的思考における重要な概念である。

ライオネル・ロビンズの定義（1932年の雁済学の本質

と意剥）「代替物の使用における、目的と財の希少性に

関する人類の行動についての経済学的考調は学界で広

く認められている｡この定義は根拠の無い前提条件によっ

て完成されている｡資源は希少だが､人類の欲望は限りが

なし＄限りない欲望と希少な資源の間に永遠に続く競争は

経済理論における重要な要素である｡それは自由市場にお

ける価格決定に必要な条件でもある｡もし希少|生がなけれ

ば､市場価格はゼロになるだろう。つまり、人類は（イン

ターネットのソフトウェアのように)自由財を享受するこ

とになるだろう。財が豊富にあれば経済学は消滅する。

経済＝節約の概念がなくなり､生産過剰による経済危機が
おこり、財の価格や企業収益が落ち込んでしまう。生産が

需要を超えれば、これは必然的に起りうることだという。
ロピンズの定義は､アダム･スミスの恒久的な市場の拡

46

大、セイの法則（1803）一「供給はそれ自身需要を創出

する」一を必要とする｡割換えると、生産の鋤ﾛは需要

の増加につながり、その結果､希少性が消滅することはな

くなるだろう。豊かになればなるほど､需要は更に増えて

いく。貨幣は中立であるとすると、生産したもの全てが売

れることは可能となる｡こういう経済学Ij根拠のない仮定

の上に成り立つものである｡資本主義システムにおける自

由市場においては､経済崩壊のリスクを負わぬように供給

を増やしていかなければならなし＄最大限に必要とするこ

とは、永続する相対的希少性を取り戻すことである。

カール･マルクスは､共産主義社会とは､生産力が高い

レベルで発展し､希少|生がなくなり、全てのニーズが満た

された時にのみ成立することを認めている。

欧米の基準では､かなり貧しい？と一般的にみなされる、

古くからの社会に希少性を学ぶことは可能である｡これは

標準的な経済学者にとって､むしろ危険な作業である。し

かし、少々 疑問を持つ事は悪いことではない。「本当の人

類のニーズ｣の定義は文化システムによって異なることが

あり、そのため､希少|生は富の社会的分配による相対的な

概念であることは､論理的に考えればj-ぐ酬晶できる。こ

れによって､マーシヤル･サーリンズの『石器時代の経済

学（1972)」で述べたメッセージ、「最初の豊かな社会と

は、農業を行わず、狩猟を中心とした旧石器時代である」

ということを醐県できるだろう。少なくとも、旧石器時代

の社会の多くは自然が豊富な所にあったことと関係があ

るのかもしれなし＄ここで､牧歌的な生活条件と関係した、

ACame(叩dt・pages54-56)の、主に2つの議論を取

り上げたし％第一に､基本的なニーズを満たすために必要

な仕事量は、1日約2時間と少ない｡狩猟や漁業､祝祭が

主な仕事である。第2には、遊牧社会が中心となってい

ることである。富や｢資本｣財の蓄積を拒むことで､労働

時間を低く抑えることができる｡多くの人類学的研究によ

って､聖書のエデンの園に近い社会が存在していたことが

確認されている(B.MaljnowsIJ)。

しかし､特に昔について､社会変化の仕組みに関して疑

問が生じる｡なぜ幸福な狩猟民族たちがエデンの園を離れ、

消え去ったのだろう由多くの社会学者は人u増加を要因

として挙げるだろう。旧石淵寺代社会では､土地からの収

稚を減らさないように、人口を抑える術を心得ていたが、

この中には、現代社会では衝撃的なものも含まれている。

例えば、間引き、性行為の禁止、生贄、安楽死がある

(Cail16,p.55)。しかし、この時代の人々は、この問題に

ついて鋭く洞察していた｡結局､彼らは定住して農業を行

い、食糧を備蓄するようになったのだ6

D・仕事または労働の発明

社会発展に関する新たな概念を定義するには､人類が仕

事に対する本当の姿勢を証明しなければならない｡以下の

経済専制主義の理論では､希少性とは重労働によって打破

される。ジョン．ロック以降に、アダム・スミスは仕事を

価値のあるものとした｡スミスは､分業によって生産性が

増し、国富が生まれると説いた。しかし、このような仕組

みは､労働者階級の働きに負うものであった。これは､民

主主義的道義に反するものである。

刮舶勺な民俗学には､今日では驚くべきことが記されて

いる｡それは､，7世紀までは､全ての人類社会において、

労働は信用の無い活動だったということである｡正確にい

うと、これは、効用の最大化は消費から生まれ、労働は

人類にとって本末の態度ではなかったということである。

しかし、人と労働の間にある本当の関係を定義しなけれ

ば、よりよし牡会を作ろうとしても失敗するということ

でもある。またここで、セルジュ・ラトウーシユの近著

鵬済の発明』にも言及しておきたしも

「全ての社会は経済的生活に従事し､生きていく手段と

して働くための資源を確保していると､我々 は経済のイデ

オロギーによって信じ込まされている｡このように経済学

が市民権を得るためには､人類学および歴史的な論証を避
けて通れない」卯66)｡｢BMalinowSl画､カール･ポラン

ニー、M.Mauss、M.Sahllng，LDmnmontといった有

名な経済人類学者の論証はよくまとまっており､納得のい
くものである。民俗学の第一人者であるDunkhe皿、
Levy-Bruhl、唖azerは、原始社会では全てが魅惑的ある
いI刻申聖であったことが既に明らかになっている｣。
我々の議論にとってより重要なことは､全ての古代文明

で労働は卑しい吻憶と見なされていたことである｡例えば、
エジプト､ギリシヤ、ローマ､アラブもまた､労働を嫌い、
戦争に明け暮れていたドイツおよびスカンジナビア民族
に支配されていたヨーロッパ封建システムでもみられた。

ギリシャおよびローマ文明では、自由民の高潔な活動は、

哲学､宗教､政治に限られていた｡劇場は市民教育を目的

としてものである｡のちにローマで､自由平民の惰情から、

サーカスや剣闘士に戦いといった娯楽社会が生まれた。

17世紀には、フランスの官吏は、農夫たちが1年の半分

しか働かないことに懸念を示した。これは､多くの宗教に

関する祭や夜警､週末があったためとされている（エリ・

ヘクシャーの「重商主義」を見よ)。有名な歴史学者にも

触れると(MosesFinley、Jean-PierreVernant、Paul

Vbyne)、セルジュ・ラトウーシュは「怠惰や娯楽、祝祭

への出費､互恵主義が､工業化の時代まで続いた」と記し

ているい､71)。
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E.カースト社会と階級社会

前項だけでは漠然としているので補足したい｡基本的ニ

ーズを満たすために必要なものを生産するためには､不可

避な行動もある。自由市民が娯楽を楽しめるのは､奴隷や

農奴といった下層階級に既められた人々 が､生きるために

不可欠な｢卑しし壮事」をしてくれる場合に限られる。事

実､先に挙げた古代帝国は､多かれ少なかｵ1過酷な奴隷制

度に基づくものであった。

我々 は歴史の暖昧な現実を変えることは出来ない｡カー

スト制はアジア、ヨーロッパ､アメリカ大陸など世界中で

みられた。基本的なパターンは､聖職者､戦士、商人、そ

して労働をｦ鮒lされた最下層カーストの4層からなる、

封建ヨーロッパのカースト・システムとよく似ている。

18世紀の間、民主主義と啓蒙を求めた脚Nにおける革命

によって､カースト。システムに根付いた階級社会は姿を

消した。

民主主義革命の力によって､全ての人は生まれながらに

して自由で平等であるという全く新しし概念が現れた｡こ

の新たな概念からジレンマが生まれた｡自由労働者は熱心

に働くことを望まなかった｡基本的ニーズが満たされてい

る農民は、休息する事を選択したf1℃hayanovの法則)。
これは、生産性増加の手段として分業を行うというアダ

ム･スミスの教示とは完全に矛盾したものである。民主主

義体制下では､ヨーロッパの小製造業者を』理的な労働者
へと自発的に変えていくことはなかった｡対照的に､西ヨ
ーロッパのプロレタリア階級は､暴力的過程を経て誕生し

N
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た。我々 が知る限りでは、19幽己のヨーロッパにおける

労働者階級の悲|参な生活水準についての研究はかなり多

く存在しており、「資本の本源的蓄澗に関するマルクス

の分析は反証されてはいない近代の労働者が労働を余儀

無くされているのは､他の全ての生活手段を奪われてしま

っているからである｡その結果､新たな民主主義システム

は階級社会となった。

我々 はまた､同じ方法がヨーロッパの植民地でのちに適

用されていることを思い出さなければならなしも価艮した

国々 では､国際分業労働システムが導入された｡植民地で

は、工業が「禁止」されるという制限のもと、農業を専門

としなければならなかった｡伝統社会やそこでのモラル経

済を壊すことは､プロレタリア労働者に植民地のプランテ

ーションで輸出穀物を栽培に従事してもらうために必要

なことであった。

この暖昧な現実から､経済学における労働市場の分析が

有効であろうかという疑問が生じる｡本当に自由な選択を

与えらｵ1れば､たとえ脈号が減ることになるとしても、労

働者は労働よりもむしろ娯楽を好むだろう｡社会主義シス

テムは失敗に至ったのだが､これは資本主義システムの高

い労働生産性に対抗出来なかったためである。よって､社

会発展は一つの課題に直面している。つまり、どのよう

にして労働と発展を人類にとって好ましくかつ実りのあ

るものに出来るのかということである。民主主義は必要

であるが、決して魔法のようなものではなし＄

Ⅱ、社会発展とは？

「社会発展｣は､経済発展の代わりとなるもので､我々

の中心的な目的となるものである。よって､今日の社会に

おいて間違っているものについて､事実を述べたし＄経済

専制主義は､実際の大きな過ちに通じる､理論的に過った

ものである。限りない欲望を作り出す事で､それは限りな

い欲求不満と暴力をも生み出した｡社会発展は人類のニー

ズを満たすためのものである｡これらは人々 の民主的表現

によってのみ同一視される。

A人類のニーズと欲望を再考する。

1788年に、数百万人のフランスの農民が凡ahiersde
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doleances(陳情割」で彼らの主張を記#機会があり、こ

こから長い間にわたる民主的プロセスが始まった｡この経

験が世界スケールで繰り返されれば､どの国でも民主的な

答えは、おそらくJ.Kガルブレイスの「よい世の中」に

近いものとなるだろう｡世界の人類の大半は平和かつ幸せ

な人生を歩み､家庭を持つことを望み､そして全ての人々

のニーズ(食糧､住居､健康､教育など）が満たされると

信じている。その中には､知識や文化､音楽など､限りな

い欲求を示すものもあるかもしれなし＄ガルブレイスは、

よい世の中は富を生み出し､希少性を求める事で実現され

るという考えをもっている。

富とは何だろう力もガルブレイスの無垢な定義は､資本

主義機構にとって破壊分子となるかもしれなし＄これは、

希少性が問題の中心となる、ライオネル･ロビンズの経済

学の定義を完全に切り捨てるものである｡欲望は､人々が

主観的特性を持っている場合のみに限定される｡我々の物

理的性質では､限りない客観的ニーズをもつことは許され

なしももしそのような限られたニーズが優先されるなら、

我々の経済システムは､＃鋪旨しなくなるため､変化するだ

ろう。

J.Kガルブレイスはこの構造を完全に明らかにした有

名な経済学者である。彼の有洛な2つの理論的著作（｢豊

かな社会』（1958）と附しい産業国家』（1965）は、戦

後のケインジアン全盛期を考察した成果である｡大恐|荒の

後の1930年代､国家による支出と信用貨幣の発行によっ

て市場が拡大し､士勧nした生産を吸収する需要が生まれる

ことをケインズは示した｡ケインズの理論によって､供給

はそれ自身の需要を創造するというセイの法則が救われ

るという矛盾が生じる｡その結果､J.Kガルブレイスは嗽

望は、人々が満たされるまさにその過程において生まれ

る」と評した｡経済の停滞から脱河ー るためには､まず最初

に､生産をどんどん増やさなければならなし＄そして、市

場を拡大し続ける必要がある｡供給はその需要を作り出さ

なければならなし％マーケティングと広告と気前のいい信

用貸付は､今日において欲望を限りなく増やしていくため

のテクニックである。

限りない経済成長のための必死な努力は､資本主義者と

社会主義者の知kへとつながっていった｡過去の過ちを繰

り返さないために､我々 はここから教訓を得る必要がある。

B自由市場システムの教訓

J.Kガルブレイスは、最後の著作「悪意なき欺踊」

（2004）で「市場経済は空虚、不誠実、無味、浅はかな

言葉である｡資ｵ注義企業は市場を支配する力があるとい

う導漢が､市場経済という言葉で隠蔽されている」と警告

している。資本主義企業の論理は､経済成長と収益を必要

とする、限りない資本蓄積である。

「よし牡会」を作るための主な議論は、我々 には他の

選択肢がないということであろう｡現在の経済システムは

3つの理由から持続不可能である。

，‐国家の中や国家間で不平等が広がっており、これが

人類の大きな悲劇へとつながっている｡なぜこのシステム

では不平等が永遠に生産され続けるのだろう力もその答え

は、ニーズと欲望を邸|｣することにある。「市場の関心事

は、何が良い物かではなく、何が売れるかだ」（ガルブレ

イス)。欲望をかき立て、生産者は不必要な賛沢品を多く

売って利益をあげる。そして､基本的ニーズを満たすこと

をやめてしまう。豊かな国々 のペットの動物は、貧しい

国々 の人々 よりも重要な顧客と見なされている｡限りない

欲望を作り出すことは､国内およひ個際的な不平等の原因
である。

2‐長期にわたって市場が広がり、経済が成長すること

は､天然資源の膨大な浪費につながる。なぜならば､これ

は原材料およびエネルギーの低コスト生産に基づいてい

るからである。世界の貧困が生み出されることに加えて、
浪費と破壊が重要であるため､森林､水､大気､気候､石
油や他の刷列料といった､多くの自然資源の絶対的に希少
性を帯びるという脅威が起っている。
3‐絶対的希少|生によって、市場と嗣刻料の占有を巡る

戦争の固炭性が増している｡このような戦争は昔からみら
れたもので、17脚己の重商主義者が既に言及している一
戦争は貿易の延長線上にあるものである｡実際に､ガルブ
レイスは「よし牡会」の中で､戦争を防ぐ事に高いプライ
オリティを置くべきだと述べている。
戦争は限りない欲望と終りなき資本蓄積に歯止めをか

けるものだという恐るべき事実を､我々は歴史から読み取
ることができる｡戦争によって､資本財や金融システムが
破壊される。よって､§卿は不平等を減らす上で最も効果
的なものだったといえる。
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C・ソビエト社会主義の失敗

ボリシェヴィキによる1917年のロシア革命の後､高い

経済成長と社会正義をうたい､社会主義は資本主義との競

争に傾倒した。1945年以降は､植民地から独立した国々

への社会主義の浸透が命題となった｡これ力溌展競争に勝

ち､高い経済成長を達成するための最善の方法だと示され

た。しかし､社会主義が資本主義に勝てなかった｡労働生

産性の低さは､全ての社会主義国家で見られる現象である

ことを見逃す事は出来ない労働問題は社会主義の重要な

問題の中の一つであった。

マルクスとエンゲルスは労働階級の問題を解決に失敗

した。なぜなら、1848年の共産党宣言以来､彼らの資本

主義杜畔ﾘは暖昧であるためである。この共産党宣言では、

資本主義は労働者にとって非人間的なシステムであり､労

働者階級を破壊し､産業予備軍と呼ばれる大量失業を生み

出式しかし、これまでにおいて､資本主義は人類の歴史

の中で､最も進歩的なシステムであり、2つの大きな使命

を果している｡第一には､産業および生産の大きな成長を

もたらせた。これによって、希少性が打破され､余剰が約

束された｡第二には､古い文化の破壊へと必然的に導いた

ことがある。全ての古川割叩､迷信､儀式､宗教､時代遅

れの習|貫は消えることとなった｡よって､不快ではあるが、

資本主義システムは完壁で階級のない共産主義社会への

移行に必要であると思われる｡マルクス主義者と自由資本

主義者は､それがヨーロッパでも植民地でも､伝統社会の

破壊は必要であることに完全に同意している｡その目的の

ために､マルクスとエンゲルスはその主題を変えなかった。

しかし1917年のロシア革命後は､労働階級はソビエト

で支凹猪になるとされていた。つまり、労働者や農民､兵

士から選ばれた委員である｡ただ､官僚による独裁下でも、

ソビエトには政治的影響力はなかったと考えるのは誤り

である。しかし、ジレンマがある。プロレタリアの独裁に

よって労働者が働こうという気になるだろう力も問題は、

労働者への「インセンテイウ〕を明示することであり、そ
の結果､経済計画によって定められた目標を達成し､生産

性を伸I對事について､過去のソ連においては終りのない

議論がなされていた｡実際の結果は､歴史的なパラドック

スであった。セルジユ°ラトウーシュい78）によると、

ソ連の1936年憲法では､労働は神聖なものと見なされて

’
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ことの出来ない必然的なものである。

社会発展のためには､市場システムの破壊的な活動と対

|時しなければならないそれには､民主国家を守る必要が

ある。地域での民主主義には国家の協力が必要である。

生産や交換活動を､そして生きていくことを保証するため

に、「地域で決めること」を考案している。しかし、その

目的は生きていくことのみに限られているわけではない

それは､よりよい社会を生み網すために広がるものである。

地或の人々 のグループは､個人がよく考え､決断し､そ

して集団で行動するには絶好の場所である。ここでは､彼

ら自身のニーズや生産活動､努力分担､労働､痛み､そし

て生産物や富を分け合うことについて決定される可能性

がある。ここは、労働についての問題が解決されうる場

所であり､そして慈悲を冒涜することを止める場所でもあ

る。人間は､人生の中で何をするかを民主的に決めるべき

である｡知識やノウハウを次の世代へと伝承するという意

味であれば､教育はこの段階において最も重要な活動であ

る｡そのプロセスは､人類の誕生から端を発したものであ

る(MarcHumbert、1991,“j必GMTeeｵと｡”江巴

を見よ)。技術と文化は継承物である。

社会的価値:この言葉は富の新たな定義に相当するもの

である。それは市場の価値論とは異なる､新たな価値論を

必要とするものである｡測累を恐れず単純化すると、資本

主義社会は､市場価値を生み出し､それを評価することに

のみ関心が払われる。市場価値を評価するにあたって、2

つの方法が攝起される｡主観的な解を挙げれば､自由市場

において限られた供給を多かれ少なかれ満たしている時

に､限りない欲望によって佃各が決定される｡客観的な解

は、ジョン・ロックからリカード、マルクスに至るまで、

人間の労働は唯一の価値の源である、とする。しかし、ど

ちらのケースでも､目的は市場価値を評価することである。

後者に関しては､全ての活動領域や国の会計システムに入

り込んでいる｡社会的価値は､人間や社会にとって役に立

つ､交換価値よりも実用価値のある財やサービスを定義す

るものである。

民主的プロセス全体は､一般的に認められた社会的価値

および人間のニーズの定義へと通じていく。これは非常に

大きいものだが､限りないものという訳ではない｡社会的

価値は市場価値と一伽上することはない。しかし､市場シ

ステムでは非『IT場的活動は容認されるものではなbも市場

システムにおいては､民営化が行われる傾向が強い｡非市
場活動から市場活動への移行は､それが強引な方法であれ
法的な方法であれ､資本主義システムからみると､避ける

いた。しかし､人々 が資本主義市場社会よりも働く事はな

かった｡労働生産性は低く、資本主義システムへのキヤッ

チアップは不可能であった｡労働者が仕事よりも娯楽を好

んでいると結論付けることが出来るだろう力もそれでも、

労働者は労働時間を娯楽の時間に変換し､また逆に､個人

的ニーズを満たすために娯楽の時間を労働時間に変換す

る傾向があるということを留意せねばならない。しかし、

経済計画に技肺勺限界があることも留意せねばならない

のちに、Kボランニーはこのようなマルクスの分析に

異を唱えた伏転換、1944)。彼は、文化と社会関係は個

人にとって最も貴重な資産であると論じた｡文化および生

活様式を失う事は､糸課として､佃艮された社会において、

多くの人々 へ物質的な死をもたらすものである。

われたWTOドーハ・ラウンド交渉が凍結されたことは、

偶然ではな↓Lこれが再開されるかどうかも微妙である。

E.社会発展の実践

その目的はこのように述べられるかもしれない｡社会発

展は民主的に表明された人間のニーズを満たすことを目

的としている。民主主義は真の難題に直面している｡人間

のニーズは、個人自身によってのみ定義される。実際に、

これは現難勺な問題である｡どのような問題なのだろう狐

アダム・スミスの理論である「見えざる手｣は考慮すべ

きではなしもスミス以外にも、学問的理論では、自由な自

動統制市場システムは熟達したものであり､市民の代わり

にものごとを決定すると説明されている｡これはまさに民

主主義の否定である。

古くからの基本的な定義:民主主義それ自身は､人民の

政府である。すなわち､与えられた人間コミュニティにお

いて、大多数の意思が表現され、そして実行に移される。

後者は､地域から国際レベノレと、小さいものないし巨大な

ものとなるかもしれなしもこの構造の人民の政府は、自由

は全てのレベルにあることを物語るものである｡人は生ま

れながらに平等で自由であるだけでなく､個々の人間社会

には自分の運命をつくりあげる自由もある。しかし、自由

は無限ではなし＄他者の自由を害する時､それは制限され

る｡人が共有される社会で暮らすことに同意する味すな

わち､個人おのおのが無限の自由を捨て､共通の意思に従

う時のみに､社会生活は可能となる｡法律のみが人権と自

由を保障する。力からは､いかなる権利も生まれなし＄こ

の言葉を実証したのは､ジャン･ジャック･ルソーであり、

我々は国際関係において､これを現実にする努力をすべき

である。この民主捌叱念は､進行形ではあるものの､今の

所不十分である。

2国家レベルの民主主義．今日の民主国家モデルは、

1800年以前のイギリスやアメリカ、フランスの革命から

造られたものである｡漠然としたモデルであろう力もこの

3つの国では､世界を支配するという野望に戸惑いを覚え

ることはなかった。このことは、フランスやイギリスにお

いては当初から､重商主義戦争や支配階級の帝国主義的野

望に対して､人民からのサポートを得るために使われてい

たことを証明できるかもしれない｡国家によって､ナシヨ

ナリストのプロパガンダが展開され､そして弱者への植民

地征服が行われた。一伽可が問題なのだろう力も

必要なことを手短に言うと､民主主義は未完成なもので

あり、政治的分野も限られていることは､我々の認める所

である｡代表民主主義は､その概念においては完全に個人

主義的なものである｡抽象的な個人は地理的土台の上に基

づいて組織される｡その投票は､政治的分野にのみ影響を

与える。つまり、その投票は､政党出身の活動的で関心の

高い少数派によって佃艮されている｡議会で意思決定がな

されている間は､選挙で選ばれた代表は民主的コントロー

ルを受けない状態にある｡その結果､地或から国家へと民

意が伝わらないのである。

民主的国家とは？植民地が＃轍された後の時代、ヨー

ロッパ民主主義モデルの､新たな独立国家への移植という

試みは成功していない。そして、独裁が広がっていた。

1980年以降､IMFのような世界を支配する機関の公式教

義は､国家の力を弱めることであった｡国家は正当性が認

められることもあったが､蹴率なものと見なされていた。

また､市場への干渉をせず､民間企業に経済発展を担わせ

るよう、忠告がなされた｡民間企業には政治を運営する明

確な能力がない､つまり、社会を運営するする能力がない

ということが忘れ去られてしまった｡国家の弱体化は経済

社会それ自体の弱体化を意味し､大量の貧困の発達へつな

がってしまう。

国家が君主の権力を廃棄したような｢新興国」では､経

済鞘fll主義的ではあるが､経済発展は成功している｡国家

D.現代のグローバル化の失敗

ケインジアンの社会的妥協（1945-1970）によって、

豊かな国々の労働階級は､高い労働生産性を背景に､高賃

金とより良い生活水準を得るようになった。しかし1970

年代になると、労働階級はこれを享受できなくなった｡豊

かな国々において市場を拡張しても意味がなくなってし

まったためである。そして､スタグフレーションに陥って

しまった。また、社会主義も失敗に陥った。

道はグローバル化へ､つまり、新たな国際労働分業と呼

ばれるものへと開かれた｡資本主義的な生産者は､収益を

回復するために安価な労働力を必要とした｡この不思議な

枠組みを学ぶ機会を、「外国貿易と工業化：1962‐1980

年のアルジェリアの経験から｣という我々 の博士論文作成

から得た。この論文の本旨は、貧しい国々 の退屈で辛く、

そして牛産性の低い､低賃金労働をなくすことである｡豊

かな国々 は高い技術を要し､稼ぎのいし壮事を独占するこ

とで、主勤塵を維持している。豊かな国の多国籍企業は、

第三世界の新興国に巨大な資本を投下している。しかし、

産業も蕊鰊した労働者もいない最貧国は､このシステムか

ら完全に締め出されている。

この近視眼的なグローバル化が長く続いていくとは思

われなしも新興国がまもなく世界の貿易を独占することに

なるかもしれない。また､希少性から園ｵ料がハイテク製

品よりも収維が高くなるだろう。自由貿易は、もはや豊か
な国々にとって好ましいものではなしも2006年7月に行

■

I 1‐地域レベルの民主主義地域レベルで民主主義が実行

されなければ､民主主義は全く存在しないものとなるだろ

う。民間か公共かによって、これは全く異なる形式をとる

ことになるかもしれない｡今日において世界の多くの場所

で､自由化の影響で大きな困難に直面している椎陰もある。

この社会では､互恵主義と、古代社会の分かち合いの実践
を再発見することになる。高い失業率に直面することで、
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I

はその国の資本主義｢ブシレジヨアジー｣を守るものでもあ

る｡世界を発展途上国と先進国に分けることは出来ないが、

被支配国､緩やかに支配された国､支配国に分けることは

出来る｡貧しい国々 がどのような性質を持とうとも､国家

主権は認められるか､もしくは回復されるべきものである。

どのようなものであれ、これは発展の最低条件である。

16-KarlPolanyi-7X7e凸電t乃劃]sibzw泊亙o"(1944)

Ed.franCaise,Gallimard,1983.

代遅れである。通貨は象帥勺で政獅勺な議題にすぎない。

通貨はどこからやってくるのだろう力も実在しない場所

（無)からというのが本質的な答えである。毎日、商業銀

行では信用通貨を供給し、無を創り出している。よって、

二度の世界大戦や他の戦争（ヴェトナム戦争)、もしくは

1947年のマーシャル・プランでは、通貨は無から供給さ

れた｡通貨鋪11り出すということは､債務を創り出すとい

うことである。それは､国際貿易を必要不可欠とした､パ

ワー・ゲームである。

今日では、日本を含めたアジアの国々 は､世界有数の貿

易国であり、また債権国である。この国々から金融改革を

求める声はむしろ少ない｡またこの国々は､深刻な借り手

不足にあえぐ皿価の代わりを務めている。それでも、開

発プロジェクトへの資金供給を､自己の勝手な利益を守ろ

うとしている､ごく少数の大国がコントロールすべきでは

なしも通貨に関する唯一の解決策は､貧しい国々 が、自分

たちが必要とする機関を立ち上げるために､民主的な組織

を形成-ｳー ることである。

HoughtonMittlinCo.Boston,

4-J.K.Galbraith.1967－肋GAと〃〃ぬstriaZSrara

HoughtonMittllnCo.

5-J.l<.Galbraith,1996－乃eObodSbcie"Boston,

Ed・HoughtonM1fflinCO.

6-ElieF.Heckscher,1935,ノ胸℃a"t"is"lG.Allen&

Unwinltd.London.

7-MarcHulnbert-…c画面eetEbo"αmie..cMM巳"r

"7S〃虹蛮､["7〃ね"叱咋pe"ﾉes･so""血モヨSConference

internationaledePEKEA,Bangkok2004.

8-MarcHmIIJert一分℃Iagひ"白""ajaCO"S"UC互α]d'u"

Sa1℃irpQI〃〃"esuz-Jesac泣面t命台co/7mZ9"aS-

Cahiersdel'1SMEA,HS39,EconomiesetSoci6tes,no.

6,An.2003.ContrlbutionsdeYvesBerthelot,

TheotonioDosSantos,ClaudeMouchot,SophieBoutiller,

Ngai-LingSUIVRobertJessop,1(lausNielsen,Maria

LuciaMaciel,HassanZaoual,ThonlasCoutrot,Jean

Gadrey,F.PierreNze-Nguema,MollyCharles/Uday

Mehta/GabrielBritto,Malu･icioLangon,JbseLuis

Corragio,RobertCox,EdgarMorin.

9-Hugon,Philippe,2005-"Zpa汐亙eer

"河jbctoizag@s℃cio-ｶ本tazゾ9"aq

10-G.Hyden,1980－ぬり"ぴ雌1"だ7aj"7首"Za"お･．
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Heinemann.

11-SergeLatouche.2005-L'm1'e""o〃咋Z'gco"ome

-Ed・AlbinM1chel,Paris.

12-B.Malinowski.1963-LsarZgn"臼"rag"ﾉ冷cifr9ue
occicb"Za4Gallimard,Paris.

13-I(.MarX/F.Engels-7)ｹGCb""z"]おt"la""as"1848.

14-MarcelMauss.1924-Essaisurledon,SbciolqgG

er〃"〃"℃ドフoZqgaEd・PUF,1966.

15-Jea'1Peyrelevade,2005,LeCapi""lsweroZaLEd.
LeSeuil

17-JeanJacquesRousseau-LeCb"な召tSbcial,

18-W.W.Rostowi1980-7XIeStagasof此α7"ZcGz℃wth

CambridgeUniversityPress.

19-M.Sahlins,1972-Sto"e/19F此Q""icSNewYork,

AldinedeGruyter,1972.

20-J.C.Scott,1976－酌eJI勉君Z此o""J'of､功e

peaS召"t.."be』近o〃a"dSiﾉbsiste"ceZ"Sb"妨雷st4sja

-NewHavenCr:YaleUniversityPress..

22-K.Sugimura-乃eな1忽亙加odof､j丘ica"easa"鱈

Kyoto,Sekaishisosha,Kyoto,2004.

23-JosephE.Stiglitz-aoba"ZariO"a"dits

diS℃o"te"ts-Ed.W.W.Norton,2002(Enfraneais,La

grandedesillusion,Ed.Fayard).

3‐国際民主主義の構築は緊急を要する職務である。多く

の鍵を握る問題は､国際レベルにおいてのみ解決されうる。

解決策は国家間の合意によってのみ生まれるものである。

a-戦争は唯一の解決策か？世界の経済専制主義的な力

の枢軸が変ｲ嗣一る時､これは危険なものとなる。アジア諸

国の経済成長率は、昔からの資本主義国家のほぼ3倍で

ある｡衝突は文明的なものではなく､経済的なものである。

現在の経済成長の原動力は新興国である｡平和的なものか、

もしくはそうでない方法で､世界秩序は再編成されるだろ

う。対立の原因が事欠くことはないのである。

b-大衆の貧困は、まず第一に全ての貧しい国において、

君主制が回復されなけれ剛¥決するだろう｡不平等が広が

れば持続可能な社会にはならない。なぜならば、多くの

人々 が絶対的な貧困に苦しむことになるからである｡内乱

を避けるために､国家は富の再分配を押し進めることにな

るだろう。このようにして､国際的な富の分配も問題とし

て取り上げられることになるだろう。

24-ImmanuelWbllerstein-Lec印〕j麺互sme"stozmua

Ed.LaDecouverte,2002.
結論我々はかなり現実的な問題について議論してきた。

労働､富の生産､富の共有､通貨､対立､戦争b時として、

現実とは悩ましいものである｡そして､支閲猪は事実を隠

蔽する。しかし、悪い理論（もしくは説明）によって、大

抵は悪い結果が現実としてもたらされる｡その結果､民主

的解決策が少なくとも2つの理由から必要とされる。第

一に､公の議論では､事実を記すために正しい言葉が必然

的に使われるようになる｡第二には､民主的i職策とは(経

済専制主義的なものを含めて)支簡賭の材肋を削ぐことを

意味する。よって､支簡賭が理想的改革案として民主的解

決策を示しても驚いてはならなし％

25－7白"za"ia〃ノb醒力ajof､ftyﾌula"o"Studiasa"d

必1℃〃]"巳"6Vol.11,no、2,Deceni]er2004.(With

quotationsfromG.Hyden,K・SUgimura,T.Tsuruta,K

Sakamoto,D．Rutatora,S.MaghiIIbi,F.

Schechambo,….)これは、21脚己の世界

ある。かつての第3世

C-天然資源と気際件の鵬

経済における、最も不穏な進イヒ

界の多くの｢新興国｣が、高し噺

経済における、最も不穏な進化である。かつての第3世

界の多くの噺興国｣が､高し経済成長の過程にあり、豊

かな国々 にキャッチアップしようとしている｡その中には、

中国やインド､ブラジルのような大人口国もあるが､その

他はラテンアメリカや東南アジアの中規模国である｡石油

資源を持つ国々 は､天然資源権益の回復に努めている｡現

在まで､豊かな国では､希少|生とは関係なく、天然資源が

利用されている。鞠|舗勺利益を議論する中で､政治的リー

ダーは無駄遣いをなかなかやめようとはしな↓も

しかし､我々の惑星には､新興国や貧しい国に豊かな国

と同様の生活水準を提供できるほどの､十分な天然資源は

もはやな↓＄実現可能で平和な未来を共に築きたいと思う

のであれば､世界中で消費モデルを変えていく必要がある。

d-世界金融システムの改革は必要と思われるが､しかし時

26-Contemporary

Economy.TheDar

18-20August2005

Frouville.）

PerspectivesonAfricanMora]

esSalaamconference,Tanzania.

(IdemfOrquotations,&.R、
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家父長支配に対抗して、主権者意識を持った人々の

国を指す（1）。ギリシャ・ローマの都市国家で市民

は、都市国家の運営に参加する家長たちを指した。

ところが、マルクスの使うところの市民社会はブル

ジョワ(bourgeois)社会をイメージしており、これ

は、城郭(bourg)の中に保護されていて営利を追求

する社会階級を指した。市民社会はこうしたさまざ

まな内容を内包しているのである。

公共空間は、英語では通常パブリック・スフェア

(publicsphere)、もしくはパブリック・スペース

(publicspace)と言い、国家を形成する政治社会、

営利社会、市民社会という三つのエージェンシーが

構成する空間を指す。従来、国際政治学では市民社

会を政治的アクターとして捉えているが、一般に、

システムと無縁に単独的な行動をする主体がアクタ
ーである。一方、エージェンシーは一つのシステム

や有機体の中にはめ込まれており、互いに関係を持
ちつつその中でシステムを動かしていくような存在

である。このようなシステム内での変化を生み出す

動因、主体はエージェントであり、アクターとは区
別して使っている。図1に見るように、国家を構成
する政府、営利企業（市場)、市民社会の三つのエー

ジェンシーが相互にメディアを通じて構成している
ような空間を公共空間と定義することができる。こ
の空間は、しばしば政治社会と営利社会によってコ

ントロールされており、その場合にはこの空間は権
力空間あるいは営利空間としてあらわれる。市民社
会の参加によってこの空間の公共性が強まったとき、

東アジアでは今示したように、グローバリゼーシ

ヨンの進行下に、これに対する対応として地域協力
の気運が高まってきたわけだが、この「東アジア」

地域の対象としては、実際には、日本、中国、韓国
だけではなく、台湾、モンゴル、北朝鮮も当然含ま

れてきてよいだろう。だが、2004年の時点では
「東アジア」が上記のASEAN+3(日中韓）を指すこ
とになった。なぜ三国だけなのかという議論はあり
うるが、ASEAN側の意向もあり、通常「東アジ

ア」という時にはASEAN+3を指すようになった。

ところが、2005年12月に、東アジアサミットが
マレーシアのクアラルンプールで開催されたときに

は、「東アジア」の対象が、南アジアや大洋州の一部
の国を含めて拡大することになった。東アジアコミ

ュニティーはもともと会議体として構想され、この

コミュニティー設置をとり決める首脳会議の場とし
て、東アジアサミットが考えられたのだが、いざサ

ミットが開かれてみると、この両者が切り離される

ことになった｡これは､サミット準備過程において、
日本の提案により大洋州からオーストラリアとニュ

ージーランドが､また南アジアからインドが加わり、
16国の首脳会議と参加国が拡大したことによる。こ

の点は後述するが、いずれにせよサミットが「AS
EAN+6」の会議として開催され、これが「AS
EAN+3」のコミュニティーとは独自に今後も継
続する見通しである。
次に、市民社会の定義だが、市民社会とは国家の

中で市民が主権者意識を持ち、その運営に参加する
ような統治レジームの動因となる社会集団とさしあ
たってこれを定義しておこう。主権者意識を持った
人が集まったところに市民社会が成立するという考
え方である。そこには社会運動、NGO、NPO、その他
の非営利団体が加わっている。市民についてはさま
ざまな定義があり、市民社会という言葉はもともと
ロックの著作（『市民政府論』）を経て、スコットラ
ンドの啓蒙主義で出てくる。これは､封建的な領主．

東アジアの平和と公共空間一市民社会の持つ可能性

早稲田大学名誉教授西川潤

はじめに

今日政府間レベルで、「東アジア共同体」作りの
協議が政府間レベルで始まっている。このような地
域協力体形成の試みは、アジアでの平和についてど
のような意味を持つだろうか？

アジアでは、一方では、経済成長、市場経済の発
達、活発な多国籍企業投資と自由貿易の展開、情報
と人口・労働力移動の活発化と共に、国家経済を超
える地域経済の実態が現われている(毛里･森川2
006：第2部1-1)。ところが、他方では、グ
ローバリゼーションの進展､地域主義の動きの中で、
かえって国家間の主導権争いや紛争、緊張が高まっ
ている気配もある。ここではグローバリゼーション
下で進行しているアジアでの地域主義の意味、そこ
で起こってきた新しい緊張､紛争を視野に入れつつ、
可能な平和秩序形成にとっての市民社会の役割を論
じることにしたい。その場合、この問題に対する視

角を、次の4つの点から検討することとする。
まず第一に、グローバリゼーシヨンの下での東ア

ジアの国際関係という視点である。今日、東アジア

で進行している地域主義のダイナミズムをどう見る

か。地域主義と並びナショナリズムが興隆している

点にも注目したい。

第二に、アジアの経済成長を担ってきた国家主導

型の開発レジームの変化という点である。この変化
はこの10数年来､東アジア、東南アジアの多くの国

で現われてきた｡この変化はもちろん､市場経済化、
経済高成長、工業化、都市化、中間層の台頭などと
関連して現われているのだが、民主化がこの開発レ

ジーム変化の大きな動因となっていることを考える
と、この開発レジームの変化を推し進めてきたアク

ターとして、市民社会の興隆という要素を挙げるこ
とができるだろう。

第三に、政府レベルで言われる東アジアコミュニ
ティーと、東アジア共同体という呼び方について定
義をしておきたい。外務省での公用語は「東アジア
コミュニテイー」であり、新聞用語の「共同体」は
使っていない。共同体は戦前の大東亜共栄圏を想起
させるという意見もあるが、外務省の意図では、あ
まり参加者の共通性を強調する「共同体」という言
葉は使いたくないのだろう。だが、日本語としての
二なれから、本章（また本識座）では、「東アジア共
,行,体jを使用している。この言葉の使いわけを念頭
に置きつつ、それぞれの用語の内実を間うていくこ
シにしたい。

第四に、東アジアで公共空間というものが誰によ
り、またどのようにして形成されうるのかという点
である。公共空間を形成するアクターとしては、各
国政府、企業や多国籍企業、また、各国の市民社会
が存在する。本章では、この公共空間の形成につい
ては、政府による権力性、企業による営利性、そし

て非営利性や連帯性を特徴とする市民社会がそれぞ
れ働きかけているが、就中、民主的、水平的な公共

空間の形成については、市民社会の役割が大きいと

いう仮説をとっている｡市民社会相互の交流､提言、
政府や国際機関への働きかけを通じて形成される公

共空間が、アジアでの平和の土台となり得ると考え

ている。

以上の問題関心を踏まえ、本章では、先ず、基本

的用語の定義を行った上で、グローバリゼーション

下東アジアの国際関係の変容、地域主義の出現を検
討する。さらに、この地域で起こっている国家主導
型開発レジームの変化、また、同時に生起してきた
ナショナリズムの対立を分析することしたい。その
後、東アジアにおける地域協力の可能性を、市民社
会の手による民主化と内発的変化、地域レベルでの
公共空間形成のダイナミズムに求めることにより、
市民社会のアジア民主化、連帯、平和に持つ意義を
考察することにしたい。

公共空間としての性格が強まるということになる。

I

■
1グローバリゼーション下東アジアの国際
関係の変容 (図1）

公共空間論
茸

公共空間の定義

本章では、グローバリゼーションを、経済のグロ
ーバリゼーシヨン、つまり多国籍企業による国民国
家の国境を越えた生産・取引の拡大と考える。東ア
ジアの地域主義はこのグローバリゼーションの下で

展開してきている。先ず、「東アジア」の言葉の内容

について考察し、次いで、東アジアの場における市

民社会と公共空間の意味について考えることにしよ

う。

2004年12月、日本ASEAN特別首脳会談が東京で

開催され、ここで初めて「東アジアコミュニティー

を形成する」ことが小泉首相（当時）の提案により

声明に盛り込まれた。東アジアとは、ここではAS
EAN10国と日本、韓国、中国の3国を指し、い

わゆる「ASEAN+3」を言う。

障

１
１ 公共空間 ー

公共空圃虫政論社会民悶

企謂こより､権力･富¥控間と

しても霊威されるし､また、
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10章)。

これら、NGO,NP○活動の活発化を背景に、
近年では、国際的にも、また地域レベルでも、NG

Oや市民社会の国際機関や地域機関に対する提言活
動が著しく活発化するようになった。

ワシントン．コンセンサスと言われるIMFや世

界銀行主導の開発体制、あるいはWTOの場などでの
自由貿易主義のもとで進められてきたグローバリゼ
ーションは、じっさい、今日様々な形で行き詰って

いる｡社会問題､環境問題などがそれを示している。
社会的なレベルで言えば、南北格差、地域格差や

貧富の格差が拡大しており、日本も例外ではない。
日本で｢格差社会｣が叫ばれるようになったのには、

戦後の民主化で一旦築かれた平等志向の社会が、グ
ローバリゼーション下に崩れてきて、貧富や機会へ
のアクセス等の格差が明白になってきた事情がある。

最近10年間に生活保護世帯が70万から100万
を越えるに至ったこと、企業の雇用者で定職者の割

合が減少し、契約労働や派遣労働などの不安定就業
形態が、特に女性の労働市場で増えていること、そ
して、地方の中小都市で、大スーパーマーケット・
チェーーンの進出の前に「シャッター街」が出現し

ていること、などは、「優勝劣敗」の法則が日本社会

にも浸透を始めたことを示している。

これは日本ばかりでなく、高成長を続けるアジア

（東．東南）の多くの国で見られる現象である。
アジアでは、近年WTOの場での貿易自由化交渉

の停滞に際して、自由貿易協定(FTA=FreeTrade

Agreement)や経済連携協定(EPA-Economic
PartnershipAgreeInent)の締結が盛んになっている。

これは地域主義が、二国間を中心に形成されている

ことにほかならない。日本も21世紀に入って、メ

キシコ、シンガポール、マレーシアとの間にEPA

を結び、フィリピン、タイとの間でも、EPA締結
に合意した。また、日本の経済産業省は、ASEA
N+6の場で、FTA,EPAを結ぶことを「東ア

ジア大などの経済政策」と呼んで、経済外交の優先

政策としている（3）。

だが､アジアの場では地域組織としてAPECがもと
もとあることを思い起こしておこう。ASEANは1960

年代から既に存在し、APECは1989年からの機構だ
が、これに対し1991年に、当時のマレーシアのマハ

ティール首相により、EAEC(東アジア経済協議会
EastAslaEcononlicCaucus)が提案された。この提
案はしかし、1990年代にはASEANの中でもあまり真
剣に取り上げられず、日本のメディアは一部を除い
てほとんど報道しなかった。EAECとはASEAN+3で
あり、ASEANと東アジア、つまり日に|ｺ韓を結びつけ
るという構想で、ナショナリストであるマハテイー
ル首相の「ルック。イースト政策」の延長線上にあ
る。この構想はしかし、1997年ごろから急速にオフ
イシヤル・アジエンダに入ってきた。
ASEAN+3の地域主義が重要視されるようになっ

た背景には、1997年から1998年初めにかけてのア
ジアの通貨。金融・経済危機がある。これは一方で
は、国家主導型の開発体制の行き詰まりという国内

従来、しばしば国家イコール政治社会と捉えるこ
とが多いが、国家の中に政治社会、営利社会、市民

社会の3者が存在しており、市民社会は個人．家計
から成っていると同時に、個人の家計は私的空間を
形成する存在でもある。公共空間は三つのエージェ

ンシーから形成されるスフェアであり、これをつな
ぐのがメディアである。公共空間は政治社会や営利
社会によってもコントロールされ得る。政治社会に
よって専らコントロールされるとき、それは権力空
間の色彩を濃厚に帯びる。また、営利社会によって
動かされる場合には、営利空間としての特徴が強ま
る。公共空間が権力や営利によってコントロールさ
れる結果、人びとはこれら権力や営利によってコン
トロールされる大衆となりがちなことを強調したの
はハーバマス（1994）である。

しかし､公共空間はまた､市民や市民社会側から、
つまりボトムアップ的に働きかけ得る可能性も十分
存在する。この点を強調したのはグラムシ(1988)
である。さまざまな学説があるが、公共空間は国家
の中で政治社会、営利社会、市民社会の働きかけに
よって形成されており、その中で公共性が強まる条
件は市民社会の働きかけであるということをここで
の基本認識としておきたい。

てはならないだろう。中東や中央アジア、アフガニ
スタンで原理主義、テロリズムが強いのはかなりの
程度、欧米やロシアなどの大国による政治的軍事的
介入に対するリスポンスの意味もある(A112003)
実際、テロリズムの指導者層にはインテリが多く、

かれらは、市場経済のもたらす物質優先主義、画一
文化を批判的に見て、原理主義に傾倒しやすい。か
れらはしばしば、先進国で教育を受けたり、また、
実際に先進国に暮らし、そこで先進国の物質優先文
明、力の文明と自らがアイデンティティを持つ南の
途上国の伝統文明の双方を見比べて、先進文明批判
の拠点を原理主義に求める。そして、かれらは貧し
く周辺化される社会層から絶えず兵士をリクルート
する形でテロリズムを組織し、物質文明に抵抗する
峰火を上げようとする。この場合にかれらが批判す
る近代文明自身が内部に暴力的側面を蔵し、かれら
はしばしば、近代文明を批判するのにこの暴力性に
容易に依存しがちである(Eisenstadt2000)。

だが、今日のグローバリゼーションが構造的暴力
を進展させているとき、直接的暴力により、これに
対応しようとしても、直接的暴力が、構造的暴力の
表面に出る一要素である以上、それは構造的暴力を
強めこそすれ、それを廃棄していく力には到底なり
えない。かれらは暴力に依存することにより、この
ような暴力構造を内包する近代文明にからめとられ
ているのである。テロリズムによって市場の暴力を
なくそうとしても、｢暴力が暴力を生む｣連鎖を導き、
決して、グローバリゼーションの生み出す暴力的構
造を廃棄する動因とはならない（3）。
市民社会は社会問題や環境問題に対して、暴力で

はなくて提言をもってグローバリゼーションをチェ
ックしようと努める。これを意識のグローバリゼー
シヨン(globalizationofvaluesystem)と呼ぶ。
グローバリゼーションは、経済のグローバリゼーシ
ヨンと同時に、意識のグローバリゼーションという
側面をも持つことに注意しておきたい。
市民社会は一方では、各国や地域の公共空間を下

から形成することによって、政治社会の透明性や説
明責任を要求し、また企業社会に対しては、営利一
辺倒の社会システム形成をチェックして、その社会
的責任を追及して、公共空間の民主化をはかってい
く。

また、他方では、自ら非営利活動、ボランティア
活動､連帯行動を行うことによって､世界が権力動
因や営利動因によってもっぱら動いているわけでは
なく、もっと人間らしい交際やお互いの触れ合いや
共感が満ちる空間があり得ることを示して、グロー
バリゼーションの導き得る世界に対するオールタナ
テイブを提起していく。近年、世界のどこでも、非
営利住民団体(NPO)や国際協力団体(NGO)
の数が著しく増え、これらの団体が行う社会的企業
（コミュニティ．ビジネス)、地域興しや地域通貨の
活動､また､行政との連携活動が活発化しているが、
これはグローバリゼーションと市場経済化の時代に、
非営利やボランティア、連帯活動の比重が増大して
きていることを示している（西川2004B:第

れるようになった。

1980年代が、ヨーロッパ統合のl1皮路だったと

言ってもよい。このケインズ主義と新自由主義のバ
トルにより、世界が市場経済の道を歩み出した時期
にヨーロッパは単なる市場経済ばかりではなく、市
場経済の競争と効率というメリットと、分配と公正
をはかる公共政策の必要性を組み合わせた「第三の
道」という発展モデルを生み出した。この時期にヨ
ーロッパは同時に、地方分権(decentralization)と
権限委譲(subsidialities)というガバナンスの民主
化、住民参加の方向を打ち出す。

これが、1986年の単一欧州議定書採択による

ヨーロッパ経済統合の加速化の土台となり、92年
のマーストリヒト条約によるヨーロッパ連合
(EU]-oopeanUnionEU)の発足、その実体を成すヨ

ーロッパの3面統合（外交・防衛、通貨・経済、社
会）を導くのだが、この時期には「諸地域から成る
ヨーロッパ」(EuropeofRegions),それと並んで「市

民のヨーロッパ」(EuropeofCitizens)という新し
いスローガンが現われて、ヨーロッパ地域主義が一
段と深化したことを示すようになる。つまり、市場
経済拡大のグローバリゼーションをチェックする要
因としての地域主義が、EUの場で「市場」のみな
らず「地域」「市民」を加えた著しく立体的な地域主
義として現われたのである。これは、グローバリゼ
ーションの弊害を地域レベルでチェックしようとす
る動きにほかならない。それゆえ、EUは農業、後
進地域、失業対策を重視し、公共政策でこれらの問
題に対処しようとしているのである。ヨーロッパの
発展方向は単なる市場経済のグローバリゼーション
に対して、むしろ市場経済のメリットを追求する中
で､公共政策の意義を重視するものと言ってよい(西
川2004B:第9章)。

この意味では、ヨーロッパの地域主義は、自らの
中にミニ・グローバリズムを蔵しつつも、アメリカ
発のグローバリゼーションに対して、むしろこれを
チェックするような形態をとって展開してきたと言

うことができる。ヨーロッパ地域主義が強まったの

には、それなりの根拠があるのである。
テロリズムの場合には、グローバリゼーシヨンの

下、貧困、不平等、環境破壊等により、周辺化され
た大衆をベースとして出現する。世界的に貧富の格
差は増大し、貧困大衆の絶対数も増加の兆候を見せ
ている（2）。これら貧困層は、現在の社会システム
の中での身分や職業、就学機会へのアクセスを阻ま
れ、将来に対して明るい展望を持つどころか、その
日暮らしも覚束ない不安定な生活を営まざるを得な
い。また、グローバリゼーシヨンを通じる人口の流
動のなかで、先進国の生活と母国の余りの違いに、
今の世界システムに疑問を持つ人びとも当然出てく
る。これらの人びとを対象に、「原理主義」（ファン

ダメンタリズム）と呼ばれる、原初的な救済のメッ
セージに心惹かれ、現在の物質優先の社会を批判的
に見る物の見方もまた影響力を強めていく。

しかし、他方で、テロリズムとその根ざす原理主
義が大国からの圧力に対する反抗である点も見逃し
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グローバリゼーションのもとでの東アジア国
際関係

今日、グローバリゼーションは、東アジアに限ら

ず世界的に、反グローバリゼーションという動きを
生み出している。この反（アンタイ）グローバリゼ

ーションの要素は三つある。それは、第一にリージ

ョナリズム（地域主義)、第二にテロリズム、第三に
市民社会である。

グローバリゼーションの効果に対して、例えばヨ
ーロッパなどではヨーロッパ連合(EU)という形で
の地域主義が強まり、これをチェックする機能を示

している(Hetne2001,Hughes2002)。ヨーロッパ
の地域主義それ自体は、もともと1950年代の冷
戦たけなわな時期に米ソのはざ間に位置するヨーロ
ッパのアイデンティティを模索する動きとして始ま
ったのだが、それは同時に「ヨーロッパ経済共同体」
(EEC),「共同市場」(CommonMarket)の形成を

通じて、ヨーロッパの復興をはかる政策でもあった。
ヨーロッパ統合は当初、「産業のヨーロッパ」として
の色合いが強かった。つまり、それ自体「ミニ・グ

ローバリゼーション」を生み出す動きで合ったと言

ってよい。

ヨーロッパ統合の動きが本格化したのは、196

7年、それまでのヨーロッパ経済共同体、ヨーロッ
パ原子力共同体(EURATOM)、ヨーロッパ石炭

Ｉ
鉄鋼共同体(ECSC)の3機関が合同して､|-ヨーロ
ッパ共同体」(EuropeanCommunityEC)と名乗る
ようになってのことだが、石油ショックを経て、東
西対立のほかに、南北問題という軸が出てきて、た
んなる経済共同体にとどまらず、激動する世界の中
でより層ヨーロッパのアイデンティティが追求さ
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的な要素に根ざしていた。その中で、グローバルな
場での自由貿易、自由な資本移動により多国籍資本
がアジアに入り、これが通貨レートと実体経済の差
を利用して投機行動に出て、1997年5月以降のアジ
ア通貨危機が起こることになった。アジアの経済危
機は、最初通貨危機としてあらわれたのである（西
川1998)。

だが、アジア経済危機は同時に、政官業体制にリ
ードされた国内経済が行き詰まり、不良債権が累積
したことから、金融危機が起こったことにもよって
いた｡バブル経済は名目経済と実体経済の差を拡げ、
投機を煽る。こうして通貨危機と金融危機が相互に
関連しあいながら経済危機を引き起こしたのである
（4）。1997年のアジアの経済危機に際して、ASEAN
＋3の首脳会議が開かれ、日本は数次にわたり総額
800億ドルという膨大な官民協調の融資をすること
で、アジア経済の下支えに貢献した。ここにきて初
めてASEAN+3という首脳会議が制度化されること
になる。この制度化を土台として、2002年8月に政
府間のASEAN+3の開発に協力する場として､東アジ
ア開発イニシアチブ(InitiativeforDeveimJment
ofEastAsia)が成立し、今日に至っている。
つまり、グローバリゼーションと自由化の動きは

既に、APECの場で現われていたのだが、ASE
AN諸国は、グローバリゼーションがアジア通貨．
金融・経済危機を導いたことから、アメリカ主導の
APECという地域機関が、グローバリゼーション
をアジアに一段と進める用具となることを懸念し、
それに対抗する形で、ASEAN+3構想を前面に
出してきたのである（6）。
グローバリゼーションの下で進行する反グローバ

リゼーシヨンのダイナミズム、特に地域主義のダイ
ナミズムを眺め、東アジア共同体の起源となるAS
EAN+3の論理を見たので、次に、東アジア地域
で起こっているガバナンスと社会変容の様相を検討
することにしよう。

注（1）ロックの著作は"TwoTreatisesonCivil
Government''(1689年)で、これが「市民政
府（統治)」という言葉の思想史的起源と
なっている。下って、デヴイッド．ヒュー
ム『市民の国について』上下(小松茂夫訳、
岩波文庫）は、Hume,"Political
Discourses''(1752)の訳だが、内容は勃
興しつつあった市民社会の特徴を人口、産
業、貿易等の各分野にわたって叙述した文
明論である。また､近年では2001年来、
ここで定義したような主権者意識を持っ
た市民社会のグローバル活動に関する報
告が、ロンドン経済学院市民社会センター
の手により、LSE(2001～）と
して公刊されている。

（2）西川(2004C)及び世界開発銀行(2000)
を見られたい。
（3）2005年度のアカデミー賞ノンフィクション

部門を受賞したマイケル･ムーアの映画「ボ
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ウリング・フォー・コロンバイン」はこのよ
うな現代営利文明に内包されている暴力性
をよく描き出している。

(4）経済産業省ホームページ(HP):
http://www.IneE1 go.jp/main/current_issues.html

以前はもっと野心的に「グローバル・パート

ナーシップ」と呼んでいたが、国連の場での
「グローバル・パートナーシップ」と混同し

やすいこともあったようで､2007年度から糸
称がより「等身大」になった。

（5）ステイグリッツ（2002）は、IMFの画一的な
金融引締め政策が、経済危機に対するアジア
諸国の自律的な対応を困難とさせ、危機を深
化させたことを批判している。

(6)ConferenceonASEAN(1997)は、いち早くグロ
ーバリゼーションの進行に対して、地域協力
促進の方向を打ち出した文書である。また、
Lincoln(2004)参照。

2東アジア地域のガヴアナンスと社会変容
国家主導型の開発レジームの変化
2003年12月の日本ASEAN特別首脳会議では、東

アジアコミュニティー創設が宣言されるが、それと
同時に、時を同じくして各国でナショナリズムが強
まってくる。日本では国家中心主義的な歴史教科書
の採択、小泉首相の靖国神社参拝、中国脅威論の台
頭、北朝鮮の核問題などがクローズアップされる。
日本でここ数年こうした議論が急速に高まっている
理由は、今まで日本の経済を担ってきた国家主導的
な開発レジームが動揺してきたからに他ならない。
日本的経済システムの根本は、マクロ・レベルの

モデルとミクロ・レベルのモデルから成立っている
（1）。マクロ・モデルは政官業体制で政治家と官僚
と国家が結びついて開発・成長を推進してきた。こ
こ数年、防衛施設庁や地方自治体等の公共工事関連
の談合問題が新聞を賑わせているが（2）、このよう
な談合体制、仲間内取引が従来の日本経済を仕切っ
てきたのである。1990年代に日本の金融機関が
彪大な不良債権累積問題から、金融システムの麻痙
状態を引き起こし、公的資金の投入によってようや
く整理をすることが可能となったわけだが、これも、
仲間内取引の横行が、担保価値の|慶味な貸付けを常
態化させ、それがバブルがはじけると共に白日の下
に晒された、ということができるだろう（3）。談合
体制は、日本経済の指導層がかかわってきた仲間内
取引の、公共事業面における表現なのである。しか
し、このような談合が明るみに出て騒がれること自
体が、世の中の大きな変化を示している。
ミクロ・モデルは日本型経営システムから成り立

っている。このモデルも終身雇用制や年功賃金制を
土台として、国家中心主義的な開発体制を労使レベ
ルで支えてきた。春闘による定期賃金引上げはその
要である。しかし、グローバリゼーションによって
この体制も変化途上にあり、人々は不安にさらされ
ている。従来の終身雇用制や年功賃金制は今日、次

第に契約制、出来高払い制に完全には変わらないま
でも､これらとのハイブリッド型に変化しつつある。

私の勤める大学でも、5年契約の客員教授制等の新
たな雇用形態が導入されるようになった。

当然、これまで、大学新卒は一生同じ会社で安泰
な雇用を保障され、結婚し、家をローンで買い、子
どもを育て、子どもが大きくなる頃には、給料もそ
れなりに高くなり、定年後はある程度の年金を保証
されるという「日本型福祉国家」の基本を維持する
日本型経営システムに安住してきた人びとは（4）、
この社会的に決定されたレールの先行きが不透明に
なってきたことを､身の回りの現実から､見てとり、

不安になっている。この人びとの不安を何とか解消
したいという心情が、ナショナリズムの高まりにつ
ながるのである。小泉首相（当時）が靖国神社への
参拝に固執したのは、彼の個人的な趣味の問題では
なく、政治家として日本人の不安感をナショナリズ
ムを通じて吸収するという目的が当然あっただろう

(5)。北朝鮮の核問題や拉致問題も大きくクローズ
アップされているが、日本は朝鮮半島から何万人と
いう人たちを職業工や従軍慰安婦という形で拉致し
ており、その問題のルートに真剣に取り組まない限
り、拉致問題の本質的な解決にはつながらないだろ
う。もちろん、かって日本から拉致された人びとの
人権を保全するために、これらの人びとの帰還をつ
ねに要求していくことは重要だが、その際、日本が
かつて自分たちが拉致した人びとに対して歴史的な
清算をしなければならないことも、東アジアにおけ
る和解と平和の樹立のために､必要な条件であるに
ちがいない。国家権力による拉致の被害者は、日本
にもいれば､韓国、中国、台湾等の東アジア、また、
フィリピンやオランダ等にも現存する。拉致問題は

個人の人権の問題でもあれば、また普遍的な人権確
立の問題でもある｡拉致問題の解決は､それゆえん、
日本における人権概念強化、世界人権の確立への貢
献を視野に入れて進められていかなければならない。
人権の普遍的な側面をわれわれが視野に入れないか
ぎり、拉致問題の追及は夜郎自大のナショナリズム
と結びつく恐れもなしとしない（6）。
日本における首相の靖国神社参拝、国家主義的な

歴史・公民教科書（扶桑社版）の教科書検定採択、
そして北朝鮮や中国への「バッシング」等のナショ
ナリズムの強まりの根底には、グローバリゼーシヨ
ンが日本社会の従来のガヴァナンス・システムに及
ぼしている不安定化が横たわっていると考えられる。
近年、中国の軍事力の増強が非常に目立つ。1989

年来､中国の軍事予算は毎年二桁ずつ増加しており、
台湾海II喪に面して、ミサイルの列を並べて台湾を威
嚇している。2000年の春から、中国で反日運動が強
まったのは、自然発生的な要因もあるが、政府の側
が仕掛けたり、大目に見ている面などさまざまな要
因がある。反日運動は2005年春に、北京、上海
等の大都市で青年層を主体とする暴動として爆発し
たわけだが、これも国内事情の背景、つまり、中国
国内がグローバリゼーションの影響下に不安定化し
てきていることから生まれたと考えられる（横山

2005、水谷2005）

中国経済が開放体制に移行すればするほど、中国

国内で豊かな沿岸部と貧しい内陸部との貧富の格差、
地域格差が拡大する。私たちは、中国の険西（せん
せい）省をベースに西安交通大学との共同研究で、
黄土高原地帯で中国内陸部の持続可能な発展はどう
可能かという研究プロジェクトを2年間実施した
（7）｡私の見るところでは中国は一つの国ではなく、

二つの国から成る。東西問題と言われるように、沿

岸部と内陸部の格差はどんどん拡大している。格差
の背景としては、近年、中国を脅かしている農村の
三農問題がある。農業、農村、農民は、中国経済の

中で沿岸部都市に支配される形で非常に立ち遅れて
おり、中国国内の分裂問題が急速に進行している(清
水2005、李2003，陳2005、ジョ
ンソン2004)。

経済発展のモデルとしては、ある地域の成長が他
地域の成長を導くとする「トリクルダウン｣理論(｢近
代化論」とも呼ばれる）があり、中国の「先富論」

もそれに従って、沿岸地域がまず成長することによ
って、内陸部の後進地域を引き上げる波及効果

(spreadeffect)に期待する。

だが、経済発展にはこれと矛盾する効果を指摘す
る理論もあり、「構造論」「従属論」の立場からする

と、沿岸地域の成長は､他地域（内陸部）から資本、

天然資源、労働等の生産資源を引き付けて、むしろ

後進状態に後者をとどめる効果を持つ。グナール・

ミュルダールの指摘する「逆流効果」(backwash

effect)である。

中国の高成長は確かに、波及効果を導いていると

ころ、特に沿岸部大都市の周辺農村や、内陸部の大

都市（これは西部開発の膨大な援助が集中し、高層
ビルがどんどん建っているし、土木・造林・公共工

事に雇われる農民層の購買力がこれら都市に向か
う）には繁栄を導いている。しかし、とりわけ山村
や中山間農村地帯の多くは、日本の高度成長期に過

疎化した農村と同じで、厳しい状況に取り残されて

いる。「東西格差｣、そして一般に貧富の格差は高度

成長のなかでかえって拡大しており、そこから三農

問題、格差問題がクローズアップされてきて、国内
社会の安定を脅かすに至っている。

ここから、胡錦涛政権は、2004年9月の中国
共産党16期4中全会で「社会主義調和（和譜）社会
の構築能力の向上」という新たなスローガンを打ち
出すに至った｡翌年05年3月の第10期全人代第3
回会議での政府活動報告で、温家宝首相は、「現在、
中国社会の発展には､農村の発展が遅れていること、
人々の収入の差が大きいこと、社会安定に影響する

要素が多いこと、資源の制約や環境からの圧力が大
きいことなどの問題が存在している。これらの問題

に対して、中国政府は一連の措置を講じて、民主的

な法による統治、公平と正義、誠実と友愛、満ち溢

れた活力、安定した秩序、人と自然の和睦などで互

いに対処できる調和の取れた社会の建設に力を入れ

る」と述べて、「社会主義調和社会の榊築」の実現に

努力するとした。そして、2006年10月、北京で
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ぶちまけたのである。政府は、それを当初は国内のが、ASEANがEPAと呼んでいるものを、日本やインガス抜きとして、大目に見る姿勢を示していたが、
ドは自由貿易協定(FTA)と呼び代えている。日本は、デモが自らの統制を大幅に逸脱する情況となって、
メキシコに始まり、東南アジアではシンガポール、

あわてて押しとどめに回った節がある。マレーシア、タイとの二国間協定に合意している。
このように、中国で高まっているナショナリズムところが、これらEPAが、日本の新聞ではFTAと呼
の動きの根本の原因としては、グローバリゼーシヨばれている。同じ協定の内容が、ASEAN側と日本側
ンが中国の中で引き起こしている社会分裂問題、中で食い違っているのである。国型福祉国家体制の解体問題が存在するということ
ができる。 日本の輸出に占める東南アジアのシェアが増えて

きていることは、日本がアジアあるいは東アジアの
尖閣列島の領土問題なども、’0年前までは中国は地域市場を考えるときの経済的な土台となっている。
石油の輸出国だったにもかかわらず、現在は日本に戦前は日本の輸出に占めるアジアの比重は5割近く
次ぐ世界第二の石油輸入大国になっており、高度成あったが、戦後、一時30％以下に減り、代わりにア

■ 蕊蕊
ている。ヨーロッパの場合には、強い政治的意思があったこ
日中、ロ韓両国の間には、今日いろいろな形で緊張とも大きな違いである。
や対立が出てきており、中国国内の格差拡大、都市

また、ASEAN+3の東アジア共同体なるものの国際と農村双方における不安の高まりは、日本と同様、
政治面での位置付けについても、メンバーとされる

従来の開発レジームが壊れていることを示している。国々の間で共通の理解が必ずしも成立していない。
ロ本と中国において見られる、このような開発レ大国主導か、中小国の連携か。インドと中国はどのジーム､国家ガヴァナンスの変化は､韓国､台湾や、

ような役割を占めるのか。インドも中国も紛争と緊
東南アジア諸国においても見られることである。 張問題を抱えている。インドはカシミール問題、中
1997年来、韓国、フイリヒ°ンにおいて先ず見国は台湾海峡問題であり、どちらも核とミサイルを

られ、次いで、1990年代に韓国、タイ、次いで開発し、軍事予算を増やしている。このような火種
インドネシア等で強まった政治体制民主化の動きも、を抱えた国家間で、どのような平和が実現するのだ
－うした開発レジームにおける政府の失敗と市民社
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ろうか。ASEANはASEAN友好協力条約(ASEAN

TreatyofAmity&Cooperation-TCA)が土台に
なって成立しており、非核地域条約も採択し、平和
的な発展を進めていこうという明確な意思を持って

いる。ところが、日本は自衛隊の海外派遣を軸の一
に据えた憲法改正を政治的日程に上せている。それ
は、一方では日本の海外資産の保全、他方ではアメ
リカとの協調を目的としているだろう。日本が「東
アジアコミュニティー」という新しい地域的枠組み

をついてASEANに、また世界に発しようとするメッ
セージは不透明のままである。

このような参加対象国の思惑の相違のなかで、2

005－6年にASEAN+6の「東アジア・サミ
ット」が開催された。しかし、ASEANはその一
方ではASEAN+3の東アジア共同体構想を進め
る態勢である。

日本が､東アジアサミットの場に一方ではインド、

他方ではオーストラリア、ニュージーランドを加え
て､ASEAN+3の拡大をすすめた契機としては、

一つの理由が考えられる。第一には中国とのライバ
ル関係。日本は、高成長のなかで資源、市場確保の

関心を強めた中国が近年ASEANと著しく接近し、2
003年にはASEANのTCAを批准して、AS

EANとEPA締結も先行していることに神経を尖
らせている。日本の外交当局はASEAN+3の場
では、ASEANのような中小国の集合は中国に牛耳ら

れてしまうと考えているようである。そこで、中国
とバランスをとるためにもう一つの大国インドを入
れたと解釈できる。だが、この論理は国際政治のな
かではむしろ日本の影響力を弱める論理にほかなら
ない。なぜなら、今日の国際関係では大国の論理が
常に通るとは限らず、中小国の発言力もずいぶん強
まっており、ASEANがつねに中国に振り回され
るかのように信じることは、ASEANの実力を見
誤ることにつながる。また、南アジアとの地域連携
が東アジア、東南アジアの地域協力体にとって必要
と考えるならば、南アジアからインドのみピックア
ップする理由が分からない。バングラデシュ、パキ
スタン、スリランカ、ネパール、ブータン、モルデ
ィブ等の立場はどうなるのだろうか。日本はこれら
南アジアの諸国全体と地域協力を推進する用意が出
来ているのだろうか。
第二に、オーストラリア、ニュージーランドを加

えた理由だが、これは、オーストラリアがもともと
APECの呼びかけ国であったことを考えると、ア
メリカ及びAPECに対する気兼ねとして、この両
国を招いたと解釈できる。つまり、アメリカとAP
ECに敵対する地域主義ではありませんという、人
質をとっての恭順の意思表示にほかならない。しか
しながら、前述したように、ASEANがもともと
APECの場での自由貿易主義がアメリカ流グロー
バリゼーションの用具となることを警戒していたこ
とを考えると、ASEAN+6政策は一方では、A
SEAN+3の地域主義に対するサボタージュ（妨
害）であり、他方ではアジアの地域協力の場にアメ
リカの「トロイの馬」を持ち込んだと解釈されても
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おかしくはないだろう。

2005年秋の国連総会で、日本はインド､ブラジル、
ドイツのG4で組み、安保理常任理事会入りのため

の国連改組提案を提出した。この提案に対して、日
本の最大の援助供与先であるASEANからは一国の支
持も得られず、冷ややかな反応で、中国の拒否権を
待たずとも日本の提案は挫折せざるを得なかった。
これは、大国ばかりを向いている日本の外交が、今

日の国際社会、アジア社会に通用しないことの表れ

である。

だから、アジアの場で、経済グローバリゼーショ

ンをチェックする機能を持つ地域協力構想が提案さ

れても、日本はむしろ、それを中国との対抗関係の

コンテキストで考え、これを妨害する側に回ってし

まった。日本のアジア外交の挫折は、たんに日中、

日韓関係の悪化にとどまらず、地域協力についても
言えるのである。

現在、経済産業省は、ASEANとのEPA協定交渉と

並行して、この「拡大東アジアサミット」レベルで

のEPA協定交渉を提案し、ASEANを牽制する役割に

回っているが、他方で、国内の農業問題が足を引っ

張って、オーストラリアやASEANとの協定交渉
も停滞したままである。これでは｢東アジア共同体」
が実現するのは至難の業であるにちがいない(10)。

注（1）日本経済におけるマクロ・モデルとミクロ・

モデル、その相関関係については、西川潤

（2004)：第11章、を参照されたい。また、

マクロ・モデルについてはK・ヴァンウオル

フレン(1993)がよく説明している。だが、

ウオルフレンも類書のリンカーン(2004）も、

日本経済に戦後起こった民主化の効果を見

逃している。なお、公的見解についてはOE

CD(1997)、経済企画庁(1999)が参考に

なる。

（2）談合事件は長年「公然の秘密」だったが、

アメリカ軍が2000年ころ、横須賀基地の

施設工事に関する日本側入札業者の談合

について、10数社を告発したのに始まり、

日本の「政官業体制」につきまとう病根で

あることが次々と明らかになった。2006

年には防衛施設庁で、横田基地や岩国基地

での施設納入や土木工事で談合が通常の

形態であり（予定価格と実際の落札価格間

の差を示す落札率が90％以上の高率)、

ナンバー3の技術審議官が、関連業者への

防衛施設庁幹部の天下り受け入れ状況を

配慮して、談合を取り仕切っていたことが

判明した。この事件は、防衛施設庁の解体

問題に発展した。中央官庁では、国士交通

省や農林水産省で業界天下りを通じて、

官・業が密着する「官製談合」が最近まで

まかり通っていたことが報道されている

（例えば『毎日新聞』2007年2月26

日付、1面、社会面)。また、この年には

福島、和歌山、宮崎等の「自民王国」県で、
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地域通貨、あるいは自治体活性化など多岐にわたっ
ている。市民社会の提言活動、政策形成過程での公
聴会、パブリックヒアリングの開催、官庁とNGOの
定期協議会の開催も、現在は外務省ばかりではなく
さまざまな官庁（経済産業省、財務省国際金融局、
内閣府男女参画局、環境省等）で持たれるようにな
った（西川・蒲2007：第1章)。
私は1995年の国連の社会開発サミット(市民社会

側では社会発展サミットと呼んでいる）にNGOとし
て初めて日本の政府代表団に入って出席した。準備
の真最中に阪神大震災が起こり、急進、神戸でアジ
アの防災閣僚会議を開くという話が持ち上がり、市
民の代表を出席させるという提案を行ったところ、
国土省からは、政府間の閣僚会議であることを理由
に断られた。彼らにとって、自分たちのパートナー
というのは消防団でしかない。これが彼らの言う市
民団体で、NGOとかNPOの役割は全く眼中になかっ
た。このときの閣僚会議には、民間からの出席は一
切なかった｡阪神大震災から10年を経て、再び2005
年に神戸でアジア防災閣僚会議が開かれたとき､NGO
も出席することになった。市民参加の拒否は政官業
体制のコインの裏表であり、後者の持つ談合体質が、
公共政策をブラックボックス化させ、市民の監視を
阻んできたのである。しかし、日本の官庁の頭もこ
の10年の間に変わらざるを得なくなった。

また、市民メディアの登場も特筆すべきことであ

る。韓国で「オーマイニュース」という市民ジャー
ナリストが開設したメディアがあり、1000人余の市
民ジャーナリスト、1日万を越えるアクセスを持ち、

韓国の世論に非常に大きな影響を与えるようになっ
てきた（2）。また、スイスのダポスで開かれた世界

経済フォーラムに対抗して、世界社会フォーラムが
開かれるようになり、グローバルレベルで、市民に
より国際的情報交換・交流・グローバリゼーション

への提言､オルタナティブ構想が出され始めている。

この世界社会フォーラムは、毎年ブラジルのポルト

アレグレ、またインドのムンバイなどで開かれてお

り、2006年にはマリのバマコ、ベネズエラのカ
ラカス、3月にパキスタンのカラチの三箇所で開か

れた。ここに来て、世界社会フォーラムは文字通り
三大陸への広がりを見せてきている（3）。

東アジア、東南アジアの場でもNG○の地域ネッ
トワークが広がっていることに注目したい。

東アジアの場での地域ネットワークを人権､環境、
平和の三分野で眺めることにしよう。

先ず第一に、人権分野。1992年にウィーンで

開かれた国連の開発と人権に関する世界会議来、ア
ジア諸国でも人権委員会を設立する動きが進んでい

る。それと共に、人権関係のNGOの情報交換、相
互交流も進展してきた。

例えば「従軍慰安婦」の問題については、199
0年代に起こったIR「従軍慰安婦」の日本政府に対
する訴訟を受けて、2000年には東京で「女性刺

県発注工事での「官製談合jが告発され、
知事を始めとする行政関係者が収賄容疑
で逮捕されたり、知事の引責辞職等に及ぶ
ことになった。談合の実態についてのルポ

も数多いが、加藤正夫（2005)、鬼島紘一
(2005)が参考になる。後者は談合現場に

関わった大林組幹部の報告である。また、
五十嵐・小川(1997)参照。

（3）金融面でのもたれ合いについては、山田・
野田(1997)、当事者の証言としての西村
（2003）を参照。

（4）日本型経営については､1980年代のエズラ・
ヴオーケル『ジャパン・アズ・ナンバーワ
ン』(1979)に始まって､伊丹敬之(1986)、
野中郁次郎・竹内弘高『知識（1996）等の
バイブル的書物が出た。しかし、グローバ
リゼーション時代に日本の大企業や大銀
行が次々 と外資に飲み込まれると共に、日
本型経営の単なる賞賛は影を潜めること
になった。日本型経営の功罪を議論した本
としては、内橋克人・佐高信・奥村宏（1
994)、工場現場での現れ方については、
既に高度成長期にトヨタの工場にもぐり
こんだ鎌田慧（1973）（1984）のルポが
ある。

（5）小泉氏が、首相になる前と辞めた後の2年
間はあれぽど騒がれた靖国神社参拝を行
っていないことに注目しておこう。

（6）とりわけ、2006年7月に起こった北朝鮮の
ミサイル発射以来、核開発問題、拉致問題

がセットになって、北朝鮮「バッシング」

として現われている。在日本朝鮮人教職員

同盟によれば、同年7月から9月の2ヶ月

間に、朝鮮学校の生徒への暴行や学校にか
かる脅迫電話等の報告は114件に上る

と伝えられる。拉致問題がこのような形で

の人権侵害の雰囲気作りに利用されたと

すれば、それは大変残念なことである。

から起こっている。国家の統治レジームはこれに対
応して変わらざるを得ない。この場合に、営利社会
はグローバリゼーションの対応に追われ、介入の余
裕がない。
市民社会がアジアで興隆してきた背景として、第

一に中産階級の増加がある。私が初めてアジアに行
った1960年代半ばはとてものんびりしたアジアで
あり、貧困というイメージはまだあまりなかったも
のの、社会はごく少数の特権階級と庶民あるいは大
衆という二層に分かれていた。その後、中産階級が
工業化と都市化を通じて急激に厚くなってきた。第
二には情報化、人の移動を通じて意識のグローバリ
ゼーションが進展してきていることがある。先進国
の技術やファッションは多国籍企業や人の移動を通
じて即時に、アジア各地域に伝達される。第三に、
国家主導型開発優先体制自体の行き詰まり、つまり
汚職腐敗とか赤字財政とか情報が指導層に達しない
ことによる失敗など、いわゆる政府の失敗という現
象である。アジア通貨金融危機が、たんに多国籍資
本の投機行動によるのではなく、むしろ国内的な要
因に根差していることもここで指摘されておいてよ
い。つまり、タイやインドネシアでは銀行の不良債
権累積が、日本の場合と同じく膨大な量に到達して
いたし、韓国の場合は財閥の過大投資による在庫品
過剰がバブルのはじけるきっかけとなったが、いず
れも政府（政財官体制）のマクロ経済政策の誤りが
原因となっていた。

1980年代以降、開発独裁体制に対して批判し
抵抗するような民主運動が多くの国で高まってきた。
これは先ほどのフィリピン、韓国、タイ等の例もそ
うだが、こういう民主運動はデモ、世論、メディア
を通じて至るところで出てきた。以前はアジアのメ
デイアは開発独裁体制と密着していたが、近年は、
市民がメディアに働きかけるケースが増え、メディ
アを通じた公共空間が成立してきた。このような公
共空間が成立する中で、市民社会が権力空間、営利
空間に対して監視をするようになるという大きな変
化が起こる。これが民主化の要因である。このよう
な民主化により、各国の公共空間が上から操作され
る確率が減って、人権や環境など共通の問題意識を
分かち合うようになれば、それは意識のグローバル
化によって、経済のグローバル化やそれに伴うナシ
ョナリズムをチェックすることにつながり、より平
和で民主的な下からの公共空間の形成をもたらす動
きを導き得る（1）。

難しいのだろうか。

ここで、成長のアジアは実は非常に多面的なアジ
アであることを考えておきたい。成長のアジアはア
ジアの抱えている問題を解決するどころか、むしろ
拡大さえしている。それは、アジアの経済成長が、
経済グローバリゼーションと接続しながら、多国籍
資本を導入しつつ、製品を世界市場に輪州するグロ
ーバル・エコノミーとリンクした経済成長だからで
ある。ところが、成長のアジアは、同時に貧困と災
害のアジアにほかならない。アジアは世界の貧困人
口の5割強を有する。世界の貧困人口の増加につい

てはさまざまな意見があるが、世界銀行によれば、

63億人のうち12億人ぐらい、つまり5人に1人ぐ

らいは貧困と見なされている。その半分がアジアの
人々である（世界銀行2000：第1章）

また近年、頻発する災害の被災地の9割がアジア
に集中していることも、成長のアジアが同時に貧困

のアジア、災害のアジアでもある所以である（国際

赤十字委員会2004)。

グローバリゼーションを通じて、貧困と環境破壊

が拡大しているのは、根本的には社会問題の反映と

いえる。脆弱人口の増大、災害と感染症の頻発は市
場経済の失敗のグローバリゼーション、リージョナ

リゼーションにほかならない。アジアで起こってい
るナショナリズムやテロリズムでは、この根本問題

は解決できない｡この問題の解決要因としては､今、
アジアで進行している変化を考慮する必要がある。
その際重要なのは、経済成長のアジアを担ってきた
国家主導型の開発体制が民主化しつつあるというこ
とであり、こうしたアジア国家社会の変容に注目し
ておきたい。

グローバリゼーションという言葉そのものは、
1990年代に出てきたものだが、この同じ時期に、国
家主導型開発優先レジームに対して民主化の運動が
出現してきている。その最初は、1985年フィリピン
でのマルコス体制に対する抗議のデモであった。私
はちょうどそのときマニラで教鞭をとっていたため、
ピープルズパワーを目の前にして、そのエネルギー
に打たれた。パワーは国家によって独占されている
ものではない。87年6月には韓国で大規模な平和
行進が行われ、慮泰愚氏の民主化宣言を導く（文
2005)。同じ年には台湾で40年間続いた戒厳令が廃
止される。1992年には、タイや韓国で軍政に対する
デモが起こり、文民政府への移行が両国で完成した
（西川・術2007に付された「東アジアの市民社会
と民主化」年表を参照)。

日本では高度経済成長期に、先ほど述べた自民党
の開発独裁を社会党、労働組合が補完するという55
年体制が成立した。この体制は91年のバブル崩壊
と共に崩れはじめ、1993年からは連合政権の時
代に入る（日本政治学会1996)。インドネシア

でスハルト体制が崩壊したのは1998年で、アジ
ア経済危機の後だが、これも民衆デモによる政治危
機をきっかけとしている。

アジア諸国の民主化のエージェンシー、動因は、
市民社会であった。つまり、変化は必ず市民社会側

’

■http_i//news.tbs.cojp/hea(lline/tbs_he

adline3335312.html

（7）西川。渚・察（2006）

（8）韓国、台湾における市民社会と国家機椛の
緊張関係については、西川潤・萠新煙
（2007）年：第二部、を参照。

（9）毛里･森川（2006）：第2部、1－2－2。

(10)ナショナリズムの対立が地域協力を阻ん
でいる実相については、Rozman(2004)の研

究もある。
東アジアでどう公共空間を形成するか
東アジアにおける公共空間の形成を考えるとき、

市民社会の役割はますます重要になってくる。日本
でNPO法案が通ったのは1998年であり、当初はNPO
法人に登録された団体は3千余りしかなかった。
2006年10月にそれは約3万に増え、わずか8年間
に10倍に増えたことになる｡活動の'll扇が広がってい
ることも特徴である。当初は、住民運動や国際協力
運動関連団体が多かったが、近年ではそれにとどま
らず、社会的起業、環境保全．再牛、リサイクノレ

3東アジア地域協力の可能性
市民社会の手による民主化と内発的変化
グローバリゼーシヨン下、ナショナリズムの相克

とに|本の対米協調政策により、東アジア・東南アジ
アを結ぶ地域協力構想の進展が困難な実情を検討し
た，それでは、アジア地域における協力の可能性は

ソ。訴訟琶支灯~〔、ZOO()年には東京で｜女性戦

犯国際法廷」（正式には「日本軍性奴隷制を裁く20
00年女性戦犯国際法廷｣)が開かれ､韓国､北朝鮮、
中国、台湾、フィリピン、インドネシアなど、8圧I
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390名のNGO(内被害者は8国64名）と日本

からの約1000名の参会者が集まり、国家の責任

認定、国家補償など、「慰安婦問題」解決と民族和解
の道をさぐった（4）。

ASEAN諸国や韓国、台湾等では既に独立の人
権委員会が設立され、NGOの参加も活発であるの

で、今後日本でも課題となっている人権委員会が設
立されていくと、東アジアでの人権関係NG○の相
互交流、協力も更に活発化していくと考えられる。
第二に、環境分野では、日本環境会議が1998

年度から、『アジア環境白書』を定期的に発行して、
東アジア地域（中国、韓国、台湾、モンゴル、東南
アジア）の環境モニタリングを始めているが、その
実績の上に、東アジア環境情報発伝所編(2006)
も発刊された。こうした努力の上に、さらに中国や
韓国のNG○との協力が進められていくことを期待
したい。2007年6月には台湾環境保護聯盟の主
催で、台北市で「台日市民社会論壇」が開催される
が、東アジア地域のNGO協力が次第に具体化して
きていることが見てとれる。既に中国からの黄砂、
酸性雨が韓国や日本の気象に影響を与えている事情
もあり（2006年段階で、日本の空に年間100
日以上、黄砂・黄塵が到達していると、日本の気象
庁は発表している)、日本から中国への植林ボランテ
ィアも年間延べ数万人に及んでいる（5）。これも市
民社会協力による地域環境問題への取り組みの一例
である。

第三に、平和と相互理解の分野での協力がある。
この点では、歴史認識をめぐり、国家レベルでの

対立の一方で、日本、韓国、中国三国の民間歴史家
たちが、共同討議・編集・執筆した共通の歴史テキ

スト（口中韓3国共通歴史教材委員会2005）し

が刊行されたことを指摘しておきたい。本書は中国

（社会科学文献出版社)、韓国（ハンギョレ新聞社）
でも出版され、日本と韓国、中国の三国民の相互理
解に貢献するものと考えられる。しかしながら、本
書には未だ台湾の歴史家が参加しておらず、民主化
の下で急速に歴史の見直しの進む台湾の歴史認識が

反映されておらず、台湾史の見方がもっぱら中国本
土の見方に依拠していることは残念である。この一
事にも見られるように、東アジアの市民社会の相互
理解、相互認識については、未だ多くの困難がある
にせよ、国家の利害が対立し、お互いに「反日」「中
国脅威論」「嫌韓流」などの言説がマスコミで流布さ
れている時に、地道な相互理解の努力が始まってい
ることは評価したい。

また、平和の分野では、2003年イラク戦争以
後、国連のアナン事務総長（当時）の提唱で始まっ
た「武力紛争予防のためのグローバル。パートナー
シップ」(GlobalPartnershipforthePreventlonof

ArmedConflictsGPPAC)が世界15の地域でそれぞ
れの地域の議題を策定し、2005年7月にニユー
ョークで世界各地域の総会が開かれた。東北アジア

では､既に2001年にソウルで、日韓市民会議｢東
北アジアにおける平和と非核地帯のための会議｣(主
催：韓国力|､リック大学、協力：韓半島の平和のた

図2地域公共空間の形成めの市民ネットワーク、ピースデポ、原水禁）が開
かれて、「東北アジア非核地帯推進国際ネットワー
ク・準備委員会」が発足しており、この地域NGO
が土台となって、日本、中国、韓国、極東ロシアの
他、台湾、モンゴルも参加して、GPPAC「東北

アジア地域共通行動アジェンダ」をつくってニュー
ヨーク会議に報告した（6）。日本からは日本国|際ボ
ランティアセンターやピースボート、ピースデポ等

10幾つのNGOが参加している。これらNGOは

更に東北アジア地域での非核プロセスを進めるべく、

「東北アジアGPPACプロセス」のイニシアチブ

をとっており、北朝鮮のミサイル発射の際には抗議

声明を出すなど、行動も活発である。将来は既に非
核地域を実現している東南アジアGPPACプロセ

スとの連携も大いに考えられる。

世界社会フォーラムの場では市民社会のグローバ

リゼーションに対抗する「連帯経済部会」が発足し
ているが、2006年10月にはマニラで「アジア

連帯経済フォーラム」が東アジア・東南アジアのN

GO，研究者を集めて発足することになった。第一
回フォーラムの主題は「社会的企業と社会的責任投
資」であり、アジア各国で市民社会をベースとして
活発化している社会的企業の経験と多国籍企業の社
会的責任に関する提言をまとめようとする動きで、
これもグローバリゼーションの引き起こす各種の
「失敗」を、市民社会側からチェックしていこうと

する動きにほかならない（7）。

今日、東アジアの場で、各国において市民社会の
活動はきわめて活発であり、そのなかで、グローバ
ル、また地域レベルで活動するNGO、NPOの数
も、また参加者も著しく増えてきている。これら、
NGO,NPOの活動を通じて、東アジア地域での
市民社会の連携もまた､進展していくことになろう。
本章ではそのような市民レベルでの地域協力の様相
をいくつかの分野で検討したが、これら市民社会の
活動は本質的に多様であり、けっして「東アジア共
同体」という単一の協力体をめざすものではないこ
とを注意しておこう。しかし、東アジアでの政府レ
ベルでの地域協力が進むときは当然のことながら、
今日EU協力に対し、市民社会、NGOが積極的に
参加し、提言を行い、そして協力の重要な分野を自
ら担っているように、アジアでの地域協力の有力な
担い手となっていく可能性が増すこともまた想定さ
れる。そればかりではない。市民社会レベルでの地

域協力と相互理解を通じる世論の形成が、今日しば
しば政府レベルで袋小路に突き当たっている政府間

交渉によいインパクトを与えることも、十分考えら
れよう。市民社会の連携とそれを通じる公共空間の

形成は同時に、グローバル、地域レベルで必ずしも
コントロールされていない市場社会の展開を、世論
による企業の社会的責任の追及という形でチェック
していくことにもなろう。
このように考えると、東アジアでの公共空間の形

成は次の図2で示されるような形になり得る。

国際NGO国際機関

(国連等）

地域機関
政府(ASEAN、東アジアj上岡作聯）

など
多国籍企業

公共空間

’
／

／
各国NGO/NPO

財団

’

(出所）筆者作成

この地域公共空間がどの程度、民主的性格を持つ

かは当然のことながら、地域市民社会の働きかけ、

提言、協力がどの程度活発か、に依存することにな

る。

その意味で、東アジアにおける地域協力の性格、

また、その実現性はじつのところ大きく地域市民社

会の動向、それを反映した世論の形成にかかってい

ると言って過言ではない。

図2では、政府は多国籍企業や国際機関、国際N
GOの動向や意向を考慮に入れつつ、地域機関を形
成する。この地域機関とはあるいはASEAN、A
SEAN+3、ASEAN+6等である。
もし、政府や多国籍企業の上からの地域協力機構形
成の動きが強ければ、この地域機関をめぐる公共空
間では権力や営利の色彩が強まるだろう。しかし、
今日の国際社会はそのようには動いていない。国際
機関や地域機関に対しては、市民社会、メディア、
各国議会、大学研究機関等の市民社会の提言や圧力
もきわめて活発に行われている。こうして、現存す
る、または可能な地域協力機関は、単に政府の意向
ばかりでなく、地域市民社会や国際NG○の提言を
も受け止めていかざるを得ない。ここに地域公共空
間が成立する。

｜
I

■
注（1）西川潤(2004A)では、本章の図1を

用いて、政治空間の圧力が大きいとき、公共

空間は権力空間によりコントロールされ、営

利空間の影響力が強いとき、公共空間は営利
性を強め、公共性を失う関係を描いている。

アジア諸国では、政府プラス大企業の影響力

が公共空間における市民社会の働きかけを

弱め、開発独裁体制を成立させた。

（2）呉連鏑（2005）は、オーマイニユースの

創始者による市民メディアの記録である。
運動としての同ニュースの意義について

は、玄（2005）がある。なお、オーマイニ

ユースは、日本でも2006年8月より配信
を始めた。

（3）世界社会フォーラム(WSF)については、イ
ンターネットで各国の関連NGOがウェッブ
サイトを開いている。各年ごとに公式サイ
トも存在する。WSF憲章は別処、安濃両氏
による翻訳が

一一一″笏

http://www.kcn.ne..jp/~gauss/jsf/chart

竺当htn'lに掲載されている。なお、

フイッシヤー他（2003）、ジヤイセン他
（2005）は初期のポルトアレグレ会議の記

録である。また、西川（2007）はWSFに現
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われた「連帯経済」概念の検討である。
(4)女性戦犯国際法廷の記録は､VAWW-NETJapan

（2002）として刊行されている。なお、戦時
性暴力の被害者に対する問題解決のアプロ

ーチとして、アジア女性基金のものと、女性
戦犯国際法廷のものと、それぞれ異なるアプ

ローチがあるが、両者の相違、その意義につ

いては、士野瑞穂（2007）を見られたい。
（5）高見邦雄（2003）は数多い植林プロジェク

ト報告では、自然条件、政策、人間の努力
の3要件を踏まえたものとして出色であ

る。西川（2006）：第7章、向虎・関良基
「貧困地域の生態建設」は、これらのアプ

ローチとは異なり、地元住民の植林努力を

サポートすることにより、持続可能な緑化
を進める可能性に関する報告である。

(6)GPPACについては、国連の公式サイトがあ
る。GPPAC東北アジア地域共通アジェンダの
邦訳は、川崎哲氏の ブ ログ

的生存権にもっと敏感になることによって、地域レ
ベルの市民連携、東アジア国際関係の民主化、そし
て、この地域での多国籍企業主導型ではない地域協
力に踏み出すことが可能になるだろう。それが、東
アジア地域で、より水平的な公共空間を構築し、ナ
ショナリズムの相克を克服しつつ、人びとの共生地
域への展望を切り拓く道へとつながるのである。

た点であった。このような市民社会の持つ民主性と

裏腹の現象としての原子性は、じつは市民社会が容

易に大衆社会化する理由となっている。つまり、ワ
イマール共和国の基礁を形成した市民社会が、大恐

慌を経て、たちまちナチズムの反ユダヤ人宣伝に踊

らされたように、市民社会はつねに権力や営利社会
によって操作される側面を持つ。これが、ハーバー
マスの憂慮した市民社会の大衆社会化にほかならな
い（第1節)。

NG○活動もボランティア行動だからと言って常

に正当化されるわけではない。市民活動も容易に思
い込みでの行動、独善性に走りがちである。それは
中越大地震の際に全国から膨大な古着が山古志村に
集中し､村は使われない古着を捨てることもならず、
収蔵用の倉庫を二棟建てなければならなかったとい

う話にも現れている。○DA(政府開発援助)の無駄
使いがよく新聞に報道されるが、NGOの無駄使い
もじつはけっして珍しくない現象である。ただ、そ

の規模が小さいために、新聞報道にならないだけの

話である。

また、アジア社会が全体としては成長の表裏現象

としての消費社会化､営利社会化の道を歩んでおり、

以上に述べたような「失敗」の危険性もまた、増し

ていることにも私たちは注意をはらう必要がある。

市民社会の失敗を避けるためには、国家とグロー

バリゼーションの内部で絶えず権力や営利エージェ

ンシーをチェックすることが必要である。その努力
の中で、市民社会自身もまた変わっていかなければ

ならない。このような市民社会の自己変革を通じた

自己展開は、政府に一度奪い取られ、上から進めら

れた開発を、市民社会自身が奪い返していく過程に

ほかならない。

市民社会が他のエージェンシーと関わり合いなが
ら自らの開発、自立、社会関係の変化を進める場が
公共空間といえる。公共空間というのはただ理念の

中で存在するものではなく、私たちが政府やメディ

ア、営利企業と関わり合っていく中で絶えずつくら
れていくものである。そして、私たちが公共の事象

にどれだけコミットしていくか、によって、この公
共空間の性質が権力主導型か、営利主導型か、それ
とも民主参加型か、決まってくる。
東アジアでは高度成長の反面、構造的な暴力はか

えって強まっている。けっして、平和的で安全な状
況とは言い難い。それがナショナリズムの対立とい
う社会現象として現れているのだ。この地域で平和
を実現していくためには、上からの共同体づくりで
はなく、市民参加を通じた公共空間の民主化が必要
である。そういう意味で、国際人権の流れを踏まえ
てすべての人の「平和的生存権」を定めた日本の平
和憲法はグローバル。レベル、地域レベルでの民主

化と平和実現の指針となり得よう。私たちはここか

ら出発することによって、東アジアにおける「人び

との共同体｣形成に進み出ることが可能だと考える。

それは同時に、国内社会の一層の開放、多文化社会

の形成と連動しているものにちがいない。

こうして、私たちはアジアの人びとすべての平和
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結びに

平和からは程遠い状況で、東アジアの共同体なる
ものが語れるのだろうか｡EUと違いアジアの地域主
義機構の進展にはいくつかの困難が横たわっている。
アジア諸国の発展段階はそれぞれかなり異なり、成
長のアジアは反面貧困のアジア、災害のアジアの側
面を抱えている。特にインド、中国の人口巨大国の
経済成長の過程で国内分裂が進行し、覇権主義的な
行動とその相克、核開発や軍備増強、国境紛争が起
こり、ナショナリズムが強まっている。日中、日韓
の歴史問題をめぐる対立も再燃している。それゆえ

に、「東アジア共同体」という言葉は未だ実体を持つ
に至っていない。

各国の睨み合い、腹の探り合い、軍拡競争や対立

の根底にはアジア社会のグローバリゼーシヨンの中

で、構造的な暴ﾉJが進行している事情がある。社会
の構造問題へ取り組むには、政府だけでは不可能で

あり、市民社会によるパートナーシップ、連携が必

要となる。実際に、市民社会による公共空間の形成

は各地で進んでおり、それがアジア諸国の民主化を

導いてきた。つまり、市民社会はアジアの高成長を

導いてきた国家の失敗、市場の失敗の是正者として

現れ、その役割を増しているのである。しかし、市
民社会もまた多元的、複合的であり、市民社会の失
敗(falluresofcivilsociety)もまた常に起こり
得る。市民社会はもともとブルジョワ社会であるた
めに、金もうけに走る弱さがある。また無秩序．分
敞・無政府性も市民社会の特徴である。これは既に
19･I1I:紀当初に市民社会の理論家ヘーケルが憂慮し

’

’
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東アジアにおける国際労働移動

早稲 田大学鈴木宏昌

’し、我々 の見方は、交通や通信分野における技術革
新のお陰で生産要素の移動は資本に限られ、労働の
移動は例外的になったと考えている。国を越える労
働移動には高い経済的・社会的コストがあるのに比
し、資本財の移動は相対的に安価で容易になった。
我々の直感は、今日では労働が豊富で市場があると
ころに工場が国境を越えて移転する。1960-19

70年代に西ヨーロッパに見られた外国人労働者の
受入れの論理は技術革新とグローバル化した経済の

中で不要になったのである。この展開を日本の精密
機械メーカーの事例で説明したい。

ヨーロッパと同様に、東アジアにおける国際労働
移動は時代とともに、また国によりその移動の質や
量が大きく変化する。遠い昔には中国から華僑と呼
ばれる人々 がシンガポール、香港などに移り住み、
活発な経済活動を行ってきたことは東アジアの国際
労働移動の伝統の強さを物語っている。もちろん
’9世紀においてはまだ国境という概念が定着して
いなかったという事情があるとしても。この報告が
主にカバーする1980年代以降に絞ってみても、
国際労働移動の流れの方向や質には変化が激しい。

"oba"za"cm,CambridgeUniversityPress

1980年代以降には東アジアにおける国際労働
移動の潮流は3つに分類することが可能である。ま
ず第一に東アジアから中東産油国への長距離の労働
移動がある。この移動の中心はインド、パキスタン、
バングラデシュなどの南アジア出身者ではあったが、
フィリピン、タイ、マレーシア人も含まれていた。
第二の潮流は東アジアからアメリカやヨーロッパな
ど先進国への国際労働移動で、これは息の長い流れ
である。近年は、主に受入国の政策により、途上国
出身の専門的技術者と留学生がこのカテゴリーを構
成する。アメリカなどではアジア出身者が留学後、
そのままアメリカで雇用を得て、定住するものが相
当数いる（以前には“頭脳流失”として問題にされ
たケース）。第3の流れは東アジア域内での近距離
の労働移動である。これは多分自然な労働移動
とも呼べそうで、マレーシアの農村に見られるイン
ドネシアからの農業労働者、あるいはタイにおける
ビルマ人がその典型で、そのかなりの部分は非合法
な労働移動である。

この報告はまず統計データにより東アジアにお
ける労働移動を烏撤する。2節において、企業の海
外進出の論理と技術的ノウ・ハウと人的資源の移動

を検討する。近年には、日本企業は生産設備や管理
をシステム化し、海外への移転を可能にしている。

また、少なくとも精密機械の事例では、必要とされ

る労働力は技能労働者であり、低賃金の不熟練労働

者ではない。生産拠点の海外展開に伴い、増加して

いるのは技術者や管理職などの専門的技術者の人で
あるように思われる。

１
１

I
1東アジアにおける労働移動の流れ

ヨーロッパと比較すると、東アジア諸国（中国、

韓国、日本、アセアン10力国）は国の規模や経済
発展段階に大きな差が見られる。巨大な中国のかた

わらにはシンガポールや香港といった都市国家やラ

オスやカンボジアという未発展の国がある。経済発
展の度合いを一人当たりのGDPで見れば、2003

年に1万ドルを超える日本、韓国、シンガポール、
香港、台湾がある一方、インドネシア、フィリピ：

しかし全体的に東アジアにおける国際労働移動
をみると、近年の流れは数量的に限られていること
が目に付く。フィリピンを例外とすれば、東アジア
諸国は重要な労働供給国になっていない。国際労働
移動の華々 しい時期は1980年代で終わり、最近
は数量的には低い水準にあるといえる。

この人の国際移動が低調な原因はいくつか考えら
れる；中国あるいはタイに象徴されるように、多く
のアジア諸国の経済は急速に成長し、国内で_卜分な
雇用機会が作り出された。また、近年、受入国側が
入国管理のコントロールを強化し、生産労働者など
の移動を制限したことも要因のひとつである。しか

沓港、台湾かある一万、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、カンボジアは1000ドルに満たない。
中国はこの年に1000ドルを超えたばかりであっ
た。またEUとは異なり、東アジアはアセアンブロ

ックを除けば地域統合の動きが見られない。

’ アジアの労働者の移動の流れには3つのものが見
られる；まず1980年代の中東諸国への一時的
な移動がある。中東の建設ブームの中で、エジプト
やパキスタン、あるいはインドなどの地理的に近い
国のみならず東アジアの労働者も高賃金を求めて移
動した。たとえばILOの推計によれば1987
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代初めには外国人労働者の受入れ問題が盛んに議論
されたが、政府や行政の最大の心配は大量の中国人
の流入であった。10年後の現在では、そのような
心配はほぼ消滅し、生産の海外移転の論理が優越す
ることになる。日本企業は難しい外国人労働者受
入れに画策するのではなく（日本政府は単純労働の
分野での導入には強く反対している）、むしろ工場
そのもの（あるいは生産の一部）を中国に移転を考
える。中国へ工場や子会社が移転すると、労働面で
移動するのは日本のエンジニアーやマネージャーで
ある。前節に見たように、東アジアにおいて活発化
している労働移動は専門的技術者であり、技能の低
い労働者ではない。この論理を日本の精密機械メー
カーの事例で検討してみよう。

年にフィリピンから307．000人、タイから7

5．000人そしてインドネシアから42，000

人が中東で働いていた。しかしこの国際労働移動
の流れは第一次湾岸戦争でストップがかかり、その
後はあまり大きな人の移動にならない。第二の流れ
は先進国への移動である。とくに中国とフィリピ
ン人が大多数を形成する。R.Adamsは2003年に
OECD諸国に滞在するフィリピン人を1.163.
555人、中国人を836．780人と見積もった
(R.Adams,2003)

。これらのフィリピン人および中国人のかなりの部
分は高等教育修了者であった。このフィリピン人の
移動の象徴は看護士である。2001年に13，0
00人が外国で雇用され、サウジアラビア(508
3人）、イギリス（6949人）などが主で、アメ
リカはわずかに367人でしかなかった。ただし、
ストックの数字ではアメリカは圧倒的に多く、11
511人を数えた。近年には、ほとんどの先進国が
専門的な技能を持たない労働者の受入れをストップ
しているので、外国人労働者の中で看護士などの専
門技術者の比重が高まることになる。

められている。送り出し国の中ではフィリピンがも

つとも海外で働く労働者数（出稼ぎ）が多く、出稼
ぎはこの国の主要な外貨独得の手段となっている。
すべての労働移動は原則的に国の行政機関を経由す

る。フイリピンの経済の停滞を反映し、フィリピン

の労働者は可能な限りのルートを利用して、海外に
雇用を求める。今日フィリピン人の10人に1人

は海外で働いている。その労働者の送金の総額は7
0億ドルに及び、商品の輸出総額の40％になる
（1999年）。もうひとつの送り出し国のタイは、

急速な経済成長の影響もあり、海外で働く労働者数
は安定的に推移している。

その8割は中国人であった。2001年の研修生の
受け入れは37，000人であったので、技能実習
生の数は確実に増えている(JITCO白書、2006
年）。研修生を受け入れる産業は繊維産業、食料品
製造、輸送用機械器具、農業などで、労働集約型の
産業である。もちろん、外国人研修生は9ケ月の研
修期間後は貴重な労働力として同じ場所で働くこと
になる。これらの産業においては代替の労働力を確
保する可能性は少なく、雇用主は継続的に外国人の
技能実習生に頼っているのが実態といわれる。また、
研修期間と労働期間の線引きが不明確で、たびたび
賃金や経費の支払いに関して技能実習生と雇用主で
問題が発生する。最近では、日本経済の回復基調が
明確になる中、経営者団体はこの技能実習生の滞在
期間をさらに延ばすように政府に働きかけもしてい
る。
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この東アジアの国際労働移動の鳥II敗はとくに重要

な2カ国、中国と日本についてあまり言及しなかっ

た。周知のように中国は無制限とも言うべき巨大

な労働供給余力を持つ国であり、長い間日本など

の高賃金国の懸念の的であった。しかしその懸念

は現実のものにはならなかった。まず、中国は沿海
地域を中心として、外資導入による急速な経済発展
が実現し、雇用機会が飛躍的に増大した（とくに1
990年代から）。さらに中国政府は戸籍管理を
継続し、農村部出身者の移動を制限した。その結果、
貧しい農民層の地域移動を制限することにより国|際
労働移動の管理にも成功したと言えよう。もちろん
非合法の中国人労働者の流入はある程度存在したが、
日本や韓国が懸念していた規模ではなかった。

この精密機械メーカーはベアリングの日本最大手
で、1916年に創立、2005年には日本国内に
8．000人、海外で14.000人の従業員を雇
っている。2005年の連結の売上高は6280億
円であった。この企業は財閥系でも、自動車の系列
でもない。製品としては様々 な用途のベアリング
（電機、自動車など）から自動車用の精密なトラン
スミションなどを製造している。主要な顧客として
はトヨタ、ホンダ、日産、ボッシュなどがある。

Ⅱ生産とノウ・ハウの海外移転の論理：精密機械
の大手メーカーの事例から

もうひとつの流れは先進国への留学である。巨大
な賃金格差が存在するので、かなりの数の留学生は
卒業後、そのまま就職し、その国で雇用機会を得る
ことになる。これは昔から‘頭脳流失”として知ら
れた現象でもある。表1に見られるように、アメリ
カ合衆国、イギリス、ドイツ、フランスが多くの留
学生を受け入れている。ドイツを除くこれらの3カ
国は外国生まれの居住者の教育レベルが最も高いこ
とが知られている。ともかく、今日の時点では東ア
ジアから先進国への労働者の移動(フロー)は専門的な
技術者に限られる。

企業は競争優位と利益の追求のために、労働コス
トを含む生産コストの最小化と新商品の開発を目指
す。口本企業でも、アパレルやプラスティック加工
といった労働集約的な企業または生産過程は199
0年代初めから中国に生産移転を行った。たとえば、
カジュアルなアパレルを中国で生産し、販売するユ
ニクロはその分野での価格破壊に成功した（同等の
質のスポーツシャツなどはデパートの，0分の，位
の価格で売られた）。現在では電気器具から半導
体産業に至るまで中国への生産移転は一般化してい
る。日本企業の中国への直接投資は、国際的に見て、
決してフロントランナーではなかった。まず、香港、
台湾、アメリカの企業が先行して中国への生産拠点
の移転を行った。周知のように、中国は20世紀末
には沿海部を中心として世界の工場になった。多く
の人は中国の成功の原因を低賃金に求める。しかし
本当の発展の要因は中国がインフラの整備など多様
な発展の必要条件を短期間にクリアーしたことにあ
ると思われる。工業化の初期には技術コンテンツの
低い企業が中国に進出したとしても、中国は記録的
なスピードでより技術度の高い産業構造への変化に
成功した。日本や韓国においては少なくとも30年
を必要とした産業の高度化が，0年の間に実現した。
中国はその間に、まだまだ不一,一分なところがあると
しても、交通、通信、人的資源、外資企業に対する
税・法律などの産業インフラを整備することに成功
したといえる。

この企業は日本国内に関東と京都地域に10いく
つかの工場を持っている。三つの主力工場（それぞ
れ1000人ぐらいの規模）はそれぞれ違った製品
群に特化している。この三つの主力工場は海外の工
場のマザーエ場の役割を担っている。一般大衆には
この企業の名前はそれほど知られてはいないが、日
本でも有数のグローバル化した企業である。グロー
バル化の軌跡は表4と5にある。1970年代にす
でにブラジル（1970）、アメリカ（1973）
イギリス（1974）、シンガポール（1975）
カナダ（1977）に進出している。これは自動車
メーカーのアメリカ進出（オハイオ州へのホンダ；
1978年、ケンタッキー州へのトヨタ：1986

年）にかなり先行していることが注目される。すな
わち、部品メーカーはアセンブラーである自動車メ
ーカーに先立ち、現地生産を開始するのが通例であ

る。

｜
｜
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日本の入国管理の政策にはほとんど変化が見られ
なかった。技能を持たない労働者（単純労働）の入
国を厳しく制限する一方、専門技術者、留学生、企
業内転勤などへの就労ビザの要件を緩めた。199
0年代に2つの“抜け道”が拡大した。まず、最初
は偶発的にではあったが、二代目、三代目の世代の
日系人に就労許可が与えられた。ブラジル、ペルー、
ボリビアなどに殖民した日本人の血を引く人々 で、
その数は相当の規模に達する。たとえば、2004
年末には286.000人のブラジル人、55.0
00人のペルー国籍を有する人がわが国に滞在して
いた。彼ら日系人は就労に関して法的になんらの制

限もないので、実質的に貴重な安価な労働力を主に
製造業に供給している。2つ目の“抜け道”は外国
人に対する技術研修（技能実習制度）である。
これは技能研修と労働の妥協の産物である。制度創
設期（1991年）には9ケ月の研修と1年3ケ月
の労働者としての実習からなっていた。現在ではこ
の期間は最高で3年まで（9ケ月の研修期間と2年
3ヶ月の実習、すなわち雇用期間）と延長された。
研修。実習の大部分は人手不に悩む零細企業で行わ
れるので、実質的に安価な労働供給源である。20
05年の研修生受け入れの実績は57､000人で、

第三の流れは東アジア域内における近隣諸国から
の労働者の流入である。これは伝統的な人の移動で
もある。たとえば、シンガポールは外国から多くの
マネージャー層生産労働者あるいは家庭のメイド
（主にフイリヒ。ンとタイから）を受け入れている

（労働力の27．3％）。他の例としては、マレー

シアで農業労働者として働くインドネシア人がある。
この伝統的な流入の要因は両国に見られる経済発展
の格差（賃金格差）が決定な要因であると考えられ
る。その昔送り出し国であったタイは、経済発展
のお陰で、現在ではミヤマーからの流入（多くは非

合法）という問題と直面している。このヒトの流れ
は主に技能を待たない労働力で、近年その数が増
ﾉﾉIIした形跡はない。

’

ボール・ベアリングは古くからある製品で、モータ

ーを用いるほとんどの機械に使われる（飛行機から

電気機器まで）。しかしベアリングの生産にはプラ

クティカルなノウ・ハウの蓄積を必要とする。たと

えば、自動車用のベアリングの場合、人の命にもか

かわるので絶対的な品質が要求される。完壁な円形

のベアリング、何年も使える耐久性を満たす材質、

そして摩擦を防ぐグリースなど、顧客の注文に応

じたスペックを精密に満たさなければならない。べ

’
外国人（移民）労働者に関する統計は日本、韓国

-ノイリヒ°ン以外には乏しい。表2と3には東アジア
I-おける国際労働移動に関する部分的なデータが集

この中国の変革は日本人がそれまで持っていた国
際労働移動のイメージを大きく変えた。1990年
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アリング生産の技術は現場の熟練した労働者の勘と
経験に頼るところがあり、この点自動化による生産

が可能なIT産業とは大きく異なる。したがって、多
くの場合、現地企業には品質の高いベアリングを作
る能力が未発達なので、日系の電機や自動車メーカ
ーはこの企業の製品を求める。この企業にとって、
自動車の顧客を確保することは企業戦略の生命線な
ので、この企業のグローバル化が自動車メーカーの
進出に先行する形で実現した。

BusmessLaborTrend,avrn2006,結び Bibliographie JILPT

JILPT,Tokyo
近年において、東アジア地域における国際労働移

動には三つの潮流が見られる。まず、中東の産油国
の高い賃金に引かれて、フィリピン、タイ、インド
などから様々な労働者（技術者、労務者あるいは家
庭のメイド）が中東諸国に流れた。ただし、東アジ
アの労働者に関しては、このルートは1990-19

91年の湾岸戦争により中断した。第二の流れはア

メリカやヨーロッパへの移動である。これは受入国

の政策の影響で、高い技能を持つ専門的技術者（看
護士やエンジニアーなど）に限られている。199
0年以降、他の労働移動が低下あるいは完全にスト
ップしたために、この専門技術者の比重は高まって
いる。しかし、数量的には1970-1980年代の
ような奔放な移動とはなっていない。第三の流れは
東アジア地域内での自然発生的な短距離移動である。
マレーシアにおけるインドネシアからの農業労働者、
あるいはシンガポールや香港におけるフィリピン人
あるいはタイからの家庭内労働者である。受入国側
が入局管理を強化する傾向があり、この流れも限ら
れたものとなっている。

KuwaharaY.InternationalComparisonof

EmploymentRelations
(G・Banbereta1.2004)

桑原靖夫
1991

国境を越える労働者、岩波新書、

厚生労働省編諸外国における外国人労働者の現
状と施策、2003 OECDInternationalMigrationOutlook,

SOPEMI,2004et2006

鈴木宏昌・川辺信雄（編著）移行経済における日
系企業－日本精工（株）の事例研究

早稲田大学産業経営研究所産研
シリーズ41，2007

生産技術のノウ・ハウの移転のためにこの企業は
マザー・プラントのシステムを採択している。海外
工場の立ち上げの時期にはこのマザーエ場から大挙
して技術者や管理職の派遣が行われる。その後は問
題が発生する時に技術者を短期に派遣したり、外国
からの研修生を受け入れたりする。技術移転の中に
は純粋の生産技術と同時にコスト管理の手法も入
る。実際上、各地の工場は同じような製品を作るこ
とになるので、厳しいコスl､の比較目標が設定され
る。たとえば、汎用の玉軸受けの製品の場合、中国、
ポーランド、日本の工場の原価目標がグラフ化され、
従業員のコストと競争意識を高めている。

SuzukiHiromasa:〈〈L'mdividu,leconectifetrEtat

danslespaysd'AsieduNord-
Est>>,(sousladirectiondel.
Daugareilh.Mondialisation,
TravailetDroitsfOndamentaux,

ParisetBruxenes,2005)
AdamsRichard′'InternationalMigration,
remittancesandthebraindrain:a

smdyof241abor-exporting
countries'',WorldBankPoliCy

ResearchWorkmgPaper3069,

WorldBank,WashiIIgt6n,DC,
June2003

YongyuthChalamwong:TheMigrationofHighly
skilledAsianWorkersm

OECDMemberComltriesandits

effectsonEconomic

DevelopmentmEastAsia@
DiscussionpaperofOECD,

May2004
IaPanLabo"Review:Foreign
edition)JILPT,Autumn2005

Workers(special

中国の工場の発展はここ2‐3年のこととなる。1
995年にジョイント．ベンチュアーの会社が設立
され、主に日系の電機メーカーにベアリングを納入
していた。21世紀になると、トヨタ、ホンダ、日
産という自動車メーカーが中国進出を本格化する
（上海、広東地域）。これに答えて、このベアリン
グメーカーは上海近郊の工場を大拡張する。200
6年8月には、この工場は1300人の従業員と1
0数名の日本人スタッフを雇用していた（鈴木・川
辺、2007）。管理職やエンジニアーのキーポス
トに日本留学の経験を持つ中国人が配置されていた。
また、相当数の中国人技術者は日本のマザーエ場で
研修を受けた経験を持つ。

東アジアにおいても国際労働移動の黄金期は1
980年代に終焉したように思われる。わずかに
専門的な技術者に関して労働移動が多少増加してい
ると見られる。この原因は受入れ諸国の入国管理の
政策ともに生産拠点の移転の論理が効いているよう
に考えられる。先進国の受入国の政策に共通するの
は、高い技能を有する労働者を歓迎し、技能の低い
労働者の流入を認めないことである。その一方、企
業の論理は、交通や通信の発展のお陰で、国境を越
えてコストの優位と市場へのアクセスを重視する。
交通の発展に伴い運送費の比重は弱まり、顧客との
関連や市場アクセスを計算しながら企業は世界規模
で戦略を定める。こうしてみると、1960年代の西ヨ
ーロッパ諸国のように、労働コストの低減を求めて、
安価な外国人を大量に導入した時代は過去のものに
なったといえよう。東アジアにおいては中国の飛躍
的な発展により、全体的な所得格差は平準化する傾
向が見られることから、1980年代のような国際
労働移動が東アジアで復活するとは考えにくい。そ
の一方、市場はますます地球規模化し、同一化する
ので、企業の生産ネットワークはボーダーレス化し
ている。資本の移動には国境はなくなりつつあるが、
人の移動は最小限に絞られているのが昨今の現実で
ある。

’
表I

高等教育における外国人学生数と増加率(1998年=100)
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同じようなシナリオはタイの工場でも見られる。
タイには自動車産業が集中し、東アジアのデトロイ
トになりつつある。近年、トヨタはバンコック郊外
に3番目の大工場の建設を決め、付随して部品メー
カーも生産規模の拡大を図っている。タイのベアリ
ングエ場も増産体制を企画していた。

’
OECDEdUcationDatabase

このベアリング企業の事例が示すことは海外への
生産拠点の移転の大きな要因は主要な顧客との関係
あるいは市場へのアクセスである。この企業の場合、
低賃金によるコスト削減が移転の直接の動機ではな
く、日系自動車メーカーへの供給（市場確保）が海
外への生産の移転をもたらした。
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表2

アジアにおける外国人労働者数：（）内はその国の労働力に占める比率（％）

表5

マザープラントAの支援体制（主に汎用製品）

’

’

’

’
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－ －
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表3

送り出し国の海外移住労働者数
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表4

企業のグローバル化の過程
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ロジックを用いるようになった。

貿易・投資を促進する牽引役として、日本では円借
款･輸銀ローン'が多用されてきた｡両者とも財政投融
資を原資とする公的借款であり、政策目的には大差が
ないが、円借款はODA、輸銀ローンは非ODAとして
分類される。2007年現在、ODAの約半数が返済義務
を有するローンの形態をとっているのは日本だけであ
る。日本政府が公的資金を供与することが、日本企業
がアジアに進出するための「呼び水」となってきた側
面がある。

しかし、対外的には円借款はこうした商業目的より
も、途上国の「自助努力」を支援するのに効果的な援
助形態であるとの説明がなされてきた。自助努力の狭
義の意味は、借款の金利・元本を滞りなく返済するこ
とができるような、プロジェクトの実施・管理を借入
国の責任で行うということである。これが少しずつ拡
大側鰍され、自助努力支援が、援助が価値観や主義主
張の押し付けにつながってはならず、むしろ途上国自
身による改善努力をその発展段階に応じて間接的に支
援するという意味に使われるようになった。
つまり、欧米の一部の国のように途上国の民主化や

人権問題に介入し、その改善の見返りに援助を行うと
いったことは避けようとするものである。途上国の主
体性を重視するというと聞こえはよいが、裏を返せば
民主化・人権面で問題があっても援助するという意味
でもある。実|祭、民主化前の韓国、フィリピン、イン
ドネシアに対して日本は多額の援助を供与してきた。
また、1989年の天安門事件以降、欧米諸国が援助を停
止する中で、中国に多大の援助を供与し続けたのは日

本のみである。こうしてみると、日本の自助努力支援
が結果的に途上国の独裁体制を温存させるのに貢献し
た面は否定できない。

このような日本の通商重視・政治軽視の援助政策が

転機を迎えるのは1990年代以降の国際情勢の変化で

ある。まず､PKO協力法が成立した1992年に「ODA

の憲法」とも言うべき、政府開発援助大綱(ODA大綱）

が閣議決定された。ODA大綱は日本のODAの基本理

念を明確に打ち出した最初の公式文書である。

この大綱の基本理念は「環境と開発を両立させる」

に低利の借款を供与したことにはじまる。その意味で

は日本の援助史にとって、ミャンマーは特別な存在で

ある。筆者はミャンマーに2005年8月から9月にか

けて、約2ケ月滞在した。その直接の目的はJICA(国
際協力機構）の専門家として、ヤンゴン経済大学の経
済．経営カリキュラムの支援を行うことである。滞在

中、ミャンマーの企業訪問や工場の見学を通じて、同

国の企業活動や労働市場について調査する機会を得た。
軍事政権下で自由な活動は制限されていたものの、停
電に苦しみながら細々 と運営する自転車製造工場や、

十分な給与が払えないために、労働者がタイ国境を越
えて国外逃亡してしまう繊維工場を訪れた。そうした

中で、日本からの援助や投資が果たしてこの国の民主

化に寄与しているのか、疑問に思った。

本稿の構成は以下の通りである。第’章では日本の

ODAが民主化支援にどの程度寄与してきたのか､全体
像を探る。ロ本のODAの政策文書を参照し、政策・
理念での変遷をレビューするとともに、具体的に供与
実績に反映しているのかを定量的に検証する。第2章

では日本のミャンマーに対する最近の援助・投資動向
を分析しつつ、その民主化支援効果を他の国の援助・
投資動向と比較検討する。特に、中国と日本の思惑の
違いや対立点に注目する。第3章ではミャンマー経済

の二重性を念頭に置きつつ、市場化が企業・労働市場

にどのような影響を及ぼしているのか、現地調査に基

づき報告する。第4章では冒頭の問題意識に対する、

総括を行い、政策的含意を述べる

経済開発における民主化支援と日中の対応

ミャンマーの事例

早 稲 田 大 学 大 門毅
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要約 はじめに

政府開発援助(ODA:Of6cialDevelopment

Aggistance、以下ODAと略称）の政策目的はさまざ

まである。大別すると、①人道・貧困削減（人道的観

点から､ないし貧困削減の観点から､必要とされる人々

を救済すること)、②歴史・文化・社会関係の維持（歴

史的・文化的・社会的に重要な国との関係を維持し、

推進すること)、③国家イメージの向上（自国のステー

タスを高めること、および民主主義・人権などの政治

的理念を普及させること)、④国内問題対策(移民問題

や余剰農産物処理など、国内で生じている社会問題に

対処すること)、⑤安全保障（自国の安全保障の観点か

ら重要な国との連携を強化し、あるいはその国の軍事

的強化や安定化を図ること、または紛争地域の安定化

を図ることによって自国の安全保障を確保すること)、

⑥貿易・投資促進（自国企業の対外貿易．投資を促進

し、経済の振興を図ること）などが網羅される(JBIC

2004)。

本稿は､ODAが被援助国の民主化にどの程度寄与す

るかという問題意識に立脚している。特に、ロ本の

ODAはこれまで貿易．投資促進（上記の分類では⑥に

相当）が中心であり、途上国の人権や民主化には無関

心と批判されてきた。しかし、近年のODA改革によ

り、こうした分野にも配慮した援助が行われてきたと

いう主張が政府の発表するODA白書等でもなされて

いる。果たして、日本の援助政策は途上国の民主化に

どの程度、寄与しているのだろうか。この問題を検証

するため、人権に関して大きな課題を抱える東南アジ

アの仏教国、ミャンマーについて考えたい。

日本のODAは1950年代に戦後賠償として旧ビルマ

従来、自助努力のタテマエと貿易・投資促進のホンネ

を使い分けてきた、日本のODAは1990年代以降､人

権や民主化支援、さらには平和構築といった価値を体

現する外交のツールとしての色彩を強めてきた。本稿

ではミャンマーに焦点を当て、日本のODAが新たに

表明してきたこうした価値観や理念が、実際の援助政

策にどのように反映されているのかを探る。分析の結

果、日本の支援はミャンマーの民主化・人権の状況を

改革しうる貢献はできておらず、他方、欧米による制

裁も体制改革への力とはなっていないことが判明した。

状況打開の鍵を握るのが、制裁を行う西欧諸国と利害

対立の関係にある中国の動向である。日本の援助には

両者の利害を調整する仲介役としての役割が期待され

ている。

キーワード：政府開発援助(ODA)、民主化支援、ミ

ャンマー、中国、自助努力

謝辞：2006年11月にパリ大学（ナンテール校）で行

われた日仏経済学会の出席者各位、特に、西川潤親受

（早稲田大学)、AnneAndrouais教授（パリ大学）に

お礼を言いたい。また、2005年8~9月、筆者のミャ

ンマー滞在中にお世話になった工藤年博氏（アジア経

済研究所)、JICAヤンゴン事務所長はじめとする関係

者、それから（ご迷惑になるので）お名前を記載する

ことができない多くのミャンマー側関係者に深くお礼

を申し上げたい。

1.0DAと民主化支援

日本のODAは円借款が中心的な役筈l1を担ってきた

こともあり、日本の外交と通商政策を補完し、貿易・

投資を促進する役割が担われてきた(Lancaster

2006)。日本のODAがアジア地域を中心に供与されて

きたのもそのためであり、1970年代の石油危機以降、

イラクを含む石油資源国にODAが大量に供与されて

きたのも、「資源外交」の一貫であった。さらに、1980

年代に日本の貿易黒字が国際的に問題になると、日本
は「黒字を還流」するためにODAを供与するという
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していく観点からも､着実に民主化を進めていくこと」

に資するということで、諸外国が援助停止または経済
制裁を行ってきているにもかかわらず、援助を実施し
てきた（表2．3）2．

援助形態別では､2000年以降は無償資金協力と技術
協力による支援が中心であり、大規模インフラ案件に
円借款が供与されていた時代のように大きな援助金額
ではないが、ミャンマーにとってはそれでも
OECD/DAC加盟国の中でも突出した「トップ．ドナ
ー」である。また、アウン・サン・スーチー氏が監禁
された2003年5月以降は、西欧諸国、アメリカは経
済制裁措置を発動しており、一切の援助が凍結された
ままである。そうした中、2007年現在、主要ドナーで
は日本のみがこの軍事独裁国家に援助を供与を継続し
ている。このことについて、日本の「民主化支援」の
観点から考えてみたい。

その問題を検討する際に、ミャンマーの置かれた地
政学的立場を念頭に置く必要がある。欧米が経済制裁
を行う中で、近隣アジア諸国、特にタイと中国及びイ
ンドはミャンマーと政治的･経済的な関係をむしろ強
化している。タイはミャンマーの天然ガスに戦略的利
益を見出し、その見返りとして投資や貿易を行ってい
る。また、中国は、ミャンマーをインド洋にアクセス
する戦略地点と位置づけ、さらにメコン川流域開発を
巡る利権にとって重要視している。その見返りとして
軍事援助及び低金利の借款､技術･経済協力を行ってい
る。

他方、日本からの民間投資は1990年代半ばにピー
クに達し、その後減少している。1989～2000年度の
対ミャンマーの日本の直接投資(FDI)累計は233.6
百万ドル、インドネシア(238.8百万ドル)、オランダ
（238.8百万ドル）を僅かに下回り、シンガポール
（1537.5百万ドル)、英国（1400.7百万ドル)、タイ
（1265.2百万ドル)と桁違いに低い。さらにマレーシア
（5970百万ドル)、フランス（460.4百万ドル)、経済
制裁前の米国累計(465.3百万ドル)をも下回る。街中に
は日本車が走り、日本メーカーの家電製品（多くは
ASEAN･中国製）がマーケットに溢れているが、日本
企業のプレゼンスはかなり低い。（表4）

「軍事的用途及び国際紛争助長への使用を回避する」

「国際平和と安定を維持・強化するとともに、開発途

上国はその国内資源を自国の経済社会開発のために適

正かつ優先的に配分すべきであるとの観点から、開発

途上国の軍事支出、大量破壊兵器・ミサイルの開発・

製造､武器の輸出入等の動向に十分注意を払う」「開発

途上国における民主化の促進、市場指向型経済導入の

努力並びに基本的人権及び自由の保障状況に十分注意
を払う」ことを原則とするものである。

ODA大綱の制定により、環境、軍事、民主主義とい
った、従来「自助努力」にゆだねられていた要素が日

本が主体的に関与する分野へと変化した。その背景に
は、湾岸危機を契機に、国際社会ではイラクの軍事大
国化を許してしまった反省として、途上国の軍備管
理・軍縮に向けて一層の努力を行う必要が改めて認識
された。また、中・東欧及びソ連の激動と変革は、開
発途上国においても民主化、市場経済の導入、人権の
尊重が推進されるべきとの議論が強まり、日本として

もこうした分野に「人的貢献」をすべきだとの世論が
高まった（杉下2004)。

ODA政策転換の第2の契機は2000年前後の途上国

における紛争の激化と2003年のODA大綱の改訂であ

る。日本は「人間の安全保障」(humansecurity)とい
う理念を基軸として、平和構築の分野に踏み出すこと
となった。人間の安全保障とは、国家を単位とするの

ではなく、個人を単位とした外的脅威・リスクへの安

全弁を確立しようとする考え方である。貧困者のエン

パワメントを中心に、保健・医療・教育などの分野を

重点的に強化しようとするものである。エンパワメン

トの中身は、コミュニティの意思決定における発言権

の向上も含まれており、民主化支援と理念的に共通す

るものである。日本は人間の安全保障への支援を通じ

て、こうした分野へもより一層踏み込むようになった
のである。

日本のODAを巡る政策・理念面での変遷は以上の

通りであるが、それでは具体的に実施面において、こ

うした変化が反映されているのだろうか。ここでは、

ダラーとレビンの研究で使用されている世界銀行の

「国別政策。制度評価」(CountIyPohcyand

InstitutionalAssessment:CPIA)、国際カントリー．

リスクガイド(InternationalCoumryRiskGuide:

ICRG)による｢法の統治指標｣、フリーダムハウスの｢民

主化指標」をもとに、日本の援助の動機付けの国際比

較により検証をすることしたい(DonarandLevin

2004)。（表1）

まず、CPIAは経済運営、構造政策、社会的一体性．

公平のための政策、公的部門の運営・制度に関する16

の指標について、1～6点（最高点6点）の加重平均

を計算したものである。たとえば、2005年の場合、上

位3カ国はアルメニア（4.3点)、カーボベルデ（4.1

点)、サモア（4.0点）となり、調査対象の78か国中、

最下位3カ国はジンバブエ(1.8点)､中央アフリカ(2.4

点)、コモロ（2.4点）となっている。

また､ICRGは民間のシンクタンク(PRSグループ）

が約140カ国を対象に、投資家向けに格付けデータを

発表するもので、その中には政府の統治能力に関する

項目、例えば、「官僚の質」「民主的説明責任」「汚職」

「政府の安定性」などが含まれている。ダラーとレビ

ンはそれらのうち、「法の統治」（最低点1～最高点1

2点）指数を使用した。

さらに、フリーダムハウスの民主化指数は、政治的

権利と市民の自由を1～7点で格付けするもので、こ

の場合、最も自由とされる最高点が1点として計算さ
れる。

ODA供与額の弾力性とは､これら3つの政策指数が

1％上昇した場合､ODA供与額がどれだけ上昇するか
ということを示した数値である。例えば、CPIAにお

いて1位を占める、IDA(世銀グループ)では、弾力性が

5.384である。つまり、CPIAが1%、改善された国に

対して､約5％増の援助が供与される傾向にある。政策
改善に対して、より敏感に反応し、ODAを供与してい

る、言いかえれば、より選択的(selective)な供与を行っ
ていると考えられる。

法の統治指標や民主化指標も|司様に解釈される。但

し、民主化指標がマイナスになっているのは、指標の

上昇が民主化の低下を意味するからである。つまり、

よりマイナスの弾力性の高い国が、民主化の悪化した

国に対して、より敏感に、選択的にODAの供与をし

ない傾向にあるということである。従って、実質的に

は民主化の改善した国に対して、より選択的にODA

を供与する傾向にあるということと同値であることに

お気づき願いたい。

これらの弾力性を計量的に算出したものを上位から

ランク付けしたものが表，である。この表によれば、
日本はCPIAにおいて4位、民主化指標において6位

の弾力性を示している。国際ドナーの中でいずれも高
い値である。CPIAはマクロ経済の安定度を示す指標
であり、日本がマクロ経済運営が比較的安定している

国一「自助努力」の高い国一に援助を実施しているこ

とが裏付けられる。他方、民主化指標においても、イ

ギリスや北欧諸国についで、弾力性の高い国であるこ

とが示されている｡但し､｢法の統治｣指数については、

ランク圏外（44ドナー中の20位）に甘んじている。
以上のデータから示唆されることは、国際比較にお

いて近年の日本の援助が、マクロ経済運営面での自助
努力に加えて、民主主義がより浸透している国に対し
て供与される傾向にあるということである。その意味
では1990年代以降の日本のODA政策が｢大綱｣(1992
年､2003年)に躯われている｢民主化支援｣の原則が、
ODA供与額の上でも裏付けられることとなった。

しかし、一方で日本は天安門事件以降も、国際的に
人権問題で非難され、経済制裁・援助停止を行ってい

る国に対して、援助を行ってきた。東南アジアの軍事
独裁国家ミャンマーもそうした国のひとつである。日
本の援助の意図、その影響について探ってみたい。

■
、

2．軍事独裁国家ミャンマーに対する日本の対応

外務省の「ODA白書」によれば、日本がミャンマー

にODAを供与することは、「中国、インドという大国
の問に位置する地政学的に重要な国であり、また、我
が国にとって重要なパートナーであるASEANの一員
でもある。また、歴史的にも我が国との友好関係が培
われてきた国である。我が国としては、ミャンマーが
民主的で、市場経済に立脚した、社会的に安定的な国
となることが重要であると考えており、さらに同国を
ASEANの繁栄。安定・統合に貢献する国として確立

’

ダラーとし上

「国別政策
’
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公務員は住居手当や恩給など、名目給与に反映されて

いない特権があるとは言え、歴然とした格差がある。
いるのもこの市民経済である。天然資源など基幹産業

に対しては、EU諸国の投資も継続的に行われており、

人権問題に対して一種のダブル・スタンダードに陥っ
ている。

第4に、民主主義・人権という価値観を巡って、ミ

ャンマー支援において立場を異にしている欧米諸国と

アジア諸国の間にはさまれるようにして、日本の立場
はどちらつかずのアンビバレントな状況である。アジ
アと西欧の価値観を巡る対立を緩和し、両者が政策的
な対話を行わなければ、ミャンマーの人権状況は改善
していかないだろう。日本は、アジア諸国、特に、中
国と連携・強化することによって、対話の仲介役とな
ることが期待される。

文末注

以上のように、ミャンマー経済の市場化は、企業・

労働市場の両面において格差拡大という特徴として現
れているようである。公式データにはなかなか現れて

こないが､WFPなどの報告によれば､農村部を中心に
貧困層の拡大が深刻化しているという。

11999年のJBIC(国際協力銀行）発足後は輸銀ロー
ンはアンタイド．ローンなどと呼称されるようになっ
た。

2このような人権論はこれまで制裁一辺倒であった国
際社会においても出始めている。国連人権問題特使ラ
ザリ・イスマイル氏は「欧米の経済制裁は挫折した。
孤立させるのではなく、対話を行うことが必要」と述
べ、また「(体制変化にとって)中国、インド、タイの果
たす役割が大きい」語っている（2005年9月1日に放
映されたBBCとのインタビュー)。
3EUは経済制裁を発動したものの、貿易・投資関係
は継続している。例えば、ミャンマーの天然ガスは中
国・タイのほか、欧州系企業も進出している。
4調査は日本側研究会が調査票を作成し、現地の民間
調査会社に委託する形で実施された。サンプル企業は
ヤンゴン及びマンダレーの企業の中から業種別に無作
為抽出したいもの。
5MSR(MyanmarSurveyResearCh)社実施による
130社余を対象とした企業調査。

4．結論

以上の分析結果から次の4点を政策的含意として抽
出することができるだろう。

第1に、ODA供与額に関する政策の弾力性で見る限
り、日本の援助額は途上国の民主化に対して「弾力的」
である。つまり、民主国家に対して、より選択的に援
助供与を行っている。但し、因果関係については注意
する必要がある。というのは、日本の援助が供与され
たことが大きな誘因となって、非民主主義国家が民主
化したかどうかは弾力性のみでは分からない。日本の
被援助国の大半はアジアである。1980年以降にアジア
諸国が幾つかの要因や偶然が重なり、「民主化」したた
め、数値の上で民主化の弾力性が高い可能性もあるか
らである。

第2に、にもかかわらず日本は民主化・人権におい
て国際的に制裁を受けているような国、例えばミャン
マーに対しては､西欧諸国への外交的配慮もあり、大々
的に援助を行うことはできない。その点、地政学的な
権益や経済的な利益を重視し､自らも天安門事件(1989

年）以降、西欧諸国からの民主化要求に応じない中国

とは対極の立場を取っている。その結果、アジア諸国

に対する援助.投資を含めたコミットメントにおいて、

日中に温度差が生じ、ミャンマーの場合がまさにそう

であるように、利害対立が起きる可能性がある。

第3に、現在のミャンマー経済は軍部が掌握する基

幹産業と大多数の市民が生活する市民経済の｢二重性」

によって特徴づけられる。市民経済は自由化・市場化
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西側の経済制裁の影響により、もっとも打撃を受けて ’
I
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表1 ODA供与額の政策項目別弾力性・ドナーRII卜付1，ヵ国
表5ミャンマー衣料品輸出国・金額（100万ドル）

(出所:WorldThFadeAtlas)

表6企業規模別雇用･生産･投資寄与(2004年度）（％）

一一、。一噂“αエロuuLJev1nzUU4

注：政策項目・弾力性の定義については本文参照；データ調査年はいずれも2004年
表2

典－5l聯:河分瑚ミミン･ず一杯病鶏ﾉﾉ典輪

(出所:UMFCCI)
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表4対ミャンマー海外直接投資承認金額(百万ドル） 「
1

1

表8経営上の問題点(%）
－

(出所:ADBCountryEconomicReport,MyanmarStatisticalYearbook2003)’
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深刻な問題 問題 問題なし

融 28 32 40

インフラ未整備
ー

13 29 58

制度変更･情報開示の不十分さ
ー

12 35 53

輸入規制･輸入手続きの煩雑さ
－

10 18 72

関税情報の不十分さ
ー

7 20 73
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諏訪貞夫編著

『日本経済の進歩と将来』

314ページ、成文堂、2007年6月刊、3150円(出所:アジア経済研究所）

法政大学経済学部教授長部重康図1 ミャンマー軍政をとりまく環境

して､幕末にパリ万国博へ向かう派遣使節団に加わり、

その後2年間もの間かの地に滞在してフランス近代文

明をつぶさに学び取った渋沢栄一に注目し、彼の日本

の近代化に対して果たした役割を再評価している。渋

沢は「多くの改革計画を明治新政府にもたらし、後に

1873年野に下り、国立第1銀行の頭取として500以上

の日本の代表企業を創り、日本の資本主義システムを

創り出した。…他方600を超える慈善団体を創設し社
会福祉の増進に大きく貢献」したのである(p.18)。

本書は編者である諏訪貞夫先生を中心にその同窓生

が5年の間、10数回にわたって続けてきた「経済政策

研究会」の成果を編んだ論文集である。2002年には同

じメンバーにより、先生の古希記念論文集､『日本経済

の新たな進路一実証分析による解明』（成文堂、2007

年)が上梓されており､本書はその続編ということがで

きる。

車|玉
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わが国においてフランス経済計画研究のパイオニア

として名高い諏訪先生は、長年日仏経済学会の理事と

して、また文化系フランス政府給費留学生の会の会長

として日仏文化交流に尽くされ、多大な貢献をされて

きた。本書の白眉はその蓄積を遺憾なく発揮し、流麗

な仏文で書き下した論文「Larelation

franco-japonaiseetlamodernisationde

l'Ec｡n｡miejap｡naise｣(第11章）である。その圧縮

された邦語版が、本書の巻頭を飾る「日仏関係と日本

経済の近代化」（第1章)であり、われわれが長文の仏

語論文のエッセンスに触れることを容易にしてくれる。

本年は「日仏交流150周年」の記念すべき年にあた

る。様々 なイベントが企画されることになろうが、諏

訪論文はこのための貴重なキックオフと評価できる。

1858年締結の日仏修好通商条約に先立つ､開港による

わが国貿易の比較優位から筆を起こし、その厳密な検

証によって「古典派静学モデルによって基礎づけられ

た利益は､1851年から1853年に､．…国内生産の約8%

から9%がせいぜいであろう」(p.8)と結論づける。そ

■
初章と終章とを飾る師の論文に挟まれて、門下生が

9本もの論文を寄せ、内容は盛り沢山である。その要

旨を手短に紹介しよう。

図2職階別名目月給(中央値)(チャット）

12叩00「

'｡｡"｡’ GenManager

80．000↓

Manager

Accountant

Secretary
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Driver/OficeSta仔

FactorVWoIker

第2章松本保美､｢基礎理論の応用可能性と問題点
一アローの一般可能性定理の場合」

アローの一般可能性定理を取り上げ、経済学におけ

る基礎理論がどの程度実際性を持つかを検証する。導

き出された主要な結論は､社会全体を規定するものと、

実際の経済運営に直接関係するものとに2分される。

前者としては、民主主義の実現不可能性や、個人の自
由と平等の両立不可能性が検証され、後者としては、
いかなる政策も短期と長期の総合政策であるべきであ

り、良い政策でも長く実施しすぎると社会に有害とな

る、などの結論が導かれる。最後に経済学の中に、進

化生物学という人間的要素を取り入れる必要性を指摘
する。
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(出所:MSR,SalarySurvey2005)
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外貨関連の問題 7 22 72

国内輸送に対する課税 5 21 74



第3章塚原康博、「通信･放送産業の生産波及効果

一拡大レオンチェフ乗数による産業連関分析」

より広い視点から短期の生産波及効果を捉えようと、

拡大レオンチェフ乗数を用いて成長著しい通信・放送

産業を定量的に検証する。その結果、通信の生産波及

の総効果はさほど大きくないが、放送のそれは全産業

部門とサービス産業部門それぞれの平均より、また公

共事業より大きい、との結論が得られた。また1995~

2000年に両者ともに生産が拡大し､産業全体への波及

効果も高まった。

第4章松崎滋恵､｢新しい貯蓄理論と日本人の貯蓄

動機」

家計の消費・貯蓄行動を説明するために、伝統的な

新古典派モデルに代わる行動経済学の意味を検討する。

そして国民の精神性や態度といった「エートス」が、

貯蓄などの経済行動の決定に重要な役割を果たしてい

る事実を強調する。

第5章鑓田亨、「技術進歩率の低下と流動性の罠」

新古典派の最適成長モデルでは、ハロッド中立的な

外生的技術進歩が仮定されている。その枠内で、実質

利子率の決定に際して流動性の罠が生じる理由を考察

し、それを①技術進歩率の低下、②過剰な資本、③成

長への悲観的予想、④効率の期待デフレ率の4点に整

理する。

第6章馬場正弘､｢エネルギー価格変動と技術革新

の産業間差異」

技術革新活動の水準には産業間格差が存在するが、

それを決定する条件としてエネルギー価格という外生

的要因に注目する。これがヒックスらによって始めら

れた誘発的技術革新仮説である。エネルギー価格が多
くの技術革新を生み、それによるエネルギー集約性の

低下や既存エネルギーへの依存度の低下が、さらなる

技術革新を呼ぶ、というプロセスの解明で、この仮説

を実証する。
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第7章安藤潤、「米国における家計の「過剰消費』

に関する一考察--財政政策、消費者金融およびIT/<

ブルの影響を中心に」

アメリカでは政府部門と家計部門とで「過剰消費体

質」が問題視されてきた。減税政策が近視眼的消費者

の消費拡大を促すのみならず、政府支出の拡大政策も

また、合理的消費者についてその消費支出の増大を招

いている事実を検証する。

第8章永冨隆司､｢税制改正と製造業諸企業の投資条

件の変化-1990年代以降の産業別資本コストの計測」

1990年以降の法人課税制度の変化が投資条件であ

る資本コストにいかなる影響を与えてきたかを、動学

的最適化の枠組みを用いて、大企業841社を対象に分

析した。その結果、資本コストは全産業で大幅に低下

したものの、税制改正の影響はさほど大きくはなかっ

た事実が明らかにされる。

第9章飯田幸裕､｢為替レート制度の分類と選択に

関する－考察」

各国の為替レート制度の特徴をdejureとde

factoの二つの観点から分類し、同時に固定制と変動

制との間で､また両極の解(固定と変動のいずれかを選

択)と中間的制度との間で､二つの比較を行う。この結

果、各国の為替レートの制度には、①ドル、ユーロ、

円を中心とるす通貨制度などのハードペッグ、②バラ

ンスの取れたManagedFloatingPlus、③中間的な通

貨バスケット、の3方向に向かっている事実が確認さ
れる。

第10章徳田雅章、「貨幣と実体経済、非中立性と

内生性問題」

構造VARモデルとして、実質貨幣と実質GDPという

2変数による最もシンプルなものを用い、貨幣ないし

実物ショックが生じた際に生じる、あるいは金融政策

当局が採用する政策によって生じる、2変数への影響

を考察する。その結果、1973～85年には両ショ

ックによる反応は総じて小さかったものの、逆に85

～04年には大きかった事実が明らかにされる。金融

一一■
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システムの変容を示すものといえるが、貨幣の緩やか

な内生性と長期非中立性との存在が確認されたことを

意味する。

＊＊

さてこのように本書は、内容としては論理非存在証

明から計量モデルの計測、仮説の検証、歴史的分析に

までに及び、対象領域も通信．放送産業からエネルギ

ー、製造業、投資行動、税制、金融システム、消費者

金融、為替レートへと広がっている。

対象とする国も、日本、フランス、アメリカなど、

主要国をカヴァーする。多彩かつ重厚な論文集という

ことができる。それぞれの専門分野で話題をよぶ力作

ぞろいだけに、これを逐一批評するのは評者には荷が

勝ちすぎるし、紙数の制約から断念せざるを得ない。

本書の標題に期待して本書を紐解くと、共通のテー

マや共通の問題意識という点ではやや物足りず、いさ

さかの欠落感を感じてしまうのもいたし方ない。編者

の言葉を借りれば「無理に副題をつけるとすれば、一

経済データのパーソナルコンヒ｡ユータによる解析一と

いうことに成る」(p.313)のであり、計画経済分析のパ

イオニアとしての師が門下生に注入した遺伝子は、計

量分析の手法なのであった。

とはいえこれら論文集には、日仏修好,50年祭への

対応のみならず、世界経済の変容や消費者．企業の行

動様式の変化、政策効果の変動などの面で、いずれも

アクチュアルな問題意識に貫かれており、鋭い分析が

加えられる。多彩な論文集ゆえに、多面的解析への接

近が可能になったといえる。

諏訪先生は30余年にわたって早稲田大学で教鞭を

執り、その後明治大学大学院に招かれたが、この間一

貫して経済政策を講じてこられた。学会活動での寄与

のみならず、教育や研究指導の面でも優れた成果を残

してきた事実が改めて確認でき、まことにうれしい限

りである｡本書の多彩かつアクチュアルな論文の中に、

諏訪学派の開かれた革新的学風を、読み取ることがで

きよう。
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米田昇平著

『欲求と秩序－－18世紀フランス経済学の展開一一』

446ページ、昭和堂、2005年12月刊、5565円

欧米諸国では、フランスを中心に20世紀末か

ら、18世紀フランス経済学史研究が活発化してい

る。「欲求と秩序－18世紀フランス経済学の

展開一」と題された本書は、そうした欧米の

研究状況をふまえつつ、近年の日本における貴重

な18世紀フランス経済学史研究となっている。

本書の意図は明確である。山川義雄、津田内匠

という二人のフランス経済学史研究者にごく身近

なところで接していた著者は、日本におけるこれ

までの18世紀経済学史研究に伝統的に見られた

イギリス偏重の姿勢を問題にする｡すなわち従来、

18世紀のフランス経済学については､多くの場合、
イギリス経済学の成果を評価基準として、あくま

で古典学派の前史としての位置づけにおいて、ケ

ネーの経済循環論の画期性や、スミスの資本蓄積
論に連なるケネーやチュルゴの資本理論の先駆性

などがおもに評価されてきたにすぎず、ケネー以

外の論者が取りあげられる場合でも、ケネー経済

学にフランス経済学のもっともすぐれた達成をみ

て、これとの距離いかんに応じて評価が下される

傾向がみられたとする。著者が、18世紀のフラ

ンス経済学は、上のような評価基準やケネー中心

史観によっては十分に捉えることのできない多様

でかつ独自の展開をたどったとしているのは、も

っともであり、この点は、少なくとも日本のフラ

ンス経済学史研究者の間では、共通認識になって

いるといってよいだろう。著者は、こうした認識

から、本書でこの時代のフランス経済学の全体的

な特質に目を向けて、そこに経済学の多元的な成

立・形成の一翼を担いうる確固とした独自の流れ

をみいだそうとするのである。

では、著者が考える18世紀フランス経済学の

特徴とは、何だろうか。著者は、本書で企業者論

や経済循環論あるいは先駆的信用理論等、様々な

特徴に言及するが、本書の行論に大きくかかわる

恒要な特徴としてあげているのは次の2つである。

っは、分析視角に関して、欲求や効用の視点か

ら人間の経済活動のあり方や経済社会のダイナミ
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ズムに迫ろうとする姿勢が際立っていることであ

る。著者は、人々 の社会的結合と社会の繁栄の原
因を、利益あるいは欲求の満足を求める人間の功
利的動機にみて、経済社会を功利的人間の織りな
す「欲求の体系」と捉える見方が、何人かの論者
に共通してみられるなど、欲求や効用の視点から
注目すべき経済社会分析が導かれているとする。

そして、この視点に導かれた様々 な論理帰結を総

称して「欲求の論理」と呼ぶとすれば、フランス

経済学の特徴は、この「欲求の論理」の展開に現
われていると考えるのである。

もう一つの特徴は、経済学の「富裕の科学」と
してのあり方に関わっており、旧体制下のフラン

ス社会に固有の諸事情を反映して、独自の富の理

論ないし生産力の理論とそれに立脚した社会構想

が生み出されるということである。ただし、ここ

で著者のいう富や生産力の理論、及びそれに立脚

した社会構想とは、従来から注目され、一般に知

られている「ボワギルベール→カンティロン→

ケネー」という重農主義に至る系譜のそれにとど

まらない。そうした系譜と並行的、もしくは対抗

的な「ムロン→カンティロン→グルネおよび

フォルボネ」へというインダストリーの理論ない

し生産力主義の系譜もそこに含まれる。著者は、
フランス経済学のこの側面は､18世紀中葉以降に
は、イギリス経済学との交流と対抗の錯綜した関
係のなかで、イギリス経済との対･抗関係を強く意
識して独自の展開をみせるから、これもまた重農
主義への流れと並んで、フランス的な「富裕の科
学｣のあり方を端的に示すものであるとしている。
フランス経済学史の専門家以外には目新しく映

るかもしれないが、こうした論点をもとに、著者

は、「商業」の発展にともなう社会の変容を前にし

た、この時代の人々 による社会の新たな構成原理

をめぐる知的営為の中心軸の一つは、「欲求と秩

序」の問題であったとする。本書の題のゆえんで

ある。本書で著者は、第1章でボワギルベール、

第2章でムロン、第3章でカンテイロン、第4章

でグルネとフオルボネ､第5章と第6章でケネー、

第7章で、グラスランとコンデイヤツク、第8章

で著侈論争と経済学というように、フランス経済

学の展開をほぼ年代順に取りあげているが、ポイ

ントは上の二つの特徴がそれぞれの経済学にいか

なる形で関わり、そこにいかなる形で現れている

かということになる。著者は、様々な領域にわた

り多くの文献を渉猟しており、本書はその成果の

一端にすぎないが、これらの特徴と経済学の関わ

りようについては、読者が本書によってそれぞれ

直接判断していただきたい。従来あまり注目され

ることのなかった18世紀フランス経済学の興味

ぶかい世界が広がってくるはずである。

本書の意義をあげるなら、まず第一に、上に述

べたような特徴をふまえ、それをもとに18世紀

フランス経済学の展開を描き出していることがあ

る。ここには、G.Faccarelloのボワギルベール研

究はもちろん津田のグルネおよびその同時代人た

ちについての研究など新しい国際的研究成果もも

りこまれており、少なくとも日本のフランス経済
学史研究において、，8世紀をこれだけカバーし、
これだけまとまった形でフランス経済学展開の構

図を提示したものはこれまでない。
第二に、本書が、同時代の経済学史文献の大量

観察に立脚しているということである。著者は、
カンティロンやケネーのようなこれまで日本で比

較的よく知られている人物だけでなくフオルボネ
やグラスラン等、あまり知られていない人物にも
光を当て、さらにボワギルベールのような読みこ

なすのが容易でない難渋な文献まで丹念に読み込
んでいる。

第三にあげられるのは、著者が、「著侈の欲求を

宗教・道徳のくびきから解き放ち、著侈容認の根
拠を与えたのは経済学の認識であったし、逆にま
たこの「著侈論争」の士甘墹に鍛えられて、生産と
消費にかかわる経済学の諸理論が精錬されてい
く」(p.iv)と述べていることからわかるように、

本書が著侈論を経済学史の流れの中に位置づけて
考察しようとしていることである。日本の経済学
史研究において著侈論を本格的議論の俎上にのせ
た書として評価したい。
ただし本書には、若干の問題もある。第一に、

なるほど著者が本書で提示した新しいヴィジョン
が、わが国におけるこの時代の経済学史研究に見

られるイギリス偏重の傾向を是正する糸口を提供
したことはたしかであろう．しかし、今後さらに、

英仏経済学交流の視点を積極的に導入して、この

'－－－－－－－－－一一一~＝~一口～~函一二一一一ロー◇一一一一・一－－ －‐

時代の経済学のありようをもつと立体的に把握す

ることが課題となるであろう。

二番目は、ジヤンセニスムにかかわるものであ
る。著者は、人間本性の核心を利己的情念（利己
心）にみる見方が、フランスにおいては、17世紀
後半のジャンセニスムの思想などを通じてしだい
に醸成されていったとする。そして、このような
見方が、必然的に情念の自由ないし情念の自己実
現を求める人間の本性は、どのようにして社会の
秩序と両立しうるのかという問題へ人′々 を導いて

ゆき、「次の「啓蒙的理性の世紀」における思想史
的展開の通奏低音をなして深くそれを規定し、フ

ランス経済学の生成・発展にも重要な影響を与え

た」(p.3)とする。だとすれば、ジャンセニスム
と17世紀末からのフランス経済学の生成・発展

の関わりについてもう少し明確にしてほしい。

三番目は､啓蒙思想との関係である｡本書では、

「欲求と秩序」をめぐる議論が、「啓蒙」の人間像

や社会像とかかわって、様々 な社会構想やそれを

支える多様な経済学の認識を生みだしたことが指

摘されているが、評者には、「欲求と秩序」をめぐ

る議論が、「啓蒙」の人間像や社会像と具体的にど

のようにかかわっていたのかということは、ムロ

ンの「技芸とインダストリーの発達」くらいしか

見えてこない。さらに、啓蒙と18世紀経済学と

のかかわりについてもきちんとまとまった形では

述べられていないように思われる。

さらに著者は､｢快苦原理､効用理論､心理主義、

さらには功利主義をも含めて、それぞれこの啓蒙

の世紀に生成した欲求の論理の一ヴァリアントな

いし一要素であるとみなすことができる。」

(pp.332-3)と述べている。これは、従来、効用
価値説への関心を除いて、欲求や効用の視点に導
かれた「欲求の論理」がこの時代のフランス経済

学に一貫する特徴として捉えられることはなかっ

たのだから重要な指摘であるが、欲求の論理と各

ヴァリアントが、いかなる関係にあるか、今後一

層、明確にする必要があるだろう。

またムロンについては一章が設けられているの

に、デュトについての扱いがやや物足りないよう

に思われる。ジョン･ロ－のシステム破綻後のデュ

トとの貨幣をめぐる議論について著者の見解をも

う少し詳しく述べてくれてもよいように思われる。

ともあれ本書は、18世紀フランス経済学史のス

タンダードとなる研究書が少ない現状で、今後、

フランス経済学史研究を進めていくうえでの確か
な拠り所となるはずである。
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る。これらがもし社会問題への関心を示すリベラルに
共通した構想、またそもそもリベラルな統治自体の方
向性であるとすれば、翻って第1部の「自然の統治」
の構想の中にさえ、萌芽を見出すことが可能になる。
また第2部の時期を経て、自然科学的に純化された

自然概念を受け継いだワルラスが、いかなる統治の視
点をもっていたのか、国家論のさらなる精査も必要に
なる。一見到達した最終地点は、今後の研究に向かっ
て開かれている。

＊ ＊ ＊

さて、われわれは、本書からワルラスに見る純粋経
済学、一般均衡論の源泉にいては多くを学びえた。
ただ、他方で、個々の経済学者の位置付けについて

は疑問が残る点もある。とりわけケネーの位置付けに
ついては評者たちは意見を異にする。ケネーがなぜ農
業に着目して、自然法（経済法則）の働く世界をそこ
に見出そうとしたか。それは単に農業が衰退したから
ということではなくて、フランス北部の資本主義発展
と結び付いた当時の市民社会の勃興をぬきにしては

議論できないだろう。ケネーの見出した自然秩序(経
済法則のはたらく）とは、勃興しつつあった市場経済
の自律的秩序であり、それはいかなる専制権力の介入
をも排除すべき自然法の世界なのである。ケネーはこ
のような市場経済の自律的世界の持つ法則性を経済
表という形で抽象化したのだった。

ケネーの「合法的専制主義」(ledespotismlegal)
という用語から、ケネーを「専制君主制の擁護者」と
呼ぶのでは、歴史の見方をまちがってしまう。ケネー
の合法的専制主義とは今日の用語でいえば、市民社会
が封建勢力との対抗関係のなかで、自己（市場経済）
の独立性を守るために必要とした絶対権ﾉJ(絶対主
義）なので、これを「封建主義」としてしまったので
は、フイジオクラシ一の歴史的意義が読み取れない。
ましてや農業を重視したから封建主義だというので

は、あまりに歴史を単純化することになろう。フイジ
オクラシーがフランス革命後忘れ去られたのは、もち

ろん産業革命時代に入り、「重農主義」が時代遅れに

なったことがあるのだが、より根本的にはナポレオニ

ズム（これも絶対主義）を経て、フランスが不可避的

に産業革命の道を歩み始め、市民社会が絶対権力の下

での資本蓄積（ケネーらの場合には農業余剰蓄積を通

じる）を必要としなくなったからであり、時代はジャ

ンーバ傘テイスト・セイらのindustrialismeの時代へと

移るのである。だが、このキヤッチアアップ型工業化、

経済成長の時代を通じて、社会問題が激化し、前述の

社会主義、協同主義、連帯主義の流れ（この時代の社

会思想マップについては、田中拓道『貧困と共和国』
2006年、がある）が強まる。その根本には市民社
会の発展があるわけで、こうした見方からもケネーか

らワルラス、そして今日の自主管理論に至る、フラン

ス経済学史の「もうひとつの伝統」が浮かび上がって
こよう。

御 崎加代子著

『フランス経済学史一ケネーからワルラスヘ』

iv+175ページ、昭和堂、2006年1月、2,800円十税

早稲田大学名誉教授西川潤、東京外国語大学中山智香子

セイ、サンシモン、デュピュイ、クルノーの経済学が

考察される。比較的多くの人物、しかも経済学史・思
想史上でも十分に知られていない人物を取り上げる
ため、各章の初めにその生涯と著作、研究史の視点と
いうアウトラインを示すスタイルが統一されている。

だがデュピュイやクルノーについては内容的記述が
少なく、研究としてやや部分的という印象をぬぐいが
たい。また「フランス革命後」という括り方は、確か

に第1部と第3部とのつなぎという意味では分らな
いでもないが、必ずしも内容的に共通する軸がなく、
特にフランス資本主義の発展段階との関連が示され
ていないのが残念である。

ここで取り上げられる五人はいずれも、地主国家の
構想を否定し、新しいフランス社会を構想する課題を
担ったとされる。この点で理論的には、農業以外の剰
余を考察、レントを区分し、均衡という考え方一本書
では明示されないが、物理学の概念から転用された－
の端緒を示したカナールが最も直接的である。また続
くセイは、数学的方法を否定したものの、自然科学と
並置される経済科学の位置を明確したことで、自然概
念を方向づけたという方法論的意義が認められる。こ
れらはフイジオクラー卜の暖昧さを、ともあれ乗り越
えた点である。他方、セイやサンシモンにとっての重
要課題は､インダストリィ（産業)概念の彫琢であり、
それは労働と富の考察を不可欠とするものであった。
この概念が第2部全体の軸として貫かれていれば、読
者にはもっと見通しがよかったかもしれない。なお本
書の執筆の動機であったというカナールを論じた章
は、本書の流れからも理論史上の仕事としても、著者
の発見が明確であり、本書の貢献部分である。
第3部「ワルラス「組織された自由競争」への道」

は、第2部で扱った諸論者と父オーギュスト・ワルラ
スの考え方が、レオン．ワルラスの経済学体系にいか
に流れ込み、独自の体系に結実したかを示す。著者が
ワルラス研究を専門とすることもあり、全体で最も力
点が置かれた部分である。
この部も3章から成り、ワルラスの生涯と経済学の

課題、純粋経済学のビジョンを概観した後に、特に生
産用役に焦点をあてる。資本家とは資本財所有者だけ
でなく、土地、人的能力を所有する地主、労働者を含
み、資本は生産用役一般を意味するからである。これ
が均衡論の要となる。市場はつきつめれば生産用役の
交換であり、これを仲介するのが企業者であるという。
セイから受け継いだとされるこの企業者は、抽象的だ
が確実に役割を果たす。その意味で均衡は自由放任で
はありえず、「組織された自由競争」においてのみ可
能である。本書はこうして、冒頭の問い、つまりフラ
ンスの経済学はハイエクの言う設計主義で説明でき
るのかという問いに否と答えることになる。「組織さ
れた自由競争」はたしかに完全競争とは異なるが、ど
こまで独自かは留保が必要だろう。ドイツのオルド自
由主義や、イギリスのニューリベラリズムが想起され
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本書の題は、なかなか大きい題なのだが、読者は本
書を前にして迷うだろう。これは、「フランス経済学」
の歴史なのか？それともフランスの歴史的思想的
環境の中で生成した経済学の歴史なのか？いった
ん読者が本書を手に取ると、本書はそのいずれでもな
いことがすぐ判る。そもそも「フランス経済学」なる
ものは存在するのだろうか？そういうものはどこ
にも存在せず、経済学はどこでも同一の理論体系を持
つもので、そこに強いて「何々国的」とレッテルをつ
けることはまちがいだ、という認識は大方の経済学者
に共通したものにちがいない。著者の経済学史の方法
もまさしくそのような認識に立っている。
本書ではつまり、ワルラスにおける一般均衡の方法

論の源泉を、フランソワ・ケネーの自然のなかに経済
の法則性を見出そうとしたうイジオクラシーの経済
思想に求め、そこから19世紀の何人かの経済学者の
業績を通じて、均衡論がどうワルラスヘと展開してき
たかをたどっている。シュンペーター流の理論の発展
の歴史としての経済学史の書物である。「一般均衡論
のフランスに見る源泉について」といったような題名
がより正確に本書の内容を表すだろう。
すると「フランス経済学史」という題名のゆえんは

何か？著者は、ハイエクが考えたフランス合理主義が
社会の「設計主義」に帰結するとする考え方を再検討
しながら、ワルラス思想の特色を「組織された自由競
争」に求めようとする。だが、この場合にはケネーの
経済表にこの概念を見出すことは難しいので、結局本
書に「フランスらしい経済学」の香りを求めようとす
る読者は満たされないことになろう、

実際、フランスで現われている多くの経済学史、経
済思想史のなかで頻出する「ユマニスム（人間中心主
義）」とか「社会」という言葉はほとんど本書では出
てこないし、あれほど熱心な分権的協同経済論者で

「社会経済学」を自分の経済学体系の要の一に据えた
ワルラスでさえも純粋均衡論者として示されている。

経済学史には、本書のような純粋理論の発展史とい
うアプローチもあれば、時代との相関関係を重視する
アプローチもあるのだが、本書が前者の立場に立つも
のであることは確認されてよい。フランスの大学で多
く使われてきたテキストの著者エミール・ジャムは
「純粋経済学は経済科学の一部に過ぎない」（『経済

思想史』邦訳、序論）と述べ、理論の展開と同時に思
想的要素をも重視している。こういう見地からすれば、

サンシモンからワルラス、シヤルル・ジードから、フ
ランソワ・ペルー、そして1980年代の社会党の経済政
策のプレインとなった自主管理論に至るまでの「もう
ひとつのフランス経済学」の系譜を見出すことも-|,分
可能であるにちがいない。
それでは次に本書の内容を要約することにしよう。

第1部「ケネーとフィジオクラートーフランス革命前
夜の経済学」は三つの章から成り、重農主義者と呼ば
れてきたフランソワ・ケネーとその弟子たちの考え方
についての概要、これに対するスミス、マルクス、シ
ュンペーター、ワルラスの解釈を示した後、特にケネ
ーの議論とル・トローヌのコンデイヤック批判に焦点
を絞り、価格論から彼らの限界を論じている。第一部
の力点は､従来スミスの解釈に依拠して｢農業主義者」
と位置づけられてきたフィジオクラー卜を、「フイジ
オ」すなわち自然と「クラシィ」すなわち統治、つま
り自然の統治（自然を統治するのではなく、自然によ
る統治を指す）を重視するものとして位置づけ直し、
その意味を問うことにある。それは経済表の分析のみ
に集中していた先行研究への批判でもあるという。こ
れによればフィジオクラートの試みは、重商主義時代
の財政的失敗をふまえ、理想的な王国経済のモデルを
示して政策提言を行うものであった。このために彼ら
は自然法が完全な統治の基準であるとし、人間の意志
を超えた自然法則の一部である経済法則を認識し記
述する経済科学、その一例としての経済表が重要であ
るとした。そこには「自然」を絶対視することで専制

を正当化する意図があり、それが農業部門のみに生産
性、余剰を認める理論体系としてあらわれ、統一的な
価格論の形成に失敗したという。

この両義的な自然概念は、本書全体の流れに即せば、
やがて数学を携えた均衡体系という自然科学的客観
性へと流れ込む源泉である。しかしフイジオクラー卜
自身の政策的議論と自然科学的信念との関連は必ず
しも明らかでない。第1部の展開が結果的に自然の内
実を農業に限定するため、通説との違いが見えにくい。
経済表における「不妊的」商工業の利子の説明や、ケ
ネー以降の富の新たな規定が、自然概念とどのように
関わっていたか、「自然の統治」論の意義に立ち入っ
てほしかった。

第2部「フイジオクラシイを超えて－フランス革
命後の経済学」では、フィジオクラー卜の限界を乗り
越えようとした人々 として、N.F.カナール、J==B.
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ちな「市場自由主義」もまた「自由の諸制度」

の一つであることが明快に示され、制度経済

学のリーチを拡げていることに注目したい。

第Ⅲ章「新制度派経済学」ではウイリアムソ

ン、ノースらわれわれになじみ深い新自由主

義の展開と結び付いた新制度派が紹介され、

さらに「ゲーム理論と比較制度分析」につい

て触れられるが、この節は全体の議論のなか

であっさりと流されており、ゲームの理論や

比較制度分析に関心を持つ読者にとっては不

満が残るところだろう。

第Ⅳ章「現代ヨーロッパの諸学派」が本書

の目玉となる章である。レギュラシオン理論、

コンヴァンシオン学派、ホジソンらによる進

化経済学の整理は行き届いており（基本文献

の紹介、訳者による日本語基本文献の案内も

親切である)、ここ数十年、ヨーロッパから興

ってきた制度経済学、そして広く経済学一般

の刷新の過程がよく判る。

第V章「制度主義の統一性と多様性」は、

全体のまとめで、本書で扱った「諸」制度経

済論の共通性、そこで見出される多様性を再

び想起している。

本書は、以上概要をたどったように、制度

経済学についてのよいイントロダクションと

なっている。訳文も読みやすく学生諸君に広

く勧められる。強いて評者の観点について述

べると、本書は「制度経済学」の流れを基本

的には｢異端派」としてくくっているのだが、

もう少し新自由主義の理論的行き詰まり（市

場主義を強調すればするほど↑M：界的に超大国

覇権に立脚した多国籍企業の寡占体制が強化

される）を踏まえると、「正統派経済学。対・

異端派（批判派）経済学」というくくりでは

なく、「伝統経済学・対・制度刷新による新し

い経済社会展望の経済学」という現在始まつ

ベルナール・シヤバンス著、宇仁宏幸・中原隆幸・斉藤日出治訳 効用の方がずっと本来の意味を表している）

を追求する経済人を経済学の基礎に置いて市

場経済を説明するミクロ経済学をつくり上げ、

ケインズ以後は、国家の経済（市場）介入を

扱ったマクロ経済学が発達して、今日の経済

学体系が成立するのだが、じつは人間の経済

行動には、文化や地域社会・社会階層の慣習

等、メゾ領域の影響が強く作用している。こ

のような中間領域と人間行動の関連は既に1

9世紀にフランスの社会学者エミール・デュ

ルケームによって慣習論、中間団体論として

提起されていた。このメゾ社会科学の起源を

考えれば、フランスの経済学において社会的

経済、レギュラシオン、更にはコンヴァンシ

オン等、社会制度と経済行動の関係を追求し

ようとする学問的流れが脈打っており、それ

が近年の制度論復権の世界的潮流のなかで、

再び知的注目を集めている事情が理解できる。

このような学問的リバイバルの動きのなか

で、レギュラシオン、コンヴァンシオン等の

研究成果が日本で次々と翻訳出版されている

ことは喜ばしいことである。ここでは、近刊

のシヤヴァンスの手による入門書と、パリ第

10大学ナンテール校のバティフリエらのチ

ームが著したコンヴァンシオン学派を展望し

た書物を紹介しておこう。

シヤヴァンスの本は文字通り、判りやすい

入門書である。本書は5部から成り、先ず第

I章「制度主義の元祖」で、シュモラー、ヴ

エブレン、ハミルトン、コモンズ、ポランニ

ーが（残念ながらデュルケームヘの言及はな

いが）紹介される。第Ⅱ章「オーストリア学

派とオルド自由主義」では、メンガー、ハイ

エクの社会制度観が検討され、次いで「オイ

ケンとオルド自由主義」が議論される。ここ

では、しばしば制度論と対立的に考えられが

入門制度経済学

X+178ページ、昭和堂、2006年11月刊、2000円十税

フイリツプ・バテイフリエ編、海老塚明・須田文明監訳

コンヴァンシオン理論の射程

xv+419ページ、ナカニシ屋出版、2007年4月、3400円十税

早稲田大学名誉教授西川潤

今日、「制度派経済学の復権」とか、「経済学

の制度的転回」とかいう言葉がしばしば語ら

れる。これまで、経済学のなかで「制度」と

は「外部的要因」とされ、経済学の対象とは

考えられなかった。ところが、近年では新古

典派の学者の間から「新制度学派」が生れた

り、シュンペーターの流れを汲む進化経済学

で制度論が重視されるようになっている。政

治学の方からも、以前は「lowpolitics」と呼

ばれた経済分野を政治と統合的に考え、権力

や資源の問題に関する制度設計を重視する

「新政治経済学」派が生れている。

このような「制度」の見直しは、変化の激

しい世の中で、グローバリゼーションが「市

場経済化」を進めると共に、19世紀経済を

背景に生まれた「市場」という抽象的な用語

でカバーしきれない複雑な現代社会を説明す

るために、理論家たちがとらざるを得ない対

応から出てきていると考えられる。それは同

時に現代の経済担当者たちが直面している問

題に答えを見出そうとする試みとつながって

いる。市場そのものが、歴史や文化によって

多様であるかもしれないのだ。他方で、20

世紀の20～30年代という歴史的に限定さ

れた時期に確立された「混合経済」では当然

とされた「政府」のあり方、その経済干渉様

式についても、1980年代以降、「市場経済

化」「構造改革」を始めとして、多様な議論が

起こってきている。ここに経済学のテーマと

して再び「制度(institutions)」が浮かび上

がってくる背景が見出されよう。

「制度」と言えば、このテーマを生涯追求

したソースタイン・ヴェブレンがすぐ思い浮

かぶ。経済均衡とそこへの到達過程を重視す

る新古典派（これもヴェブレンが名付け親）

の世界観が欧米の築き上げた帝国主義体制の

上に確立した時期に、人間行動に影響を与え

る社会慣習（これをヴェブレンは「制度」と

呼んだ）に関心を持ち、その解明から、社会

動態の解析を行ったヴェブレンの仕事から

「制度学派」（これは今日の制度経済学ルネサ

ンスを踏まえて旧制度学派と呼ばれる）が生

れるのだが、フランスで生まれた諸経済学は

制度論とどのような関連を持つのだろうか。

新古典派が功利(utilityをこう訳すのはじつ

は明治時代の立身出世文化を反映した訳語で、
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ている方向が見えてきたかと思う。

バテイフリェ編著は、今紹介した入門書で

触れられたコンヴァンシオン理論の展望書な

のだが、こちらは入門書というよりも、生成

しつつあるコンヴァンシオン理論に集まった

研究者たちが「自分たちは何をめざし、どの

ようにそれを実現しようとしているか」を論

じたマニフェスト集という性格を持っている。

だが先ず「コンヴァンシオン」とは何か、

についてわれわれが正確な理解を持っておく

必要がある。

「コンヴァンシオン(conventions)」とは

本書では「慣行」と訳されている。これはデ

ュルケームの「慣習(moeurS)」やヴェブレ

ンの「慣習(custom)」または「習慣(habit)」

とどう違うのだろうか。デュルケームヴェブ

レンでは「慣習」とは社会的に確立し、誰も

がそれに従うような基準、支配的な思考や行

動の様式を指しており、そこには法や制度を

も含む。ヴェブレンで「習慣」とは、人間が

このような本能に基き、社会的慣習に従う行

為を指している。ところが、「慣習」が社会的

に確立して人間行動を拘束する（誰もがそれ

に従う）決まりごとであるのに対し、コンヴ

ァンシオンは、先ず個人があって、これらの

個人が合理的な判断に基いて社会的に取り決

める契約を指す。英語でこの違いを見るため

に、オックスフォード英英辞典を引くと、

「convention」は第一の「会合」と言う意味

の次に、第二に「人びとがある情況でそれに

基いて行動するような、通常は口に出される

ことのない一般的な取り決め」とあるが、こ

れはフランス語の場合も共通している。つま
り、バテイフリエらが言う「コンヴァンシオ

ン」とは、社会に存在する暗黙の、時には明
示的な決まりごと、「ルール」を個人の合理的
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選択の結果成立するものと考え、これらルー

ルの決まり方、その働き方と経済主体への影

響を調べる学問である、と言ってよい。その

意味で、コンヴァンシオン学派は一方では1

970年代から発達したレギュラシオン学派

が経済のマクロ的調整の解明を重視するのに

対し、レギュラシオンの内側から出て、これ

ら諸制度のミクロ的基礎を説明しようとする

ものだが、それは同時にやはり80年代以降

アングロサクソン世界の政治学で進む「新政

治経済学」（公共性の基礎を明らかにしようと

する)、また新古典学派の内側から制度形成を

説明しようとする合理的選択論とかなりの程

度、親近性を持つアプローチなのである。

それゆえ、このバフティリエ編著では、第

1部「理論的対象としての慣行」で、コンヴ

ァンシオンの理論的基礎が議論された後、第

Ⅱ部「慣行の戦|略的アプローチ」では、ゲー

ム理論との関連、またゲーム理論の使い方に

ついて3章が割かれる。第Ⅲ部「慣行への解

釈学的アプローチ」では、コンヴァンシオン

理論の研究課題、また、規則の存在を前提と

する正統派経済学に対し、この学派ではルー

ルは常に不完全性を持って成立している（こ

れが合理的選択論との相違）と考えるため、

どうルールの不安定性（ルールは人びとの同

意と不同意の間で揺れ動く可能性を持ってい

る）を解釈するか、そこに成立する制度はど

のようなものか、という問題が議論される。

そして最後の政治的展望の章で、コンヴァ

ンシオン分析を踏まえた公共性（善)、民主的

経済をどう構想していくか、という問題が議

論されるが、この場合に重視されるのが、経

済アクター間に各自の期待を調整する場とし

て成立する「共有空間」（訳書では原語をその

ままに「シテcit6」として示されている）で

一一一

あり、諸共有空間の動きをどう分析して再編

成していくか、という|對心から市民社会の経

済学への展望が切り拓かれることになる。こ

の「個人から市民へ」というアプローチは契

約社会論の伝統を蹄まえたフランス的展開で、

アングローサクソン流の個人の合理的選択の

集合＝公共善とする、終始個人をベースとし

た社会理論のアプローチとは大きく異なる｡

このように、本書において展開されるコン

ヴァンシオン理論の概要をたどると、それが、

デュルヶーム、ヴェブレン流の慣習の扱い方

とはまったく異なり、それゆえ、これらの古

典はコンヴァンシオン理論からは排除されて

いる理由がすぐ判る。つまり、バテイフリエ

らにとっては、コンヴァンシオンは個人から

発して、個人の行動を制約するルールの成立

とその基礎、その合理的変革の可能性を議論

することが重要なので、個人を基礎とした市

民社会の経済学への突破口を模索した議論と

言えよう。

さて、このようにシャバンスの本とバテイ

フリエの編著を紹介すると、ここにはやはり

現代の制度論展開の必然性、そのいくつかの

方向がはっきりと示されていることが分かる。

つまり、一方では、新自由主義の市場万能主

義がグローバル化に際して経験している困難、

他方ではケインズ＝マルクス型の政府干渉主

義の挫折、これら二つの極端の間にあって、

その中間に、さまざまな制度を媒介とした経

済社会を構想する可能性があるということの

認知が次第に始まっている、ということであ

る。このような現代のより複雑化し、アクタ

ーの多様化した経済を考える際に、合理的個

人と国家の間に、すなわち理論的に言えば、

純粋市場と権力統制国家という、ミクロとマ

クロの両極端の間に、制度（文化）や社会組

織というメゾ・レベルを考察することが、国

や地域の個性に対応した選択を考えていく際

に有効であることも、これらの本は教えてく

れる。

バティフリエの訳書では、フランス語の固

有名詞の表記がかなりの程度恋意的なのが評

者を困惑させた｡"RevueEconomique"は「レ

ヴュ・エコノミーク」ではなく、「ルビュ・エ

コノミーク」だし、Duvernayは、「デウヴル

ネ」と「デュヴェルネ」と表記が2つ現れる

が、これはもちろん後者の方がよいだろう。

Bienの「ビエン」は「ビヤン｣、Mainefrt

は、「メイユルフエール」ではなく「マーユフ

ェール｣、Schae"rは「シェファー」ではな

く「シェフェール｣、Chaserantは「シャセ

ラン」ではなく「シヤズラン｣、Urrutiaguer

は「ウルティアグル」ではなく「ウルティア

ゲル」が、それぞれよいだろう。フランス語

の日本語表記についてはやはり専門家の校閲

を得てもらいたいものである。ついでに言う

と、本書でも「アグリエッタ」という表記が

踏襲されているレギュラシオン学派の

Agliettaは[a-g-li-e-ta]で「アグリエタ」が

フランスでの発音である。これはetの発

音は[e]､残ったtaはそのまま発音されるので、

これを擬音にすると英語式の発音になる。
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廣田功編

現代ヨーロッパの社会経済政策－その形成と展開一

338ページ、日本経済評論社、2006年4月刊、3,990円

本書は編者および編者を除く10人の新進気鋭
の研究者による研究論文集であり、編者のあとが

きによれば、特定の研究テーマの設定も、体系的

な見解を提示する意図も無さそうである。しかし

一冊の書物となっている以上何らかの主張や掲載
論文相互の関連性が期待される。強いて関連性と
いえば、いずれの論文もヨーロッパに位置する特

定国、すなわち、イギリス、フランス、ドイツ、
イタリア、スウェーデン5カ国の両大戦期から現
代までの社会事象の各相に関する、独立した研究

成果の集大成ということであろう。したがって、
書名に『現代ヨーロッパの社会経済政策－その形
成と展開壹』とあるが、とくに現代ヨーロッパに

関する一般性ないし特色を記述したものではない。
因みにそれぞれが取り上げたテーマを列挙すれ

ば①．関税政策(イギリス)、②､技術教育（フ
ランス)、③．銀行経営（イタリア)、④、産業政
策（フランス)、⑤．通貨政策（イギリス)、⑥、
農業政策(フランス)､⑦‘社会保険政策(ドイツ)、
⑧.文化政策（フランス)、⑨.地域政策（イタリ
ア)、⑩．高齢者福祉（スウェーデン)、⑪、閉店
時間問題（ドイツ)、と多l岐に亘っている。
個々の論文には特筆すべきものが多数含まれる。
上記の11のテーマの内､①から④までは第一部
として両大戦から戦後復興期までに属するものを、
⑤から⑦までは第二部として戦後復興期から高度
成長期にかけてのものを、そして残る⑧から⑪ま
では第三部における現状分析のテーマとして、区
分けされている。しかし、第一部、第二部におい
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坂本進

て調査研究されたものが、第三部での分析の素材

となっているわけでもないので、ここでは全体を

概観した後、第三部の論文をある程度独立して取
り上げ､感想を述べるに止める。

第一章ではイギリスの関税政策を取り上げてい

る。イギリスがヨーロッパ統合に距離を置いてき

た理由として､従来ヨーロッパとは大陸を意味し、

ドーバーを境とするイギリスは必ずしも大陸諸国
とは行動を共にする必要は無い、という例のチャ
ーチル宣言が根底にあると＃鞭されているが、イ

ギリスの真の狙いが関税問題を挺子にした対外通
商政策にあったことを示唆していて興味深い。た
だし、議論をヨーロッパ全般に展開するには、例
えば､BTN(BrusselsThrifNomendatures)を
生み出した隣国ベルギーにおける関税政策など、
更に立ち入って検討すべき事項は山積している。
第二章のフランスにおける技術教育の遅れにつ

いては、周辺諸国に比して卓越した高等教育を育
んだ同国において、言わ剛随一最大の教育制度の
欠陥であり、これを対象とした研究論文は評価に
値する。80年代から90年代までフランスの失業
率は他のEU諸国に比して高く、殊に新卒者の失
業率は危機的とも言われた。これは同国における
若年者層に対する失業保険制度が手厚かったこと
にも起因したが、何よりも技術を持たない新卒者
が多蝿臣出されたことであった。このためEU委
員会は同国に対し職業教育に重点を置いた教育カ
リキュラムを組むように指導したほどであった。
しかし、論文にもあるようにフランスは基礎技術

一 一

教育に注力の結果、現在では先進技術大国の一角

を占めるに至っているといわれる。

第三章では､IRI(イタリア産業復興公社）がイ

タリア国内大綱子の経営再建指導に努め、これに

つれて企業再建と金融再編とがともに目的を果た

すことが出来た事情が述べられている。元来IRI

は30年代の大不況下のイタリアで産業活動の再

編、再生と発券銀行の鋼予救済債権の回収のため

に設立された暫定機関であり、深刻な失業問題や、

発券銀行による焦げ付き融資の回収、そして鯛テ

の資産流動性の回復・健全化を狙いとして設立さ

れたものであったが、その過程で過度の介入が行

われ、かえって民間企業、とりわけ民間銀行の活

力を殺ぐ結果となってしまった。論文はこの教訓

を踏まえた鋼了経営再建の経験を分析している。

第四章は本著書の編者による両大戦期間中のフ

ランス経済の推移を観察したもので、言わば本書

の主軸をなしている。フランスを中心にすでに20

年代からその萌しの出てきた関税同盟に端を発す

る地域径済同盟が、やがて経済同盟としてヨーロ

ッパ規模にまで発展した経緯を辿ることが出来る。

自由貿易主義と保護貿易主義との不断の確執、経

済ナショナリズムと国際協力主義とのせめぎ合い、

自由主義ヨーロッパと管理されたヨーロッパとの

繰り返しによるヨーロッパ統合構想の発展など、

各時代のエコノミストによる論争の分析を通して、

読者は知ることが出来る。

第五章では数次に亘る英国ポンドの切り下げと、

切り下げをめぐる英米間、英仏間の磁執の樹茶が

歴史的記録に基づいて綴られている。イギリスは

最終段階ではEPU(欧州決済同盟)に加盟するこ

とになったのだが、スターリング地域の盟主とし

て自己の経済圏防衛には最後まで必死であった。

イギリスがヨーロッパ統合に消極的であったのは、

このスターリング圏防衛という最大の責務を抱え

ていたためでもあり、このためいわゆる三つの円

環と呼ばれる「英連邦｣、「アメリカ｣、「ヨーロッ

パ」の中でも、特に英連邦（スターリング圏）こ

そイギリスにとって最重要地域であり、ヨーロツ
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パはアメリカに次ぐ亘要性し力有していなかった。

このためアメリカは「ヨーロッパの政治的主導権

をイギリスに期待しなくなり、以後フランス主導

のヨーロッパ復興政策を支持するようになった」

という。また戦後の国際金融体制復興計画に際し

てブレトンウッズ体制策定に当たり、安定を目指

すアメリカはホワイト(H.D.White)を{艤に送

り、英国代表のケインズ(J.M..Kynes)の成長

論と対立を惹き起すこととなり、結局ホワイト案

を基に皿征，やIDA、mRDを設立、固定相場制

の採用、通貨、為替の自由化を行った。その過程

でイギリスとの対立が頻繁に起きたため、イギリ

ス政府はしばしば米国との妥協を余儀なくされた。

第六章ではフランスの農業政策とヨーロッパ統

合の問題を、戦後期を中心に検証し、以ってヨー

ロッパ農業共同体の必要性へと至った事情が説か

れている。すなわちフランスの農業問題の解決の

道をEECへの参加という方法を通じて実現しよ

うとしたフランス政府の意図が詳細に綴られてい

る。ミルワードは、ヨーロッパ各国における農業

問題は国民国家的利害ではもはや解決困難な状況

に陥っているとして、農業問題の共通性を探るこ

とにより、フランス問題がEECの共通農業政策

を樹立するというヨーロッパ的料糊みでの解決の

必要性を説いた。かれはイギリス・ドイツという

ヨーロッパ内の農産物の最大輸入国を巻き込むこ

とによりフランス問題を解決することを目論んだ。

この間にフリタリュックス、フイネベル等の一部

諸国による関税同盟を経て、幾多の粁余曲折の後

に､やがてヨーロッパ農業共同体､EECへと発展

していくことになる。ただしここでもフランスの

提起する解決至難な問題がオランダ等との対立を

招き紛糾した｡（こうしたフランスの要求はEU発

展の歴史の上では半ば恒常化しており、しかも周

囲の加盟国はかなりの譲歩を余儀なくされた｡）

第七章では東西ドイツの異なった社会体制下で

の社会保険制度の発達の模様を記している。すな

わちシラー(KarlSdniller)による、「自由主義な

いし市場経済下での西ドイツで、社会民主党の社
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会政策論の下、いわゆる競争社会主義の珊触が

追求され、実質的に附会主謝を一つの理念へ

と昇華させていた」という言を引用して、西ドイ

ツでは市場経済や競争秩序を活用しながら社会主

義的目標にアクセスする政策がとられたという。

こうして西側では統一型社会保険の計画が棚上

げになったのに対して、東側では各種年金制度な

ど新構築された統一的社会保険が韓糊と言われ

るほど、社会保険が公式の制度として定着した。

すなわち西ドイツの社会保険が全面的に市場経

済的であったり、東ドイツの社会給付制度が社会

主義経済に完全に整合的であったりしたとは言い

難く、むしろ体制の異なる東西両ドイツの社会給
付制度が結果的に少なからぬ共通点を持つに至っ
たという指摘は興味深い。

現状分析の部門に最初に登場するのが飼璋の

文化政策である。確かに論文も指摘しているよう
に、ヨーロッパ統合の拡大と淵この中で、文化の

役割はますます重要視されるようになっている。
かつてルソーが一体化されていくヨーロッパの将
来を案じて､｢すべての民族は彼らの過去や民族魂
を持っているので、それらを無視して一律無差別
に同一の規定を適用し画一の法を当て嵌めて、習
俗も思想も感情も画一化しては各人の人格を縮こ
ませ、窒息させてしまう」として統合に反意を示
したように、長い人類の歴史が築いた貴重な文化
を破壊してはならず、統合の進展に伴い、多文化
の重要性はますます増してくる。

本章では美術の領域に絞ってヨーロッパの文化
変容の問題を、文化政策の枠組みとそれとの関係
で形成される想像力の観点から論じられる。
論者によれば、ヨーロッパでは歴史的に国家と
文化の関係が各国ごとに異なっている。フランス
の例では中央飼潅的な共通文化政策を基本とする
のに対し、自由主義を旨とするイギリスでは文化
への公的介入をよしとしないといわれる。その中
間に位置するのが連邦国家であるドイツで、文化
も州政府の管轄下に置かれ、連邦珈守の介入を許
さない。またEUの基本原則であるサブシディァ
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リティ（権限委譲)原則が文化政策面にも反映さ

れ、EUは国家および地方の多様性を尊重して、
「共通」文化政策は加盟国の文化の繁栄に貢献ウー

るものと規定している。論者によれば、そもそも

ヨーロッパの文化空間における統合運動とは、芸

術家等の知識人が参加する｢文明のプロジェクト」
であり、「ヨーロッパ」とは統合運動を牽引する文

化的概念であるという。また戦後の米国の国際的
地位の圧倒的向上に伴う文化面への発言力増大に
よる文化の刻塚取りをめぐる「米仏の反目」につ

いて触れているが、米国の台頭に関しては、ひと

りフランスのみならず､またなにも戦後に限らず、
ヨーロッパ人にとっては目障りなことであり、ブ

ルクハルトが米国人の芸術観を名指しして、いみ

じくも「アメリカ人の結果のみを見る芸術鑑賞」
を蔑視していることにも伺える。

本章ではとくにフランスに絞った文化政策論を
展開しているが、文化予算の各国比較や力臓・ス
タッフ比較、文化閣僚比較等をも加えるとさらに

問題点が明確化されたのではあるまい力もなお論
者が｢現代のヨーロッパにおいて､格差や不平等、
紛争や原理主義等の統合の負の側面を取り除き、
『共通文化空間』への意識、帰属感と連帯感を高
めることを目的とする文化政策の展開において求
心力を高める可能性を有する」と締め括っている
のはまさしくその通りである。政治的アイデンテ
ィティ・クライシスが案じられている現在のEU
において、文化面からの非政治的アイデンティテ
ィの樋礒が重要である。

第九章はイタリアにおける地域政策と国家政策
との齪鮪を例に､ヨーロッパ全域の地域政策と「ヨ
ーロッパ化」を論じている。イタリアの地域政策
を考察の対象としているものの、本書の中で本章
は唯一のヨーロッパレベルに視座を置いた論文で
ある。すなわち、イタリアにおける構造基金の執
行を事例にヨーロッパ地域政策が各国の地或政策
過程に作用する過程について考察を進め、ヨーロ
ッパ化の政策ガバナンスに関する理論的見直しを
行っている。本論によれば、統合が始まって以来
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域内経済の地或格差是正は重要な談蝿であり、60

年代以来ヨーロッパ社会基金も活動を始めたが、

本格化したのは単一議定書の採択による80年代

半ば以降のことであった。さらには東方拡大の始

まった90年代になっていっそうの転磯が訪れた

という。総じてイタリアにおける構造基金桝了の

政策パーフォーマンスとその要因を説明の後、そ

れをヨーロッパレベルに拡大、それがいかに及ん

でいるかを論じている。論者が掴商しているよう

に、ヨーロッパ化のあり方や政策の質は当該国の

デモクラシーや社会経済条件に左右されるし、さ

らにそれらの一段の変容をももたらすもしたがっ

て地域政策は地域とデモクラシーとの相互の距離

を縮める効果も発揮しえる。すなわち地域政策と

ヨーロッパ統合全体とのバランスは重要度におい

て則りかも劣るものではないが、本論はイタリアと

いう南北に長く、東西の差の少ない国家・イタリ

ア偏重の嫌いが無くもなく、もう少しドイツやフ

ランス、スペイン等の事例も考察の対象に入れて

から論じるべきではないかと感じられる。

第十章に論じられるスウェーデンにおける高齢

者福祉の問題は､とくに49年代のローーョノ、ンソ

ンの「老いること」のポジティブな取り組みを紹

介していて興味深い。すなわちスウェーデンの高

齢者福祉における伝統とは何か、それがいかに継

承されようとしているかについて議論している。

高淵上社会の到来は人類の生命に対する不変の希

求の結果であり、徒に生命への願望を募らせるの

みで、その結果がいかなる社会の到来をもたらす

か、そこで人間社会はいかにあるべきかについて

のビジョンを欠いていた。ロー＝ヨハンソンはこ

の問題について重大な警告を投じていた。これを

スウェーデンでは｢国家行動計画｣やSEMORO5

で､歴史的位相をことにしながらも難ilに卿し、

少しずつでも彼の夢の実現に向けて努力している。

ところが、都市化や工業化等世俗化社会の進行に

対して何ら打つ手が無く､拱手傍観しているのみ、

というのがわが国の現状である。本論に識うアク

ティブ。エイジングヘの具体的かつ一刻も早い取
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り組みがI喫喋の詔懸である。

第イー章に論じられているドイツを舞台とした

「社会的市場経済」の変容と、商店等の閉店時間
改正問題は古くて新しいテーマである。高賃金や
短労働時間高度の社会保障が企業の高コストを
生み、東西ドイツ統一の財政負担や環境税等と相
俟ってグローバル化時代のドイツ企業の国際競争
力を阻害し､90年代のドイツ大不況や大量失業を

もたらした。このためコール醐稚下のドイツでは

経済成長の樹苦とも言われたこれらの足椥を徐々

に緩和し、グローバル化に対処すべきであるとの

議論が高まっていった。本章は閉店時間法改正を

めぐる歴史的変化の勤跡を辿っており、経済成長

への環境作りと労働者の福祉改善問題を検証する

きわめて身近なテーマである。論者によれば､今

日ではこうした経済近代化政策に関するテーマに

対しては略々政党の垣根を超えて同一ベクトルで

検討がされているが、なお改革は期待ほどには進

んでいない。それは同国では経済改革は経済的合

理性よりも、経済と社会、政治と文化等の調和・

合成の上に成立しているからであるという。高度

成長期とは異なり､国民の居住性､文化レベル等、

考慮すべき対象が複細こしており、成蕊側に入っ

た先進各国に柵a共通して見られる現象である。

＊＊ ＊

かくして、個々 の歴史事象に関して豊富な知識を
得ることができたが､本書は全体を貫くひとつのモ

チーフないし一筋の主題を欠いているうえ、｢現伏

分析」に主眼を置いているかと言えば、関連の4

つのテーマは、先行する7つの論文では殆ど論じ

られることなく、しかも各々の論文はそれぞれ別

個に歴史から解きほぐすなど､本書を総括する｢現

状分析」とは言い難い。ついては、編者自身のヨ

ーロッパ社会経済の歩みについての総括があると、

一層ﾖｰﾛｯバについての理解が進んだと思われ

る。

’
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SergeLatouche

Petittraitedelad6croissancesereine(穏やかなる縮退の為の概論）

171ページ,MilleetUneNuits,2007年10月刊,35ユーロ

縮退理論とは、、年初頭からフランスのポスト開発思想

家鐵寧latud鱈や反新自主義運動家Jmekveらによって

提唱さｵ1始めた新しい社会i憩醗命である。縮退理論は現代

社会に根付く経済成長主義を批判し、経済成長イデオロギー

を脱した全く新しいt陰を作ることを榴昌する。縮退理論家

達は、先進国の民衆が、多鴎企業や蝿市場など新自由主

義経済の論理に支配される現代社会システムを脱し、地域社

会のエコロジーと文化に根ざした自律した社会へと転換して

いくことを主張する。

”年頃からフランスでは、后膣齢をfl会う勤として難す

る為のアソシエーションOnls頚n審曲Rわやシンクタンク

Institute"la"miszreなどが綺戎された。これらのア

ソシエーションは、フランスの主翻]市でJam画l"la

[Woismmeという10数ページの新聞型繼志を、当初1ｺ隔月、

”7年からは毎月発行している。また”年からは、鐘配

latdrl鱈や随ulk-i"といったポスト開発思想家/縮i腿論

家達の手によって、IEItxqJia』という縮退理論と社会転換

の関係を議論する学術雑誌も編集されている。同学術雑誌で

は、「社会変革の為の政洵「エコロジー」「労働師到な

どをテーマに、縮退理論が掲げる経淘戎長主義批判がフラン

スやヨーロッノ需者国の社会問題をどのように転換することが

できるかを、理論的かつ具体的に研究している。このような

学術啓蒙活動に呼応する形で、政治的活動も起こっている。

”年初頭より、フランス地方都市Dijmなどでは、縮退理

論を推進する為の政党も結成された。聯退」という言葉は、

フランスの左派政治運動家一般､特に環境派左派の間で浸透

しており、”年秋から”7年4月までの仏大統領選拳期

間では、ルモンド紙や随dioFimceなどのマスメディアで縮

退理論の有効性を問う様々な議論が行われた。縮退理論の影

響は他のヨーロッノ蒲国にも及んでいる。皿年のイタリア
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英サセツクス大学開発学博士課程中野佳裕

総巽挙では､左派の環境派達が｢縮過（伊語:(bmecaxbb)
を提冒している。

そもそも聯因とは、フランス語で"DisZreと表すb
「成長」あるいは｢経済成長」を意味する単語qbismrmに、
否定の意味をもつ接蒋司"をつけることで､"Uis=Ire
となる。直訳すれば｢脱成長｣/k屯江wthとなるが、それ
は言葉のもつ含意を正確に掴んでいるとはいえなし＄
latqdeが指摘するように、仮にI脱成長」「f忽画"th」と
翻訳してしまうと、経済成長に対して否赴勺であるという、
消極的な意味し力表象されなくなる。しかしdwnis=Ireと
い言葉には、「経済成長のパラダイムとは全く異なった、も
う一つの社会を構築する」という肯定的な含意がある。
mmismImとは、単に経済成長を否定する、0%経済成長
あるいはマイナス経済成長を目指すという意味ではなし％む
しろ、「0％成長」「マイナス成長」といった近代経済学の
物差しによって社会の価値を測ろうとする私達の経済主義的
な固定観念自体を根本から転換しようとする意図を有してい
る。経済成長を目指して働き、消費し、次世代の労働者を
育成する為に子供を教育するといった、近代産業社会の再生
産の論理及びライフスタイル自体を転換する、という意味で
ある。従ってmmDismmeとは、「経済成長主義／発展主義
のライフスタイルを根本から転換する」という意識革命を本
としており、「（近代的生活スタイルの）縮過／
[kﾊmdniftiI堰と翻訳することが、最も理に適っていると言え
よう。

""latmdleは、Ivanlllidl,A1(hもGazら近代産業社会批
判の先駆者と並んで、ヨーロッパのﾀ部職人の誰よりも早い時
期から編鰹論について取り組んでいる。l醗年にパリ大で
経済学博士号を取得して以来、l_aturlEは西欧の経済思想

パラダイムを柵判する研究に取り組んでいる。彼の研究は経

済学というよりも、むしろ哲学に近し＄フロイド精神分析学、

構造文化人類学、マルクス理論、そして鵬ie"､や

GstmFiadigの現象学を応用し、西欧文明の歴史の中で腱

淘という概念｣菅丘ｲ慨済理論の知識体系が如何にして構築

されてきたかを研究している。l知年代初頭には、同僚の社

会学者AlamGilleらと功利主義を批判付る研究グループ

lblva1HItA1thltilitaristm艶i臼睡es"ialesO1AUSS.)を

結成し、新しい左派運動の足がかりを模索する。同時に、国

際開発体制に潜在する西欧中心主義的な価値体系を批判する

理論書を数冊発表し、Ivanlllidl,GillHFtRist,"jid

lb1meIBらと共に、フランス語圏におけるポスト開発思想の

理論的支柱を確立することに貢献した。1期年代以降の

latq肥IEの研究は、国際開発体制の価値観を超えた新し↓牡

会の代名詞である「ポスト開発社会」の理論的かつ実証的な
模索に焦点を当てている。そのような文脈の中で彼は、新自
由主義グローバル化のイデオロギー拙判を行い、ヨーロッパ
社会で深まる貧困問題、西アフリカ地域の都市スラムや周辺
部で起こっている自律した社会運動の研究を行っている。こ
うして彼の学術活動の軌跡を振り返ると、IatqJcI腫は自らの

ポスト開発研究の延長として、縮退理論を提唱するに至って
いるということが分かる。

latud鱈は縮退理論に関する文献を、過去に数冊発表してい

る。1つ目は､狐4年に刊行された臓発／発展イデオロギ

ーからの生存:経済主識勺イマジナリー超えた共生社会へl

隙題:auviⅦ巴audevel"Immt)である。2つ目には、

秘年秋に発表された朧退理論の賭け』腺題:lalmi

(hla(moissare)がある。前者は主に開発イデオロギー批

判を中心に謡紬碓められており、縮退理論については最後
に簡潔な要約がされてはいるが、本格的に議論はされていな
b%しかし後者においては、縮退理論の内容を、縮退概念の
歴史的系譜、現代フランス社会との関連、また南北問題との
関連も含めて詳細に議論している。締ll書I穏やかなる縮退
のための鵬制（原題:RtittlaitedelaCbcmis"nce

"でirr)では､過去に刊行したこれら2つの著作の流れ、

特に後者の文脈を踏まえながら、縮退理論の内容を一般読者

にも分かり易い形でまとめてある。とりわけ注目すべき点は、

本書においては縮退理論を実践する為の具|岫な社会運動プ

ログラムも議論している点である，

本謝ま3部構成で櫛戎されている。第1部は聴魍理證と

は何洲についても第2部は嚥担理論と具体的な社会i鋤

プログラム」について。第3部では｢縮遺理論と民主主義」

について。結論部では｢縮退運動と反人間主調と題して、

I司理論が西欧近代文明批判とどのように接合し、文化相対主

義とどのように関連しているかを明ら汎こしている。

同書の特色は、第2部と第3部における社会運動プログラム

の角蹴である。まず第2部においてlatqd鱈は、「縮退社

会」を構築するための8つの社会運動プログラム(8IDを

提唱している。この8つのプログラムは、昨年刊行された

I縮i鰹論の賭け』の第2部において既に議論さｵ'ん､るが、

本書では新しい研究戎果を踏まえる形で新たに要約し直され

ている。8つのプログラムとは、噺し↓価値をつくるこ

と」噺しい概念で社会関係をとらえること」「環境の為に

リサイクルをおこなうこと」I地域社会の自律を促す為のエ

ンパワーメントを行うこと」などである。どれも地域社会に

根ざした新し↓牡会システムを構築するための指標であり、
資本主義システムを脱した労働、消費、生圏對係を市民の手
で作り上げることを目標としている。

経済成長主義を脱した、国家に依存しない自律社会をつくる
ために、同書ではとりわけエコロジーを重要な謝遁としてい
る。latqdmは、70年代に近代産業社会を柵判した哲学者
Gstm･iadisに言及しながら、「エコロジーは、近代社会の価
値観とりわけ経済成長主義を鞍溌する為の重要な謡題であ
る」と主張する。従来の匡隙滑発体制や国家攻治では、環寛
借随は重要視されてはいるが、依然として「経済戒長と近代
化を侭筐する為の手段」として位置づけられている。
latqKIPは、このようにエコロジーの問題が縄斉の佃雁槻に
従属している事実を鋭く批判する。彼は、むしろ経済こそが、
エコシステムの一部として新しく位置づけ直される必要があ
ると主張する。従って、彼の主張する縮i鰹論は、エコロジ
ーと経済、人間と経済の関係を逆転するための方法論を与え
ることを目的とする。

第3部では、第2部て議論された8つの社会運動プログラム
から想像され得る「もう1つの社会｣像について議論してい
る。I_at(xrheは、Haudl"℃ndtR'(hstoriadisの吻制蒲学に
基づきながら、「縮退の社会では、経稀綱1に翅dされたに

lO3



一一

’

自律した社会を、多様な形で模索していくことが重要とな

る」と主張する。縮退理論とは、単なる経済鴎謝辞Uではな

し＄究繊勺に言えば近代鶴肖理論の価値観を生み出した西

欧近代文明そのものを杜畔けることを却艮においている。従

って、縮退社会を先進国の様々 な地域で創造していくことは、

近代西欧文明の価値観を超越し、新し↓価値観新しし物質

文明、新しいライフスタイルの基で民衆が生活することを意

味する。それは､近代主義に翅8された国際開発イデオロギ

ーを覆すことも意味しており、従って先進国と途上国の間の

支配関係に終止符を打つことも意味する。縮退社会の構築は、

世界翻莫でのポスト開発制会の1燃へと繋がっていくのであ

る。

日仏経済学会、2006～2007年度活動報告

1出版物

『BULLETIN』第24号、2006年7月に発行した。第25号を2008年3月

に発行すべく準備中。

結論部でIatpucheが注意するように、このようなユートピア

の模索は、単なる近代文明の否定(1e,ejetsiJIPleetixrde

lamxlemitdではなし＄むしろ、近代文明が作り出した人間

の実郁勺問題を刺Rし、近代文明に潜在する人剛轍の可能

性を新たな次元で引き出すという意味でG丘代‘泥克」(mn

dqBssa,3nOと言える。縮退理論は、国際開発幟I及び近代

産業社会の価値観を根本から変革していく為の、新しⅧ轍
の政治理論と言えるだろう。

『

「

活動状況

2006年3月10日（金）正午-16時理事会、総会、研究会開催

（於早稲田大学西早稲田キャンパス1号館2F現代政治経済研究所会議室）
研究報告脇坂紀行（朝日新聞社）「社会的ヨーロッパの現状」

Alain-Ma1℃Rieu(UniversitedeLyon2)<<Lasocieetecivileetlademocratieen
Europeal'agedemondialisation>>

勺
。

I

’
2006年10月12日（月）

レンヌ第一大学のMal･cHumbert教授、MichelRenault準教授、AntoineFrouville講
師(いずれもPqliticalandEthicalKnowledgeonEconomicActivities-PEKEAの会員で、
アンベール教授は事務局長）を招き、東京で学術交流会議「経済学における倫理的
要素」を開催した。（於早稲田大学西早稲田キャンパス1号館2F現代政治経済研
究所会議室）報告はBULLETIN第25号に収録。

、

／
一
一
一

2006年11月6－7日第8回日仏経済学会議:<<Vel･suneCommunaute
EconomiquedesPaysd'Asiedel'Est>>開催（パリ第10大学ナンテール校
マクス・ウエベール館）参加者フランス側20名、
日本側7名

プログラムは次のとおり。本会議の議事録を、日仏両文で出版するべく、現在
準備中である。一部はBULLETIN25号に掲載。

’

Programmedu

HuitiCmeColloqueFranco-JIaponaisdeSciencesEconomiqmles
p

GGVersuneCommunaut6EconomiquedesPaysd'Asiedel'Est6g
Dates:6-7novembre2006

Lieu Universit6Pal･isXSalledeColloques,Bat.K

LIIndi6noWmbre2006

’
91130-101100 DiSc01"sd'"cα舵〃：

P1･ofesseul･Aud6oudOliviel･ Pﾉ･師叱ﾉ〃"/'U"ﾊﾉeパ"さP("･jsA
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一 －

lOhOO-lOh30

lOh30-llh

llhOO-12hOO

12h-14h

ProfesseurNishikawaJun UniversitedeWaseda&Pr知咋"r昨/α

SOC域‘丹α"co-"o"qise咋配Eco.,7bb'o

I@repα〃":L"α叩“応加αCrO-eC⑪"＠碗""""'""eelJe師"g"E
〃 ■ 〃

cb加加""α""E笹0"0加呵"edB4s花咋ノ'ar
●

"LaCommunauted'Asiedel'ESt,etlesenjeuxdelasOcietecivile"

NishikawaJun(UniversitedeWaseda&Sbci6/@F>･q"co_Jﾋﾘﾌo"qIse
●

"leSTTmeUr◎peensenAsieduNord-estet1c,,寺軍

concuz工ants"

EvelyneDourille-Feer(CEPjZP"iF)

11hOO-11h30PauSeCa"

Discussion

Dejeuner

2@'"epα"た:IgS"n"”""α""$血"u"α〃αﾉｾS"30座ｼe"e"応咋かww"j"ど"応

伽"sInm"m脚"α"だEb⑪"⑪〃j”e‘翅$た“ﾉ廼耐r

14hOO-14h30-66Lestra皿sfbrmationsdutravailindustrieletspCcialisationinternationale
enAsie''

Bern･andMaximm((ﾉ>7hﾉe応"'Pm･なり/）

l4h30-l5hOO

15hOO-l5h30

l6hOO-16h30

l6h30-17h

l7h-l7h30

《《LesmigrationsinternationalesdestravailleursenASiedel'Est:

tendancesetperspectives)j

SuzukiHiromasa(U"jiﾉe胴s"§虎〃ZIse")

GGMobiliteg60graphiquedutravailetinter-sectorielle,effets

d'agglomerationdansquelquesPaysdel'0ceanIndienetcomparaison
●

avecquelquespaysAsiatiquey'LmdaZanfini((ﾉ"ﾊﾉe応"dP〃心湿Ebo"o"7IX)

15h30-16h PauseCaf

GGComplementarit60ucontradictionentrel'APECetlaa加伽""Ⅳ"だ

Eco"⑪"""2""$た企ﾉEW''

NeantroSaavedra-Rivano([ﾉ"ive応"を咋乃"k"”

くLalongue

orientale》》

《<L'enjeude

marcheversl'int6grationeconomique-lecasdel'Asie

MilleliChristian(U"iVeﾉT"@P"ﾉsXC)7Ks/Eco"o"MX)

l'integrationeconomiquedel'Asiedel'est)P
●

YasuoInoue((ﾉ"ivers"@M""j叩α/e虚ﾉVtWQ)ﾉの

106
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17h30-18hOOD"cJwsFjり〃

18h30 R庇”"〃s皿r胞Ca"”"＄

Mardi7novembre2006

発加epdwWE:Le"""伽""舵あん“"c靭叱“"”弓”わ〃"2，ﾉｾsmE""sr血"Y謝
匹0"0加叩"”“だc〃""/りgi〃"甑"'""eCb加加""α"だE℃0"⑪"""edZ4s花咋I遁汐r

●

〃
,●

9h30-lOh"L'exp6riencetransirontaliereenAsiedel'Est:frontiererllsso-chinoiseetprqj"
Tumangan''BarbaraDespmey(""ive応"g"P"な〃C7m/℃e""edECo"omie血〃

釦池o""e)

lOhOO-lOh30"Lapossibilitedu<<FreeTradeAgreement)PenAsiedel'Est"
TakeshiDaimon.(GP'･qfsse"rα"o"74U"んe応"§火〃"ecm)

lOh30－llh6GCorrelationentrelestechniquesd'infbrmationetdecommunicationetamelioration
duniveaudesnuxd'investissements,unecomparaisonentrequelquespaysAfb･icains

etAsiatiques"MariusMendes&LaoualiOmarou(U"jVe応"§Par心淑Eco"omiX)

llh30-l2hOO

12h-l2h30

12h30-13h

14h-14h30

14h30-l5h

15h-l5h30

l6h-16h30

l6h30-17h30

11h-11h30:PauseCafE

<<Ler61edesaccordsdelibre-echangeetinvestissementsdirectsetrangerS

dansl'integrationeconomiqueregionale.Lecasdel'ASEANplus3)j

Masayukilmai(UniversiteduBien-etreauJapon)

"L'implantationdesiirmesagroalimentairesjaponaisesenAsiedel'Est''
LouisAugustm-Jean(U"jVe祁"§咋乃zｲﾙ"6Q&Eco"o胴〃

<<StrategiesdesMultinationalesJaponaisesetStandardisation)D
HasegawaShillji(U"んe応"を北〃"e")

13h-14h:D6jeuner

<<LestransiertsdeconnaissanceetalliancesstrategiquesenAsiedel'Est)"

AnnieGaranto(U"iVem"2Pqr芯光/Ceros)

《《NouvelespaceeconomiqueetnouvellecarteindustrielleenAsiedel'Est)'
”

●

SumihikoSeto(Jetro)

GGPolitiquesCconomiques,IDEetsecteurpriv6enAsie''
●

AnneAndrouaisetAliceSmdzmgre(U"iVe応"gPq7･jSXｿC"rs/Eco"omiX)
15h30-16hOOPauseCaf@

D"aｨ師加〃

⑰"c伽i"〃。〃伽i"伽2CO"09"edeScie""sEcO"0"""
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pal･:.NishikawaJunProfesseural'Universit6deWaseda&Pﾉ･師咋ﾉ汀咋ノaMc尼だ

〃α"CO-.ﾉ"ﾌoﾉ7qAFedｾ比だ"cesEco"o""9"“

.AnneAndrouais ［ﾉ>7ﾊﾉeﾉ智姥Pαﾉ"な入7℃"ﾊﾇﾒEbo"oﾉ"”

007年1月11日(木)午後6時-7時半。

講演会Jean-LouisMucchielli(パリ第一大学教授。前フランス大使館文化参事官）
演題「フランスにおける連帯経済」

場所早稲田大学1号館2F現代政治経済研究所会議室

4．現在、日仏修好150周年にあたり、9月27～29日に開催される日仏会館主催

学術シンポジウムに参加すると共に､同じ時期に東京で第9回日仏経済学会議を開催す

るべく準備している。

108
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2007年度日仏経済学会会計報告

(平成18年4月1日～平成20年3月31日）

収入
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

前期繰越412,388

会費収

一

一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

－一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

一一＝一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

合計

資産

普通預金残高

合計

319,465

609,647

通信費

事務費

理事会飲食代

人件費

ビュルタン印刷費

小計

次期繰り越し

合計

109

支出

理50（
30,5561
6,7001

23,000

241,500

324,206

290,182

614,388

認

一一一一一一一一一一＝=＝一一一一一一一一一一‐一一一一＝
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仏経済学 会 役 員日

(2005年4月-2008年3月）

投稿規定

1．本『BULLETIN』への投稿は、原則として会員によるものとする。
2．原稿の分量は、原則として1万6000字（400字×40枚）以内とする（図表等を含む)。
3．使用言語は、日本語・仏語のいずれでもよい。
4．ワード・プロセッサーによって作成された原稿とともにフロッピーディスクを提出さ

れたい。

5．別紙に仏語での表題を書き添えること。
6．投稿論文の掲載可否は、編集委員会にて決定する。

会長 西 川 潤

理事 井上

大 田

長部

勝俣

阪上

鈴木

諏訪

竹 内

新田

花田

菱 山

平野

廣 田

山田

若森

夫
廣
康
誠
孝
昌
夫
子
三
宣
泉
郎
功
夫
孝

和

泰
一
重
宏
貞
佐
俊
昌
泰
鋭
章

日仏経済学会･BULLETIN・第25号

2008年3月21日

日仏経済学会

西川潤

清 水和巳

発行

代表 者

編集責任者
顧問 小 金 芳 弘

林雄二郎

７

Q

東京都新宿区西早稲田1－6．1

早稲田大学政治経済学部清水和巳研究室気付
日仏経済学会事務局

TELO3-3203-9816

E･mailskazumiCwaseda.jp

監査 堀ノll士良 〒169.0051
連絡先：

事務局 清 水 和 巳

大町慎浩

]O110･6.4z4

03-3203-111$

。■ロ五
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